
資料１ 

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会

社の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変

更の認可（令和６年度の接続料の改定等）について 

（諮問第3176号） 

＜目次＞ 

１ 報告書（案） ………………………………… １ 

２ 申請概要 ……………………………………… 88 

３ 審査結果 ………………………………………160 

別添（大部のため省略） 

○ 接続約款変更認可申請書（写）（東日本）

○ 接続約款変更認可申請書（写）（西日本）



令和６年３月18日  

 

 情報通信行政・郵政行政審議会電気通信事業部会 

  部会長  三 友  仁 志 殿 

 

                          接 続 委 員 会 

                             主 査  相 田  仁 

 

 

報 告 書（案） 

 

 

令和６年１月23日付け諮問第3176号をもって諮問された事案について、調査の結果、

下記のとおり報告します。  

 

記 

 

１ 本件、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東

日本・西日本」という。）の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更の

認可（令和６年度の接続料の改定等）については、諮問のとおり認可することが

適当と認められる。 

 

２ なお、提出された意見及びそれに対する当委員会の考え方は、別添のとおりで

あり、総務省においては、以下の措置が講じられることを要望する（括弧内は別

添において対応する当委員会の考え方）。 

 

ＮＴＴ東日本・西日本に対し、令和５年度末時点での電柱の耐用年数について

検証を行った上で、その見直しに関する状況についての見解及び検証に用いたデ

ータ等の関連データを、令和７年３月 31 日までに、総務省に報告すること。（考

え方 12） 

以上 
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別添 

「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定 

電気通信設備に関する接続約款の変更案」に対する意見及びその考え方（案） 
－令和６年度の接続料の改定等－ 

意見募集期間：令和６年１月24日（水）～同年２月21日（水）（案件番号：145210232） 

再意見募集期間：令和６年２月28日（水）～同年３月12日（火）（案件番号：145210249） 
 

意見及び再意見提出者一覧 
意見提出者 11件（法人等：９件、個人：２件） 

再意見提出者 15件（法人等：10件、個人：５件）  
※提出意見数は、意見提出者数としています。 

（提出順、敬称略） 

受付 意見提出者 再意見提出者 

１ 個人A 個人Ｃ 

２ 個人Ｂ 個人Ｄ 

３ Q Enterprise Systems株式会社 個人Ｅ 

４ ＫＤＤＩ株式会社 個人Ｆ 

５ ソフトバンク株式会社 個人Ｇ 

６ 楽天モバイル株式会社 ＫＤＤＩ株式会社 

７ 中部テレコミュニケーション株式会社 ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社 

８ 一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会 一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会 

９ 一般社団法人ＩＰｏＥ協議会 一般社団法人ＩＰｏＥ協議会 

10 ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社 株式会社オプテージ 

11 アルテリア・ネットワークス株式会社 ソフトバンク株式会社 

12 - 楽天モバイル株式会社 

13 - 東日本電信電話株式会社 

14 - 西日本電信電話株式会社 

15 - アルテリア・ネットワークス株式会社 

2



１ 令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 

（１）総論・算定方式等 

（意見及び再意見の概要： ■：ＮＴＴ東日本・西日本からの意見 ●：ＮＴＴ東日本・西日本以外の事業者・団体からの意見 ▲：個人からの意見、考え方は本文を参照。） 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

意見１ 

● ＮＴＴ東日本・西日本の加入光ファイバの重要性は一

層高まっている。加入光ファイバとの接続の更なる円

滑化を図ることで公正競争環境を整備し、利用者利便

の向上に繋げることが重要であり、接続事業者の予見

可能性の向上や継続的なコスト削減等による接続料

低廉化を図る必要。 

● 同旨意見（１者）。 

● 今次申請のコスト上昇要因は、いずれも上昇トレンド

が今後も継続することが想定される。低廉化してきた

接続料が上昇に転じることで、公正競争が阻害される

ことが懸念。 

● 公正競争上の観点及び将来原価方式を採用する意

義からも、低廉化の継続が適切。 

再意見１ 

■ 労務費・原材料費等の高騰によりコストは増加傾

向にあるが、企業における当然の経営努力として、

引き続きコスト効率化に取り組む。加入光ファイバ

は、需要の鈍化の中で、回線の廃止に係る対応が

増える一方、開通も一定規模では引き続きあるた

め、無派遣工事の促進・残置回線の再利用・引込線

転用等の取組も進めている。 

■ 加入光ファイバについては、接続事業者の予見性を

高める観点から、自主的な取組として実績収入費用間

差額及び接続料算定上の各種比率の速報値を10月末

に開示しており、今後も同様に対応する考え。 

● 賛同意見（１者）。 

● 低廉化の必要性等に関する賛同意見（１者）。ＮＴＴ東

日本・西日本においては、設備効率化・経営合理化を

促進して接続料の低廉化を図ることが重要。 

考え方１ 

 

○ 光ファイバは、国民生活にとって重要な電話やモ

バイル、FTTH 等のブロードバンドサービスを支える

必要不可欠なアクセスインフラであり、ボトルネック設

備である NTT 東・西殿の加入光ファイバの重要性は

一層高まっていることから、接続事業者による加入光

ファイバ利用の更なる円滑化を図ることで公正な競

争環境を一層整備し、ひいては利用者利便の向上

につなげていくことが重要です。 

○ そのためには、加入光ファイバを利用する接続事

○ 昨今の労務費や原材料費等の高騰により、加入光

ファイバの接続料原価を含めた各種コストは増加傾

向にありますが、株主やステークホルダーの負託に

応える企業における当然の経営努力として、引き続

きコストの効率化に取り組む考えであり、加入光ファ

イバについては、需要が鈍化する中で、回線の廃止

対応稼働が増える一方、開通も一定規模では引き

続きあることから、無派遣工事の促進や残置回線の

再利用、引込線の転用等による効率化に向けた取

○ 加入光ファイバ接続料が低廉な水

準であることは、ＦＴＴＨアクセスサー

ビス市場における加入光ファイバとの

接続による提供形態の活用に資する

ものであり、競争を通じた低廉な料金

と多様なサービスの実現のために重

要です。 

○ そのため、加入光ファイバ接続料の

算定方法等については、総務省にお

無 
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業者の予見可能性の向上や、継続的なコスト削減等

による接続料の低廉化を図る必要があると考えま

す。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ 光ファイバは、今後の経済社会や国民生活にとっ

て重要な5GやFTTH等のブロードバンドサービスを

支える必要不可欠なインフラであり、ボトルネック設

備である東日本電信電話株式会社（以下、「NTT東」

といいます。）殿・西日本電信電話株式会社（以下、

「NTT西」といいます。）殿の保有・提供する加入光フ

ァイバの重要性は一層高まっていることから、接続事

業者による加入光ファイバ利用の更なる円滑化を図

ることで公正競争環境を一層整備し、ひいては利用

者利便の向上につなげていくことが重要です。 

○ そのためには、加入光ファイバを利用する接続事

業者の予見可能性の向上や、継続的なコスト削減に

よる接続料の低廉化等を図る必要があると考えま

す。 

（中部テレコミュニケーション株式会社） 

○ 令和６年度の接続料におけるコスト上昇の要因に

ついては、設備管理運営費における道路占用料の

上昇、報酬における国債利回りの上昇、接続に係る

工事費については労務費・物件費・作業委託費の

上昇など、いずれも上昇トレンドが来年度以降も継

続することが想定されることから、これまで低廉化し

てきた接続料が上昇に転じることで、低廉で多様な

サービス提供につながる公正競争が阻害されること

が懸念されると考えます。 

○ 公正競争上の観点からも、将来原価方式を採用す

る意義からも、接続料は低廉化が継続されることが

適切であると考えます。 

組みも進めているところです。 

○ 加入光ファイバの接続料原価に係る効率化の取組

みとその効果については、今後も認可申請のプロセ

スにて総務省への説明を実施する考えです。 

○ 加入光ファイバ接続料に係る情報開示について

は、接続事業者様の予見性を高める観点から、当社

の自主的な取組みとして、２０２０年度実績の把握時

より乖離額調整に係る実績収入と実績費用の乖離

の状況について、毎年度１０月末の実績原価接続料

の再計算報告時にあわせて開示してきたところで

す。加えて、主な接続料に係る原価、需要、資本コ

スト算出に係る各種比率等の速報値についても、翌

年度接続料の認可申請に先立ち、再計算報告時に

情報の事前開示を行っており、今後も引き続き同様

の対応を行う考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ ＫＤＤＩ殿及び中部テレコミュニケーション殿の意見

に賛同します。加入光ファイバの重要性や利用者利

便の向上に鑑み、低廉で多様なサービス提供につ

ながる公正競争が維持されるよう、接続料に係る予

見可能性の向上、継続的なコスト削減等が重要であ

ると考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

○ KDDI様の「継続的なコスト削減等による接続料の

低廉化を図る必要がある」とのご意見、及びソニーネ

ットワークコミュニケーションズ様の「接続料は低廉化

が継続されることが適切である」とのご意見に賛同致

します。 

○ FTTH等のブロードバンドサービスを支える必要不

可欠なアクセスインフラである光ファイバの重要性や

不可欠性は今後もますます増大していくものと考え

いて、今後も必要に応じ、議論を行う

ことが適当と考えます。 

○ 一方、加入光ファイバ接続料が「能

率的な経営の下における適正な原価

に適正な利潤を加えた金額」を逸脱し

た水準となる場合、自己設置や卸電

気通信役務による提供形態との適切

なバランスを欠く結果にも繋がることに

留意すべきと考えます。 

○ なお、接続事業者による予見性確保

については考え方２から５まで、コスト

効率化に関する取組については、考

え方11から13までのとおりです。 
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（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） られることから、NTT東西殿におかれては、設備の効

率化や経営の合理化を促進され、接続料の低廉化

を図ることが重要であると考えております。 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

意見２ 

● 現状の加入光ファイバ接続料の算定方法では、前期

算定期間の最終年度に認可申請されるまでの間、接

続事業者が次期算定期間の接続料水準を知ることが

できず、十分な予見可能性が確保されているとは必ず

しも言えない。 

● 令和５年度には、値下がり傾向が続いていた加入光

ファイバ接続料が大幅に上昇したが、事前に予測水準

を把握できれば、接続事業者の経営への影響もある

程度緩和できる。 

● 予見可能性を向上させ、公正な競争環境を確保する

ためにも、毎年度、複数年度分の適用額・予測を提示

いただくことを改めて要望。 

● 昨年度改定時の当審議会の考え方のとおり、次期算

定期間の接続料算定に向けて、接続事業者の意見を

聴取する等、検討することを要望。 

● 加入光ファイバの予測接続料の算定等に関する同旨

意見（１者）。 

● 次期算定期間に係る認可申請の遅延も想定されるた

め、遅くとも令和７年10月までに予測接続料の算定・公

表が必要。また、ＮＴＴ東日本・西日本が毎年10月頃に

開示する事項について、接続事業者の意見等を踏ま

えて見直すことを要望。 

再意見２ 

■ 加入光ファイバについては、接続事業者の予見性を

高める観点から、自主的な取組として実績収入費用間

差額及び接続料算定上の各種比率の速報値を10月末

に開示しており、今後も同様に対応する考え。 

■ 当社は多様な接続形態・様々なアンバンドル機能を

提供しており、将来原価方式における予測を毎年見直

すこと等については、費用・需要の予測に相当の稼働

を要する上、一定の前提を置いて将来の水準を推計し

ても、実態と乖離が生じることは避けられない。接続事

業者の意見を聞きながら、予見性向上に資する情報開

示等について今後も引き続き検討していく。 

■ 次期加入光ファイバ接続料でも、市場・事業環境の

変化を踏まえ、算定方法・織り込む要素を十分に検討

する必要があるため、開示時期のみを事前に定めた

場合、その時点での検討状況を基にした不確定な接

続料水準等の情報をいたずらに開示することになりか

ねず、かえって予見性を損ない、混乱を招くおそれ。当

社としては、必要な検討を行った上で、可能な限り早期

の申請・情報開示を行うよう努める。 

● 賛同意見（４者）。 

● 事前に接続水準を予見可能とすることは接続事業者

の安定的な経営を確保する観点から非常に重要。 

● 予見可能性の向上が必要。国債利回りは令和４年度

に大幅に上昇しており、令和５年度も上昇傾向が続い

ているため、加入光ファイバ接続料は益々上昇する可

能性が高い。予測接続料の開示は有用であり、次期算

定期間に向けて接続研で議論・検討すべき。 

考え方２ 
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○ 将来原価方式の算定方法見直し 

○ 加入光ファイバの接続料は、将来原価方式により、

複数年度（直近では3年度）分の接続料が申請され

ておりますが、次期算定期間の接続料は、前期算定

期間の最終年度において認可申請されるまでの間、

接続事業者はその接続料水準を知ることができず、

必ずしも十分な予見可能性が確保されているとは言

えない状況です。 

○ 令和5年度の接続料改定においては、報酬額の上

昇等の影響により、それまで複数年度に亘り値下が

り傾向が続いていた接続料が大幅に上昇しました。

単金の変動自体は避けられない状況であった場合

でも、事前に予測水準を把握することができれば、

接続事業者の経営への影響もある程度緩和できるも

のと考えます。 

○ 接続事業者の予見可能性を向上させ、公正な競

争環境を確保するためにも、毎年度、複数年度分の

適用単金・予測単金を提示いただくことをあらためて

要望いたします。 

○ 総務省殿からは、「東日本電信電話株式会社及び

西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信

設備に関する接続約款の変更案（将来原価方式に

基づく令和５年度の接続料の改定等）」に対する意

見及びその考え方（以下、「令和5年度答申」）考え

方3にて、「次期算定期間（令和8年度以降）における

加入光ファイバ接続料については、その時点での

様々な状況や、関係事業者の意見も踏まえつつ、ど

のような算定方法を用いるかも含め、NTT東日本・西

日本及び総務省において検討を深めていくことが適

当」との考えが示されていることから、次期算定期間

（令和8年度以降）の接続料算定に向けて、接続事

業者の意見を聴取する等、ご検討いただくことを要

望いたします。 

○ 加入光ファイバ接続料に係る情報開示について

は、接続事業者様の予見性を高める観点から、当社

の自主的な取組みとして、２０２０年度実績の把握時

より乖離額調整に係る実績収入と実績費用の乖離

の状況について、毎年度１０月末の実績原価接続料

の再計算報告時にあわせて開示してきたところで

す。加えて、主な接続料に係る原価、需要、資本コ

スト算出に係る各種比率等の速報値についても、翌

年度接続料の認可申請に先立ち、再計算報告時に

情報の事前開示を行っており、今後も引き続き同様

の対応を行う考えです。今後の情報開示の見直し等

についても、接続事業者様のご意見を伺いながら検

討し、引き続き、接続事業者様の予見性確保に向け

た情報開示に努める考えであり、光信号分岐端末回

線や光屋内配線加算額、残置回線の維持負担額に

ついてもいただいたご意見を踏まえ、可能な限り毎

年度１０月末に、当社の自主的な取り組みとして、開

示する考えです。また、接続事業者様にとって重要

性が低いと考えられる開示情報については、対象外

とすることも含めて扱いを検討してまいります。 

○ なお、当社は接続事業者様と多様な接続形態で

接続し、様々なアンバンドル機能を提供しているとこ

ろ、それらのアンバンドル機能について、将来原価

方式により算定している接続料の予測を毎年見直す

ことや実績原価方式により算定している接続料等に

ついて予測を行うことは、費用や需要の動向の予測

に相当の稼働を要する上、仮に将来の接続料水準

を大胆に推計するとしても予測と実態に乖離が発生

することは避けられないことから、接続事業者様のご

意見も伺いながら予見性向上に資する情報開示等

について、今後も引き続き検討していく考えです。 

○ 次期加入光ファイバ接続料についても、直近の市

場環境・事業環境の変化等を踏まえつつ算定方法

○ 次期算定期間（令和８年度以降）に

おける加入光ファイバ接続料につい

ては、その時点での様々な状況や、

関係事業者の意見を踏まえつつ、ど

のような算定方法を用いるかも含め、

ＮＴＴ東日本・西日本及び総務省にお

いて検討を深めていくことが適当で

す。また、その際、意見にあるような加

入光ファイバ接続料の予見性確保の

在り方についても、必要に応じ、検討

することが適当です。 

○ なお、予測接続料については考え

方３、情報開示については考え方４の

とおりです。 

無 
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（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ 将来原価方式に基づく令和5年度の接続料の改定

等に関する意見募集（以下、「前回意見募集」といい

ます。）の際に当社から意見したとおり、接続事業者

の予見可能性について、第二種指定電気通信設備

のデータ系接続料と同様に、毎年当該年度の加入

光ファイバ接続料と翌年度・翌々年度分の加入光フ

ァイバ予測接続料の算定・公表が必要と考えます。 

○ また、将来原価方式に基づく令和5年度の接続料

の改定等に関する答申（以下、「前回答申」といいま

す。）において、「いずれにせよ、次期算定期間（令

和8年度以降）における加入光ファイバ接続料につ

いては、その時点での様々な状況や、関係事業者

の意見も踏まえつつ、どのような算定方法を用いる

かも含め、NTT東日本・西日本及び総務省において

検討を深めていくことが適当と考えます。（※考え方

3）」との考え方が示されていることから、2026年度以

降からの次期算定に向けてより具体的な検討を行う

必要があると考えます。 

○ 2026年度からの次期算定期間に関する認可申請

が遅延することも想定されることから、認可申請に先

立ち遅くても2025年10月までには2026年度分の加

入光ファイバ予測接続料の算定・公表が必要と考え

ます。 

○ また、NTT東殿・NTT西殿が毎年10月頃に接続事

業者向けに開示されています「接続料算定の基礎と

なる機能ごとの原価や稼働回線数等に係る情報」に

ついて、接続事業者の意見等を踏まえて開示対象

の項目を適宜見直しされることを要望いたします。 

（中部テレコミュニケーション株式会社） 

や算定上織り込むべき要素について十分に検討を

行う必要があるため、開示時期のみを事前に定めた

場合、その時点での検討状況を基にした不確定な

料金水準等の情報をいたずらに開示することにもな

りかねず、かえって接続事業者様の予見性を損な

い、混乱を招くおそれがあると考えます。なお、当社

としては、必要な検討を行ったうえで、可能な限り早

期の申請及び接続事業者様の予見性に資する情報

開示を行うように努める考えです。 

○ ご指摘の道路占用料の改定や利息の上昇といっ

た費用の細目の変動が接続料原価に与える影響を

会計年度単位で具体的に予測することは、可能な限

り早期の申請を実現するという観点も踏まえると対応

が難しいものです。当社としては、申請時点で把握・

予測可能な変動要素等を踏まえ一定の合理的な予

測に基づき料金を設定しており、今後も同様の対応

をしていく考えです。 

○ なお、原価・需要の実績は、今後のサービス・技術

動向や経済情勢、消費動向、接続事業者様の営業

戦略等により変化するため、予測の段階からすべて

の要素を織り込むことは困難であり、構造上、予測と

の乖離が不可避であると考えます。そのため、設備

を利用する接続事業者様に当年度の原価を応分に

ご負担いただくという接続料の原則に基づき、加入

光ファイバの接続料は当年度の実績原価を把握し

た段階で実績収入と実績原価との差額を補正する

ために、３条許可申請に基づき乖離額調整を織り込

む申請を行ったものです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ （再意見３及び５のとおり。） 

（ＫＤＤＩ株式会社） 
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○ ＫＤＤＩ殿、中部テレコミュニケーション殿、ソフトバ

ンク殿の意見に賛同します。接続料の予見可能性を

確保して競争を活性化することは非常に重要であ

り、そのためには特に、ＮＴＴ東西殿には３か年分の

接続料を毎年度開示していただくことが適当と考え

ます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

○  KDDI株式会社殿（以下、「KDDI殿」といいま

す。）、ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会

社殿（以下、「SNC殿」といいます。）、および中部テ

レコミュニケーション株式会社殿（以下、「ctc殿」とい

います。）の意見の通り、東日本電信電話株式会社

殿（以下、「ＮＴＴ東日本殿」といいます。）及び西日

本電信電話株式会社殿（以下、「ＮＴＴ西日本殿」と

いいます。）（以下、あわせて「ＮＴＴ東西殿」といいま

す。）の加入光ファイバ接続料について、次期算定

期間の接続料は、前期算定期間の最終年度におい

て認可申請されるまでの間、接続事業者はその接続

料水準を知ることができず、必ずしも十分な予見可

能性が確保されているとは言えない状況であり、特

に令和4年度までの単金値下がり傾向と異なり、令和

5年度の加入光ファイバ接続料(シングルスター方式)

は令和4年度単金と比べて、ＮＴＴ東日本殿は＋220

円（約+11%）、ＮＴＴ西日本殿は＋218円（約+8%）と単

金は値上がりに転じている状況にあり、接続事業者

側の経営に大きな影響が生じる恐れがあるため、予

見可能性を向上させることが必要と考えます。 

○ 令和6年度に向けての3条許可申請に伴う加入光

ファイバの乖離額調整の要因の一つとして、国債利

回りの上昇が挙げられており、令和５年度の接続料

の改定等に関する認可申請（以下、「令和５年度将
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来原価認可申請」といいます。）時は最新の情報を

踏まえ、令和3年度の0.09という値を横引きすること

は一定の合理性があると考えますが、現時点で令和

4年度の国債利回りは0.3へと大幅に上昇し、令和5

年度についても継続して上昇傾向が続いていること

から、加入光ファイバの接続料はますます上昇する

可能性が高い状況にあります。 

○ KDDI殿、SNC殿、ctc殿の意見にもある通り、接続

事業者への経営に対する影響を考慮し予見性を向

上させるためには、第二種指定電気通信設備設置

事業者が現在行っているように、ＮＴＴ東西殿におい

ても毎年度3年度分の適用単金・予測単金を提示す

ることが有用であり、次期算定期間（令和8年度以

降）の接続料算定に向けて、接続事業者の意見を聴

取する等により、予見性向上に向けた取組や算定方

法の在り方について、接続料の算定等に関する研

究会（以下、「研究会」といいます。）で議論・検討す

べきと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

○ ソニーネットワークコミュニケーションズ様、KDDI

様、中部テレコミュニケーション様およびソフトバンク

様の「予見可能性の向上」に関するご意見に賛同し

ます。 

○ 接続事業者にとって、事前に接続料の水準を予見

できるようにすることは、安定的な経営を確保する観

点から非常に重要な課題であると認識しており、毎

年度、複数年分の接続料をご提示いただけるようを

希望致します。 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

意見３ 

● 加入光ファイバの重要性が高まる中、急激に接続料

が上昇する場合は、接続事業者の経営に大きな影響

再意見３ 

■ 当社は多様な接続形態・様々なアンバンドル機能を

提供しており、将来原価方式における予測を毎年見直

考え方３ 
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が生じるおそれ。予見性向上の観点から、第二種指定

設備のデータ接続料のように毎年度３年度分の適用

額・予測額を提示すべき。  

● 昨年度改定時にも考え方が示されているが、 

・ 複数年度の申請の前年度は、将来分の予測情報

がなく、予見性が確保されていない。直近は接続料

が上昇に転じており、接続事業者のコスト管理が困

難で事業影響が大きい。 

・ 現状でも当初申請時には３年度分を予測するた

め、第二種指定設備と算定方法が異なることのみを

理由に毎年度予測できないわけではない。加入光

ファイバの予測のみであれば、法定機能数が第二

種指定設備と大きく異なるとは考えられない。 

● 接続料の変動に大きく影響する施策を実施する場

合、接続料に大きく影響する要因を把握した場合等

は、事業者説明会のタイミングを待たず、接続料の予

見に資する情報を接続事業者に開示すべき。特に令

和６年能登半島地震に伴い接続料への影響が予測さ

れるため、影響時期や規模を早期に情報開示すべき。 

すこと等については、費用・需要の予測に相当の稼働

を要する上、一定の前提を置いて将来の水準を推計し

ても、実態と乖離が生じることは避けられない。かえっ

て接続事業者の混乱を招くおそれがある等、コストに

見合う便益は得られない。 

■ 加入光ファイバ接続料の予測では、メタル設備等の

他の機能との費用・資産の配賦に係る計算・予測が必

要であり、第二種指定設備とは算定の条件・作業負担

が大きく異なる。 

■ 加入光ファイバについては、接続事業者の予見可

能性を高める観点から、自主的な取組として、実績

収入費用間差額を10月末に開示してきた。加えて、

接続料に大きく影響する要因が発生した場合は、必

要に応じて可能な限り情報開示を行う考え。 

● 予測接続料に関する賛同意見（３者）。 

○ 加入光ファイバ接続料は、将来原価方式のもと、

現状は将来も含め3年度分の接続料が申請されます

が、その申請単金が適用されている期間中は次期

算定期間の接続料の予測が開示されていません。 

○ 5Gやブロードバンドサービスの更なる展開を行うに

あたり、ますます加入光ファイバの重要性が高まる状

況にある中、将来原価方式による令和５年度の接続

料の改定等に関する認可申請（以下、「令和5年将

来原価認可申請」といいます。）のように、急激に接

続料が上昇する場合は、接続事業者側の経営に大

きな影響が生じる恐れがあります。このような接続事

業者への事業影響を考慮し、予見性を高める観点

から、第二種指定電気通信設備設置事業者が現在

行っているように、東日本電信電話株式会社殿（以

○ 当社は接続事業者様と多様な接続形態で接続し、

様々なアンバンドル機能を提供しているところ、それ

らのアンバンドル機能について、将来原価方式によ

り算定している接続料の予測を毎年見直すことや実

績原価方式により算定をしている接続料等について

予測を行うことは、費用や需要の動向の予測に相当

の稼働を要する上、仮に将来の接続料水準を一定

の前提を置いて推計したとしても予測と実態に乖離

が発生することは避けられず、かえって接続事業者

様の混乱を招くおそれがある等、コストに見合う便益

は得られないと考えます。 

○また、シェアドアクセス方式及びシングルスター方式

の加入光ファイバ接続料の予測にあたっては、メタ

ル設備など他の機能との費用・資産の配賦に係る計

○ 予測接続料については、考え方２の

とおり、次期算定期間に向けて、必要

に応じ、検討することが適当と考えま

すが、意見で指摘の点については、 

・ 第二種指定設備において生じてい

たものとは異なる原価管理・予見性

に関する問題があるとの指摘と承知

しており、今後の検討に当たって

は、指摘のあった観点を踏まえて予

見性の確保に関する検討を進めて

いくことが適当と考えます。 

・ また、予測対象機能数に係る指摘

については、指摘も踏まえて、ＮＴＴ

東日本・西日本において課題と考

無 
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下、「ＮＴＴ東日本殿」といいます。）及び西日本電信

電話株式会社殿（以下、「ＮＴＴ西日本殿」といいま

す。）（以下、あわせて「ＮＴＴ東西殿」といいます。）

においても毎年度3年度分の適用単金・予測単金を

提示すべきと考えます。  

○ この点について、令和5年将来原価認可申請の意

見募集において、総務省殿からは、第二種指定設

備において生じていたような原価管理・予見性に関

する問題は生じていないこと、技術の進展等の環境

の変化については、第二種指定設備と異なると考え

られること、第二種指定設備とは接続料の算定方

法、アンバンドル機能の数等が異なるため、算定に

係る作業負担についても、第二種指定設備と異なる

と考えられることに留意すべきとの考え方が示されて

いますが、以下の観点から第二種指定設備の接続

料の予見性確保の取組を加入光ファイバにおいても

採用すべきと考えます。   

・ 複数年度の接続料申請がなされる前年において

は、将来分の接続料の予測情報がなく、予見性が

確保されていないこと。値下げ傾向が継続してい

る場合は事業影響が少ない一方、直近は単金が

上昇に転じていることから接続事業者のコスト管理

が困難で事業影響が大きく、原価管理・予見性の

課題が生じること 

・ 現状複数年度の接続料申請時においては、将来

3年度分の単金を予測し申請しているため、第二

種指定設備と算定方法が異なることのみを理由に

毎年度翌3年度分の単金を予測できないわけでは

ないこと。また、シェアドアクセス、シングルスター

の予測単金のみであれば、アンバンドル機能数が

第二種指定設備の場合と大きく異なるとは考えら

れないこと 

算や予測が必要となることから、第一種指定設備に

おける将来予測については第二種指定設備とは算

定の条件・作業負担が大きく異なると考えます。 

○ なお、加入光ファイバ接続料に係る情報開示につ

いては、接続事業者様の予見性を高める観点から、

当社の自主的な取組みとして、２０２０年度実績の把

握時より乖離額調整に係る実績収入と実績費用の

乖離の状況について、毎年度１０月末の実績原価接

続料の再計算報告時にあわせて開示してきたところ

です。加えて、接続料に大きく影響する要因が発生

した場合は、必要に応じて可能な限り情報開示を行

う考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 左記意見のとおり、加入光ファイバの接続料は、将

来原価方式により、複数年度分の接続料が申請され

ていますが、次期算定期間の接続料は、前期算定

期間の最終年度において認可申請されるまでの間、

接続事業者はその接続料水準を知ることができず、

十分な予見性が確保されているとは言えない状況で

す。 

○ 接続事業者における予見可能性を確保する観点

から、NTT東・西においては、加入光ファイバの接続

料について毎年度3年度分の適用単金・予測単金を

提示することを要望いたします。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ 各社からも提出されている、予見性向上の観点か

ら東日本電信電話株式会社殿及び西日本電信電

話株式会社殿においても毎年度3年度分の接続料

を提示すべきとの意見に賛同致します。 

○ 加入光ファイバの接続料については申請時に将来

原価方式により算定された3年度分の料金が提示さ

える点を適切に説明し、その上で検

討を進めていくことが適当と考えま

す。 

○ また、意見の後段については、ＮＴＴ

東日本・西日本において実施している

情報開示の取組等により予見可能性

が確保されることが重要と考えます。 

 その上で、災害特別損失を計上す

る場合において、３条許可を受けて接

続料原価に算入するときについては、

総務省から 

・ 接続会計の公表の際に、その設備

区分別の内訳についても公表する

こと 

・ 接続事業者に対し、災害特別損失

が各機能の接続料原価に及ぼす

影響に係る情報を、接続料改定に

係る接続約款の変更認可申請より

可能な限り早い時期に公表すること 

について検討することとの要請（※）が

されているところであり、令和６年能登

半島地震に際して生じた費用等につ

いて３条許可を予定する場合もこれに

よることが必要と考えます。 

※ 「実際原価方式に基づく平成26年度の接続

料の改定等に関して講ずるべき措置について

（要請）」（平成26年３月31日総基料第58号）記

２ 
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○ また、実績原価接続料、将来原価接続料双方にお

いて、接続料の変動に大きく影響する施策を実施す

る場合や接続料に大きく影響する要因(需要の大幅

減少・災害等による指定設備管理運営費の上昇等)

を把握した場合などには、認可申請に関する接続事

業者への説明会のタイミングを待たずに、その主要

因と次年度以降の単金への影響等、接続料の予見

に資する情報を接続事業者に開示すべきと考えま

す。特に令和６年能登半島地震の発生に伴い単金

への影響が予測されるため、その影響時期や規模

に関しては可能な限り早期に情報を開示すべきと考

えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

れているものの、当該申請料が適用されている間は

次期算定期間の予測接続料が開示されないため、

この期間は接続事業者においては接続料の予見が

困難な状況にあります。直近のトレンドに反して接続

料が大幅に変動する場合においても接続事業者に

よる予見可能性を十分に確保できるよう、将来3年度

分の予測接続料を毎年度提示いただくことを要望致

します。 

（楽天モバイル株式会社） 

○ （再意見２のとおり。） 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

意見４ 

● 令和６年度の接続料は下がる見込みであったのに上

昇し、接続事業者に甚大な影響がある。 

● 接続事業者は複数年度の申請額を基に事業計画を

立てており、接続料が申請額と異なるトレンドで変動す

る場合、計画自体の見直しを余儀なくされ、特に新規・

後発事業者にとっては、新規参入やエリア拡大を見合

わせる可能性もあり、市場全体にも悪影響が及ぶ。 

● 道路占用料改定・利息の上昇は数年前の環境変化

の結果。当初申請時点で乖離額調整に基づく上昇が

予想できている場合は、申請に盛り込むべき。 

● 接続事業者は令和７年度の接続料水準を予見できな

い。予見性を確保して競争を活性化するため、第二種

指定設備のデータ接続料と同様に、３か年分の接続料

を毎年度開示することが適当。 

再意見４ 

■ 予見性の確保等に関する意見（再意見２と同旨）。道

路占用料の改定、利息の上昇等の費用の細目の変動

が接続料原価に与える影響を会計年度単位で具体的

に予測することは、可能な限り早期に申請する観点も

踏まえると対応が困難。申請時点で把握・予測可能な

変動要素等を踏まえて一定の合理的な予測に基づき

設定しており、今後も同様に対応する。 

■ 原価・需要の実績は変化するため、予測の段階から

全ての要素を織り込むことは困難。構造上、予測との

乖離が不可避であり、応分負担の原則に基づき、乖離

額調整を織り込む申請を行った。 

● 予測接続料に関する賛同意見（３者）。 

考え方４ 

 

○ 令和５年度の接続料の改定において将来原価方

式により算定され申請・認可された令和６年度の接

続料は、令和５年度の接続料より下がる見込みであ

ったにもかかわらず、今般の３条許可に基づく乖離

○ （再意見２のとおり。） 

（再掲：ご指摘の道路占用料の改定や利息の上昇とい

った費用の細目の変動が接続料原価に与える影響

を会計年度単位で具体的に予測することは、可能な

○ 将来原価方式に基づく接続料は、

費用・需要の実績値に基づき、「合理

的な将来の予測に基づき算定するも

の」とされているところ、今次算定期間

無 
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額調整の結果、令和６年度の接続料は上昇すること

となり、接続事業者にとっては甚大な影響があると認

識しています。 

○ 具体的には、接続事業者はＮＴＴ東西殿が認可申

請を行った複数年度の接続料申請額をもとに事業

計画を立てており、今回のように接続料のトレンドが

事前の申請額と異なるトレンドで変動をする場合、計

画自体を見直すことを余儀なくされ、特に新規事業

者や後発事業者にとっては、予定していた新規参入

や事業エリアの拡大計画を見合わせる可能性もあ

り、市場全体にも悪影響が及ぶことが考えられます。 

○ また、令和６年度の接続料の改定の理由である道

路占用料の改定や利息の上昇自体は、数年前の環

境変化に対する結果であり、複数年度の認可申請

時点で乖離額調整に基づく上昇が予想できている

場合は、認可する金額に盛り込むべきと考えます。 

○ さらに、現時点で、令和７年度の接続料は、令和５

年度に申請された金額から変動する可能性が高いと

推察しますが、接続事業者側では結果を予想するこ

とはできません。 

○ このようなことから、接続料の予見性を確保して競

争を活性化するため、モバイルの接続料と同様に、

ＮＴＴ東西殿におかれては、３か年分の接続料を毎

年度開示していただくことが適当と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

限り早期の申請を実現するという観点も踏まえると対

応が難しいものです。当社としては、申請時点で把

握・予測可能な変動要素等を踏まえ一定の合理的

な予測に基づき料金を設定しており、今後も同様の

対応をしていく考えです。 

なお、原価・需要の実績は、今後のサービス・技

術動向や経済情勢、消費動向、接続事業者様の営

業戦略等により変化するため、予測の段階からすべ

ての要素を織り込むことは困難であり、構造上、予測

との乖離が不可避であると考えます。そのため、設備

を利用する接続事業者様に当年度の原価を応分に

ご負担いただくという接続料の原則に基づき、加入

光ファイバの接続料は当年度の実績原価を把握し

た段階で実績収入と実績原価との差額を補正する

ために、３条許可申請に基づき乖離額調整を織り込

む申請を行ったものです。） 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ （再意見３のとおり。） 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ （再意見２のとおり。） 

（ソフトバンク株式会社） 

○ （再意見２のとおり。） 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

の当初申請において用いられた算定

方法は、原価については令和３年度

会計実績に基づき、需要について

は、申請時点までの状況を基に算定

されており、認可することが適当と考え

たものです。 

○ ここで、申請時点で予測結果を左右

しうる個別の要素が判明していた場

合、これを加味して予測を行うことは、

予測の精緻化に資する効果があると

認められるものの、どの要素を加味す

るかについて申請者の恣意が入り込

む余地があることも否定できません。 

○ ＮＴＴ東日本・西日本においては、

今後の将来原価方式に基づく申請に

当たって、十分精緻な予測を行うこと

を前提としつつ、どのような要素を加

味して予測を行うかについて合理的

に検討し、算定根拠等で予測方法を

明らかにすることで、接続事業者の予

見性を確保することが適当と考えま

す。 

○ なお、予測接続料については考え

方２のとおりですが、意見中、令和７年

度の接続料水準については、本年10

月にＮＴＴ東日本・西日本が行う開示

により水準を予見することが可能と考

えます。 

意見５ 

● ＮＴＴ東日本・西日本が10月末に開示する事項は、接

続事業者の予見性を高める上で非常に有益な情報。

加入光ファイバの重要性が高まっていることから、加

入光ファイバに係る情報開示を充実させ、予見可能性

再意見５ 

■ 予見性の確保等に関する意見（再意見２と同旨）。加

入光ファイバについては、接続事業者の予見性を高め

る観点から、自主的な取組として実績収入費用間差額

及び接続料算定上の各種比率の速報値を10月末に開

考え方５ 
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の向上に努めることが重要。 

● 分岐端末回線接続料、光屋内配線加算額及び残置

回線維持負担額について追加の開示を希望。 

● 開示対象の追加により開示時期の遅延等が懸念さ

れる場合は、接続事業者の意見を聴取し、重要性の低

い事項の開示時期の後ろ倒しや開示対象からの除外

等、見直すことも考えられる。 

● 追加の情報開示に係る同旨意見（１者）。 

示しており、今後も同様に対応する考え。 

■ 今後も接続事業者の予見性確保に向けた情報開示

に努める。意見があった事項についても可能な限り毎

年度10月末に自主的な取組として開示する考え。 

■ 接続事業者にとって重要性が低い開示情報について

は、対象外とすることも含めて検討していく。 

● 追加の情報開示に関する賛同意見（２者）。 

＜接続事業者の予見可能性の向上＞ 

○ 次年度予測単金の開示範囲見直し 

○ NTT東・西殿による取組みとして毎年度10月末頃

に開示いただいている「接続料算定の基礎となる機

能ごとの原価や稼働回線数等に係る情報」（以下、

「予測接続料」）は、接続事業者の予見性を高める上

で非常に有益な情報となっています。 

○ 現在、予測接続料は、ドライカッパやメタル専用

線、回線管理運営費、接続専用線、中継ダークファ

イバ、加入光ファイバ（光信号端末回線、光信号主

端末回線）等について、情報開示いただいておりま

すが、前述（事務局注）のとおり、加入光ファイバの重要

性が近年益々高まっていることから、加入光ファイバ

に係る情報開示を充実させ、接続事業者の予見可

能性の向上に努めることが重要であると考えます。 

○ 具体的には、光信号分岐端末回線や光屋内配線

加算額、残置回線の維持負担額について、追加で

情報開示いただくことを希望します。 

○ なお、開示対象を増やすことで、開示時期の遅延

等が懸念される場合には、必要に応じて接続事業者

の意見を聴取し、重要性の低い予測接続料につい

て開示時期の後ろ倒しや開示対象外にする等、適

宜見直すことも考えられます。 
（事務局注：KDDI意見１） 

○ （再意見２のとおり。） 

（再掲：加入光ファイバ接続料に係る情報開示につい

ては、接続事業者様の予見性を高める観点から、当

社の自主的な取組みとして、２０２０年度実績の把握

時より乖離額調整に係る実績収入と実績費用の乖

離の状況について、毎年度１０月末の実績原価接続

料の再計算報告時にあわせて開示してきたところで

す。加えて、主な接続料に係る原価、需要、資本コ

スト算出に係る各種比率等の速報値についても、翌

年度接続料の認可申請に先立ち、再計算報告時に

情報の事前開示を行っており、今後も引き続き同様

の対応を行う考えです。今後の情報開示の見直し等

についても、接続事業者様のご意見を伺いながら検

討し、引き続き、接続事業者様の予見性確保に向け

た情報開示に努める考えであり、光信号分岐端末回

線や光屋内配線加算額、残置回線の維持負担額に

ついてもいただいたご意見を踏まえ、可能な限り毎

年度１０月末に、当社の自主的な取り組みとして、開

示する考えです。また、接続事業者様にとって重要

性が低いと考えられる開示情報については、対象外

とすることも含めて扱いを検討してまいります。） 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 左記意見のとおり、NTT東・西が開示している「接

○ 意見中で指摘のあった情報につい

ては、ＮＴＴ東日本・西日本におい

て、再計算報告に用いた数値を可能

な限り毎年度10月末に開示する考え

が示されており、接続事業者の予見

性を高めるために講じられた方策とし

て評価できるものです。総務省におい

ては、この取組を注視することが適当

と考えます。 

○ なお、これまで毎年度10月末に開示

されている情報は、いずれも再計算報

告に用いている値であり、開示に際し

て固有の算定作業が生じているもの

ではないと考えますが、開示の意義が

失われた情報の開示を継続するのは

不合理であると考えられ、今後、接続

事業者の意見を踏まえ、ＮＴＴ東日

本・西日本において、既存の対応の

整理・追加的な対応の要否について

検討することが適当と考えます。 

 

無 
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（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ 現在、将来原価である加入光ファイバ接続料につ

いての乖離額について、前年度の実績が確定した

段階で事業者への予想値の開示を行って頂いてお

りますが、接続料の予見性を確保して競争を活性化

するためには、実績原価である分岐端末回線の接

続料のほか、光屋内配線加算額や残置回線の維持

負担額についても、中継ダークファイバ等と同様に

算定期間中、適時に開示していただくことが適当と

考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

続料算定の基礎となる機能ごとの原価や稼働回線

数等に係る情報」については、接続事業者の予見性

を高める上で非常に有益な情報となっております。 

○ 加入光ファイバの重要性が近年益々高まっている

ことから、光信号分岐端末回線や光屋内配線加算

額、残置回線の維持負担額について、追加で情報

開示いただくことを希望します。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ ＫＤＤＩ殿の意見に賛同します。接続料の予見可能

性を向上するため、次年度予測単金に関し、光信号

分岐端末回線、光屋内配線加算額、残置回線の維

持負担額や工事費について追加で情報開示いただ

くことを希望します。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

意見６ 

● 令和５年度の接続料では、令和４年度の接続料が特

異的に低廉な水準であることを理由に、激変緩和措置

が適用されなかったと認識。しかし、接続事業者への

影響に鑑みれば、令和６年度の接続料の上昇では激

変緩和措置を適用すべき。「加入光ファイバに係る接

続制度の在り方について」（以下「平成27年答申」とい

う。）を踏まえて改めて検討し、総務省から要請するこ

とが適当。 

再意見６ 

■ 令和５年度以降の加入光ファイバ接続料は、コロ

ナ禍等の影響を受ける以前の水準に戻ったもので

あり、激変緩和措置を適用していない。 

■ 今次算定期間では、乖離額を３年間で平準化して

算入することで接続料水準を平準化している。 

■ 更に各年度の乖離額調整でも追加的な激変緩和措

置を講じると、光の需要の一巡等により将来の接続料

の大きな低廉化が見込めない中、調整額の繰延べを

行うこととなり、繰延べ先の年度で接続料水準が上昇

する。この点、昨年度改定時に当審議会の考え方も示

されている。 

考え方６ 

 

○ 令和５年度の接続料の急激な上昇については、令

和４年度の適用接続料が新型コロナウイルス感染症

の拡大等による報酬の減少等を反映した乖離額調

整の結果として特異的に低廉な水準となっているこ

とを理由として、激変緩和措置が適用されなかったと

認識しています。しかしながら、接続事業者への影

○ 令和４年度までの加入光ファイバ接続料がコロナ

禍による自己資本利益率の低下等に伴う乖離額調

整の結果として、一芯あたりコスト（乖離額調整前の

接続料）の実態を大きく下回る水準にまで低下して

きたところ、令和５年度以降の加入光ファイバ接続料

については、それらの影響を受ける以前の水準にま

○ 今次算定期間においては、算定期

間中の接続料水準を安定化し、接続

事業者の事業の予見性を確保するた

め、３条許可（※１）を受けて、前算定

期間中の乖離額を３年間で平準化す

る措置がとられています。これに加え

無 
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響に鑑みれば、令和６年度の申請接続料の上昇に

ついては、過去の算定期間に設けられていた激変

緩和措置（接続約款附則において、接続料水準が

前年度と比較して上昇する場合に、希望する事業者

が当該年度の接続料を前年度と同水準以下とする

措置の適用が受けられるとする規定）を適用するべ

きものであり、「加入光ファイバに係る接続制度の在

り方について」（平成28年９月14日情報通信審議会

答申）を踏まえ、激変緩和措置の適用について改め

て検討いただき、総務省殿から要請いただくことが

適当であると考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

で戻ったものであったことから、令和５年度以降の加

入光ファイバ接続料の申請にあたっては激変緩和

措置を適用しておりません。 

○ その際、本算定期間（令和５年度から令和７年度）

での接続料設定においては、接続料水準を安定化

させ、接続事業者様の事業の予見性を確保するた

めに、前算定期間中の乖離額を３年間で平準化す

る措置をとっているところです。 

○ これに加え、各年度の乖離額調整においても追加

的な激変緩和措置を講じると、光需要の一巡等によ

り、従来のように将来の接続料の大きな低廉化が見

込めない中で、調整額の繰延べを行うこととなり、繰

延べ先の年度において接続料水準が上昇することと

なります。この点については、令和５年度以降の加

入光ファイバ接続料の申請において「これに加え、

追加的な激変緩和措置を講じることは、加入光ファ

イバに係る実際のコストと接続料単金が著しく乖離

する結果となり、自己設置や卸電気通信役務による

提供形態との適切なバランスを欠く結果にもつなが

るため、慎重な議論が必要」との情報通信行政・郵

政行政審議会の考え方も示されているところです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

て追加的な激変緩和措置を講じること

は、昨年度改定時の当審議会の考え

方（※２）のとおり、加入光ファイバに

係る実際のコストと接続料単金が著し

く乖離する結果となり、自己設置や卸

電気通信役務による提供形態との適

切なバランスを欠く結果にもつながる

ため、慎重な議論が必要と考えます。 

※１ 令和５年７月31日総基料第161号 

※２ 「東日本電信電話株式会社及び西日本電

信電話株式会社の第一種指定電気通信設備

に関する接続約款の変更案（将来原価方式に

基づく令和５年度の接続料の改定等）」に対す

る答申（情郵審議第31号）考え方20 

意見７ 

● 主端末回線接続料は芯線単位で設定されており、接

続事業者にとっては収容率を高めることが競争力を高

めるために不可欠。 

● 主端末回線１芯線を共用できる潜在的な利用者数は

光配線区画により制限されているため、平成27年答申

のとおり、公正競争を確保する観点から、光配線区画

の統合を進めることは必須。 

● 既存の光配線区画の統合・分割の取組の注視に係

る議論はここ数年行われておらず、公表資料からは見

直しが進んでいるとは言い難い。既存の光配線区画の

再意見７ 

■ 当社は河川・鉄道等の地理的条件や電柱・ケーブル

の敷設状況を踏まえ、創設コスト・保守運用コスト・カ

バー世帯数を考慮し、最も経済的・効率的となる範囲

を光配線区画として設定。収容率の向上については、

これまでも隣接する光配線区画の統合と求めに応じた

光配線区画に係る情報提供の取組を進めており、今

後も継続的に取り組んでいく。 

■ 高度無線環境整備推進事業等により拡大した新規エ

リアでは、需要密度が疎のため区画内の加入電話等

回線数が少ない傾向はあるが、既存エリアでは、光配

考え方７ 
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統合と新たなエリアでの光配線区画の新設を分け、検

討・開示を進めるべき。 

● 接続事業者向け光配線区画については、分岐端末

回線接続料及び光信号分岐端末回線設置等工事費が

高額であり、接続事業者がシステム開発費を個別負担

する必要もある。接続事業者が現実的に利用可能な

仕組ではなく、利用実績もないことから、見直しが必

須。 

線区画統合の取組により区画内の加入電話等回線数

が増加。こうした情報等は、毎年総務省に報告。 

■ 接続事業者向けの光配線区画は、従来の光配線区

画に比べてカバー範囲が広くなり、収容率向上にもつ

ながる。一方で、より長い分岐端末回線が必要となる

ため、当該区画を利用する場合の分岐端末回線のコ

ストが高額となること及びシステム開発に一定の費用

負担が発生することは適切。接続事業者の具体的な

要望等があれば、協議等を実施する考え。 

○ シェアドアクセスの主端末回線に設定される接続

料は、主端末回線１芯線ごとに料金が発生します。

接続事業者にとって、１芯線の主端末回線に収容す

る契約者が１人であっても、８人であっても、契約者

数に関わらず同額の負担が必要です。このため、特

に収容率が低い状態から市場参入する後発事業者

にとっては、光配線区画における収容率を向上させ

ることがFTTH市場における競争力を高めるために

不可欠です。 

○ 主端末回線１芯線を共用することのできる潜在的

な利用者数は光配線区画により制限されていること

から、「加入光ファイバに係る接続制度の在り方につ

いて」（平成27年９月14日情報通信審議会答申）に

おいて、「ＮＴＴ東西が既存の光配線区画の見直し

や接続事業者向け光配線区画の新設等の取組を進

めることは、（中略）他事業者が借りる加入光ファイバ

回線の収容率を高めやすくなるという意味で、競争

阻害要因の解消に向けた本質的な対応と位置付け

られるものである。」と指摘されており、公正競争を確

保する観点から、光配線区画の統合を進めていただ

くことは必須と考えます。 

○ 既存の光配線区画の統合・分割の取組の実施状

況を注視することが適当であるとされていますが、総

務省研究会等においてその後の議論はここ数年行

○ 当社は、河川や鉄道といった地理的条件や当社の

電柱・ケーブルの敷設状況を踏まえ、創設コスト（設

備投資）、保守運用コスト（施設保全費）、カバー世

帯数を考慮し、最も経済的・効率的となる範囲を光

配線区画として設定をしていますが、接続事業者の

ご意見を踏まえ、以下の通り、収容率の向上に資す

る取組みを進めてきたところであり、今後も継続的に

取り組んでいく考えです。 

・ 既存ユーザがいないカバー範囲が小さな光配線

区画の統合や光ケーブルの支障移転やユーザが

いなくなったタイミング等を捉えた隣接する光配線

区画の統合を進めること 

・ 接続事業者様の求めに応じて光配線区画に係る

情報の提供を行うこと 

○ また、高度無線環境整備推進事業等により拡大し

た新規エリアにおいては、需要密度が疎のため光配

線区画における加入電話等回線数が少ない傾向は

あるものの、既存エリアにおいては、光配線区画統

合の取り組みにより光配線区画あたりの加入電話等

回線数が増加しています。こうした光配線区画の見

直しに係る情報等については、毎年総務省に報告

を実施しているところです。 

○ なお、接続事業者様向けの光配線区画について

は、従来の光配線区画に比べてカバー範囲が広く

○ 意見において指摘されているとお

り、シェアドアクセス方式の加入光ファ

イバでは、主端末回線１芯線ごとに接

続料が設定されており、接続事業者

は、コストを抑制し、競争力を向上させ

る観点から、主端末回線を共用できる

契約者数を増加させ、利用者当たりの

接続料相当額を引き下げることが事

業戦略上決定的に重要です。 

○ ＮＴＴ東日本・西日本においては、

意見中で指摘されている平成27年答

申の考え方も踏まえ、当該取組を継

続するとともに、総務省においてはそ

の実施状況を注視し、競争阻害要因

の解消の観点から必要と認められる

場合には、追加的な対応を検討する

ことが適当と考えます。 

 

（光配線区画に係る報告） 

○ ＮＴＴ東日本・西日本の再意見のと

おり、既存の光配線区画の統合は引

き続き進行している状況と承知してい

ますが、ＮＴＴ東日本・西日本におい

ては、報告資料から進捗が明らかにな

無 
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われておらず、毎年の接続料認可申請時にＮＴＴ東

西殿より総務省殿に進捗が報告されている資料から

は光配線区画の見直しが進んでいるとは言い難い

状況です。光配線区画の見直しに当たっては、既存

の光配線区画の統合と新たなエリアでの光配線区

画の新設を分け、実施の検討及び状況の開示を進

めるべきと考えます。 

○ 既存の光配線区画とは別に「カバー世帯の少ない

光配線区画を２つ程度統合」する「接続事業者向け

光配線区画」については、ＮＴＴ東西殿から示された

本格導入時の接続料を踏まえると、既存の配線区画

と比べて分岐端末回線接続料及び光信号分岐端末

回線設置等工事費が高額となっており、さらに、接

続事業者がシステム開発費を個別負担する必要が

あることから、接続事業者が現実的に利用可能な仕

組みとなっておらず、利用実績もないことから、見直

しが必須であると考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

なり、接続事業者様が利用する加入光ファイバ回線

の収容率向上にもつながるものである一方で、より長

い分岐端末回線が必要となることから、接続事業者

様が「接続事業者様向け光配線区画」を利用する場

合の分岐端末回線のコストは既存の光配線区画を

利用する場合のコストに比べ高額となること及びシス

テム開発に一定の費用負担が発生することは適切

であると考えますが、接続事業者様の具体的な要望

等があれば、協議等を実施させていただく考えで

す。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

らないような事情がある場合には、そ

の事情を明らかにするなど、引き続き

取組状況等について十分に説明する

ことが適当と考えます。 

○ 仮に、この取組を継続して進めること

ができなくなった場合、その時点での

状況を捉えて、競争阻害要因が解消

されたと言えるのかについて、総務省

等において精査する必要が生じると

考えます。 

 

（接続事業者向け光配線区画） 

○ 接続事業者向け光配線区画につい

ては、平成27年答申においても、意見

のような事情を捉えて「その実現は困

難を伴うものと考えられる」との認識が

示されていますが、合わせて、「競争

阻害要因の解消に向けた本質的な対

応」のひとつと整理されているもので

す。 

○ 接続事業者が同区画を円滑に利用

できるようにするため、まずは関係事

業者において協議を進めることが適

当と考えます。その際、総務省におい

ては、ＮＴＴ東日本・西日本が示すコ

スト・利用条件等が円滑な接続の実現

の観点から適切かどうかについて、接

続事業者の意見も踏まえて注視する

ことが適当と考えます。 

意見８ 

● 乖離額調整が例外的措置ながら慣例的に毎年継続

して行われているが、この際、基本原則に立ち返る

か、仮に今後も存置する場合であっても、その厳格な

再意見８ 

■ 将来原価方式は一定の予測に基づく算定方式。

予測の段階から全ての要素を織り込むことは困難

であり、構造上、予測との乖離は不可避。そのた

考え方８ 
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運用のための基準を設けるべき。 

● 例えば、自己資本について恒常的に上限値が採用さ

れていることは妥当とは考えにくいところ、算出された

報酬額の枠内でコストを吸収出来ない分のみ乖離額

調整を採用する方策もある。 

め、応分負担の原則に基づき、３条許可申請に基づ

く乖離額調整を認めていただいている。 

■ 仮に、乖離額を縮小させるために適切な資本コスト

の回収が認められないと、設備投資のインセンティブ

は阻害され、設備投資の停滞や、利用者への高品質・

迅速なサービス提供の妨げにもなる。加えて、自己設

置事業者の競争環境を歪めるため、乖離額の縮小を

目的に適正な資本コストの回収を認めない対応は採る

べきではない。 

● 賛同意見（１者）。省令の規定を適切に運用し、採用

する値が合理的であることの検証が必要。 

● 自己資本利益率の包括的見直しの必要性に関する

意見（再意見17と同旨）。 

○ 加入光ファイバ接続料の算定においては将来原

価方式を採ることとされており、原則として実績値に

基づく乖離額調整は認められていないものの、第一

種指定電気通信設備接続料規則（平成12年郵政省

令第64号）第３条ただし書の規定に基づき例外的に

許可されているものと認識しております。 

○ 一方、これを根拠に乖離額調整が例外的措置なが

ら慣例的に毎年継続して行われているところ、この

際、本来想定されている将来原価方式のみとする基

本原則に立ち返るか、仮に乖離額調整を例外的措

置として今後も存置する場合であっても、その厳格

な運用のための基準を設けるべきではないかと考え

ます。 

○ 例えば、自己資本比率について、第一種指定電気

通信設備接続料規則第12条第３項では「期待自己

資本利益率の過去三年間（リスク（略）の低い金融商

品の平均金利が、主要企業平均自己資本利益率に

比して高い年度を除く。）の低い金融商品の平均金

利の平均値又は主要企業の平均自己資本利益率

○ 将来原価方式は、一定の予測に基づく算定方式

であり、原価・需要の実績は、今後のサービス・技術

動向や経済情勢、消費動向、接続事業者様の営業

戦略等により変化するため、予測の段階からすべて

の要素を織り込むことは困難であり、構造上、予測と

の乖離が不可避であると考えます。そのため、設備

を利用する接続事業者様に当年度の原価を応分に

ご負担いただくという接続料の原則に基づき、加入

光ファイバの接続料は当年度の実績原価を把握し

た段階で実績収入と実績原価との差額を補正する

ために、３条許可申請に基づき「乖離額調整」を認め

ていただいているものです。 

○ 仮に乖離額を縮小させるために適切な資本コスト

の回収が認められない場合、設備投資のインセンテ

ィブは阻害され、将来の設備基盤構築に向けた設備

投資の停滞や、お客様への高品質、かつ迅速なサ

ービス提供の妨げにもなると考えます。加えて、当社

と設備ベースでの競争を展開している自己設置事業

者との競争環境を歪めることになるものと考えます。

○ ３条許可については「慣例的に」

実施すべきものではなく、申請の都

度、「特別な理由」があるかどうか慎重

に判断されるべきものです。したがっ

て、その手続の性質上、画一的な「基

準」を設けることは適切ではないと考

えられますが、加入光ファイバ接続料

における乖離額調整については、加

入光ファイバ接続料の算定に関する

検討に係る「第一次答申」（※）以降の

議論を踏まえて、次の諸点等を考慮し

て、これが認められてきているものと承

知しています。 

① 一定程度の積極的な需要見積も

りを行なっていること 

② 複数年度の将来原価方式により

算定を行なっていること 

③ ①②により、予測と実績の乖離が

外的要因により生じる可能性がある

無 
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の過去五年間の平均値のいずれか低い方を上限と

した合理的な値とする」と規定されていますが、実際

には当該上限の値が恒常的に採用されています。こ

うした事態は当該規定の趣旨に鑑みれば妥当とは

考えにくいところ、算出された報酬額の枠内でコスト

を吸収出来ない分についてのみ乖離額調整を採用

する方策もあると考えます。 

（楽天モバイル株式会社） 

このように、乖離額の縮小を目的に適正な資本コスト

の回収を認めないといった対応は採るべきではない

と考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 楽天モバイル様の「自己資本利益率について、上

限の値が恒常的に採用されている。こうした事態は

当該規程の趣旨にかんがみれば妥当とは考えにく

い」とのご意見に賛同致します。 

○ 接続料規則の規定「いずれか低い方を上限とした

合理的な値とする」を適正に運用していただき、採用

する値が合理的であることの検証することが必要で

あると考えております。 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

○ （再意見17のとおり。） 

（ソフトバンク株式会社） 

ところ、その場合の費用収入間差

額を申請者のみに負担させることは

適当ではないこと 

④ 調整方法について、予見可能性

に一定の配慮が加えられていること 

○ 今後、次期算定期間の加入光ファイ

バ接続料の算定方法等について検討

する際には、将来原価方式を採用す

る際の乖離額の取扱いについても、

必要に応じ、整理することが適当と考

えます。 

○ なお、アルテリア・ネットワークス再意

見の後段については、総務省におい

て、認可に際して適切に審査すること

が適当と考えます。 

※ 「東日本電信電話株式会社及び西日本電信

電話株式会社の第一種指定電気通信設備に

関する接続約款の変更の認可（平成23年度以

降の加入光ファイバに係る接続料の改定）」に

対する答申（平成23年３月29日情郵審32号 

意見９ 

● 加入光ファイバ接続料と卸料金の動向について、総

務省において注視することを要望。 

再意見９ 

 

考え方９ 

 

○ 今後のシェアドアクセス方式の接続料の上昇傾向

を踏まえて、加入光ファイバ接続料と光コラボレーシ

ョン卸料金の動向について総務省殿において注視

していただくことを要望します。 

（中部テレコミュニケーション株式会社） 

- ○ 平成27年答申が指摘するとおり、

FTTHアクセスサービス市場における

競争を促進する観点からは、市場に

おける競争の前提として、自己設置、

接続、卸電気通信役務による提供形

態の中から、電気通信事業者が自ら

の資金や事業戦略に応じた選択を合

理的に行うことができる環境が整備さ

れていることが必要であり、これらのバ

ランスが適切に保たれることにより市

無 
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場全体の需要増につながることが重

要です。 

○ 総務省においては、今後もこの考え

方を踏まえて接続料、卸料金を注視

することが適当と考えます。 

（２）原価の適正性 

意見10 

● 光信号端末系伝送路の指定設備管理運営費は上昇

傾向。加入光ファイバの需要の増加に伴うコストの増

加も想定されるため、ＮＴＴ東日本・西日本においては

更なる効率化・費用削減努力を実施いただきたい。 

● 引き続き継続的なコスト削減・設備効率化による接続

料の低廉化の実施を要望。確実・継続的に実施いただ

くため、費用削減等の取組に係る総務省への報告内

容を引き続き公表し、総務省において、確実な実施の

検証を行うことを要望。 

● 同旨意見（１者）。 

● コスト効率化・削減の取組は、令和２～４年度で同程

度の実績を達成しており、更なる効率化の余地があ

る。光ファイバの需要が鈍化したのであれば、それに

見合った効率化を行うべき。 

再意見10 

■ 効率化に関する意見（再意見１と同旨）。労務費・原

材料費等の高騰によりコストは増加傾向にあるが、

企業における当然の経営努力として、引き続きコス

ト効率化に取り組む。加入光ファイバは、需要の鈍

化の中で、回線の廃止に係る対応が増える一方、

開通も一定規模では引き続きあるため、無派遣工

事の促進・残置回線の再利用・引込線転用等の取

組も進めている。 

■ 加入光ファイバに係る効率化の取組・効果は、今後

も総務省に説明する。 

● 賛同意見（４者）。 

 

考え方10 

 

○ 令和5年将来原価認可申請時に用いられた算定

根拠資料における端末系伝送路（光信号の伝送に

係るもの）の指定設備管理運営費に着目すると、令

和５年度の指定設備管理運営費と比べ、令和6年

度、7年度の予測はＮＴＴ東西殿ともに上昇傾向とな

っています。 

○ 今次算定期間（令和５年度から令和７年度まで）に

ついても、将来原価方式に基づく令和５年度の接続

○ （再意見１のとおり。） 

（再掲：昨今の労務費や原材料費等の高騰により、加

入光ファイバの接続料原価を含めた各種コストは増

加傾向にありますが、株主やステークホルダーの負

託に応える企業における当然の経営努力として、引

き続きコストの効率化に取り組む考えであり、加入光

ファイバについては、需要が鈍化する中で、回線の

廃止対応稼働が増える一方、開通も一定規模では

○ ＮＴＴ東日本・西日本においては、

引き続き、費用削減・効率化に努める

ことが適当と考えます。 

○ また、ＮＴＴ東日本・西日本において

は、当審議会の議論を踏まえた総務

省の要請（※）の趣旨を踏まえ、コスト

効率化・削減の進展等の状況変化を

踏まえつつ、必要に応じて、新たな効

無 
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料の改定等に際し、費用や投資の効率化の実施内

容及び効果の報告を求める趣旨の要請が出ており

ますが、加入光ファイバは今後も需要が増加し、そ

れに伴いコストが増加することも想定されるため、ＮＴ

Ｔ東西殿においては指定設備管理運営費の低減に

向けた更なる効率化・費用削減努力を実施いただき

たいと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

○ コスト削減対応の継続 

○ 継続的なコスト削減・設備効率化による接続料の

低廉化について、引き続き、NTT東・西殿において

実施いただくよう要望いたします。 

○ 上記の対応をNTT東・西殿に確実かつ継続して実

行いただくため、費用削減等の取組みの内容・効果

等について、NTT東・西殿から総務省殿に報告（※）

することとなっておりますが、当該報告内容について

は引き続き公表いただくとともに、総務省殿におい

て、設備投資の効率化・費用削減が確実に実施され

ているか、検証されることを要望いたします。 
（※）総務省殿からNTT東・西殿に対し、令和5年度から令和7年度ま

での費用や投資の効率化の実施内容、効果等について、各年度

の会計実績が取りまとまる年度（以下、「各報告年度」）において、

遅くとも各報告年度の次年度の接続約款の変更認可申請を行うま

でに報告することを要請。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ 継続的なコスト削減による接続料の低廉化につい

て、NTT東殿・NTT西殿において、コスト削減・設備

効率化の対応を引き続き実施いただくよう要望いた

します。 

○ 総務省殿からの要請に基づき、NTT東殿・NTT西

殿においては2023年度から2025年度までの費用や

投資の効率化の実施内容、効果等の実績について

引き続きあることから、無派遣工事の促進や残置回

線の再利用、引込線の転用等による効率化に向け

た取組みも進めているところです。 

加入光ファイバの接続料原価に係る効率化の取

組みとその効果については、今後も認可申請のプロ

セスにて総務省への説明を実施する考えです。） 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 左記意見のとおり、NTT東・西においては、接続料

の低廉化に向けて引き続き費用削減・設備効率化

の対応を実施いただき、総務省において、その取組

み内容を公表いただくとともに、設備投資の効果・費

用削減が確実に実施されているか検証されることを

要望いたします。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿、中部テレコミュニケーシ

ョン殿の意見に賛同します。これまで低廉化してきた

接続料が上昇に転じることで、低廉で多様なサービ

ス提供につながる公正競争が阻害されることが懸念

されるため、ＮＴＴ東西殿には継続的な効率化・費用

削減に取り組んでいただくことを要望します。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

○ コスト削減・設備効率化の継続実施を求めるKDDI

殿、SNC殿及びctc殿の意見に賛同します。ＮＴＴ東

西殿においてはより一層の効率化を進めていくこと

に加え、令和５年度将来原価認可申請時の将来予

測によれば、設備管理運営費は令和5年度から令和

7年度でＮＴＴ東日本殿は+31億円（令和5年度比で

+2.7%）、ＮＴＴ西日本殿は＋33億円（令和5年度比で

+3.1%）と上昇することが見込まれる状況にあることを

踏まえれば、KDDI殿の『総務省殿において、設備投

資の効率化・費用削減が確実に実施されているか、

率化の取組を検討することが望ましい

と考えます。 

○ なお、加入光ファイバの需要とコスト

効率化の関係については、ＮＴＴ東日

本・西日本において、要請に基づく報

告時に、総務省に対し、適切に説明

することが適当と考えます。ＮＴＴ東日

本・西日本の再意見で説明されてい

る点については、総務省において、審

査等の参考とすることが適当と考えま

す。 

※ 「将来原価方式に基づく令和５年度の接続料

の改定等に関して講ずべき措置について（要

請）」（令和５年７月31日総基料第162号）記２ 
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報告がなされますが、今後も同様の報告を継続し、

適切な費用削減・効率化が実施されているかを検証

する必要があると考えます。 

（中部テレコミュニケーション株式会社） 

○ 令和６年度の申請接続料における主端末回線接

続料の上昇について、ＮＴＴ東西殿のコスト効率化・

削減の取組の実績は、ＮＴＴ東西殿の努力により、

令和２年度から令和４年度まで同程度の金額を達成

して頂いている事からも、さらなる効率化の余地があ

ると考えます。ＮＴＴ東西殿からは「光ファイバ需要が

一巡した」と説明されていますが、光ファイバの需要

が鈍化したのであれば、それに見合った効率化を行

うべきと考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

検証されることを要望』との意見の通り、総務省殿に

おいて、ＮＴＴ東西殿の取組状況を確認、検証いた

だくことを要望します。 

（ソフトバンク株式会社） 

○ KDDDI様、中部テレコミュニケーション様及びソニ

ーネットワークコミュニケーションズ様の「継続的なコス

ト削減・設備効率化による接続料の低廉化」に関する

ご意見に賛同致します。 

○ NTT東西殿による設備投資の効率化や費用削減

を継続的に実施の上、引き続き公表いただき、総務

省殿においてもその内容について検証していただく

必要があると考えております。 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

意見11 

● 減価償却費の削減は光ファイバの耐用年数見直しに

よるものであり、コスト効率化に含めず別で考えること

が適当。 

再意見11 

■ 光ファイバの耐用年数見直しは加入光ファイバに係

る接続料原価の低減に寄与するため、その影響額

は、費用削減等に係る取組として総務省に報告。 

考え方11 

 

○ コスト効率化について、減価償却費の削減は光フ

ァイバの耐用年数見直しによるものであり、その削減

効果はコスト効率化に含めず別で考えることが適当

です。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

○ 光ファイバケーブルの耐用年数見直しは、結果とし

て加入光ファイバに係る接続料原価の低減に寄与

するものであることから、その影響額について、企業

努力による更なる効率化・費用削減と併せて費用削

減等に係る取組みとして、総務省に報告しているとこ

ろです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 耐用年数の見直しについては、接

続会計及び加入光ファイバ接続料の

一層の適正化を実現するものであり、

当審議会としてもこれを評価している

ものです。 

○ 一方、耐用年数の見直しは、原則的

に償却額の総額を変更するものでは

なく、総務省においてコスト効率化の

取組を注視するに当たっては、その

側面に留意することが適当と考えま

す。 

無 

意見12 

● 電柱の耐用年数については、メタル回線のコストの

在り方に関する検討会（以下「メタル検」という。）以降、

再意見12 

■ 耐用年数の見直しは、接続料の低廉化ではなく、

財務会計の観点から実施するものであり、今後も必

考え方12 
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見直しは実施されていない。 

● 光屋内配線の耐用年数も10年のまま見直されていな

い。 

● ＮＴＴ東日本・西日本において、改めて設備の利用実

態を検証し、令和７年度の接続料の改定等に係る接続

約款変更認可申請時に結果を公表し、耐用年数と乖

離が発生しているものがあれば、見直しを反映した接

続料を申請する必要。 

● また、将来原価方式に基づく令和５年度の接続料の

改定等の考え方を踏まえ、接続料原価となる主な設備

の耐用年数について、一覧性のある形で明らかにする

ことを改めて要望。 

● ＮＴＴ東日本・西日本は、光ファイバ・電柱の利用実態

について検証・公表し、利用実態に即した耐用年数を

算定に反映する必要。 

要に応じて見直す考え。見直す際には固定資産デ

ータを用いた推計のほか、総合的な検討が必要。 

■ 耐用年数の見直しに係る詳細なデータは当社の

経営情報に当たり、基本的に一般公表できないが、

一般公表可能な内容は可能な限り公表する考えで

あり、原価に占める割合が大きい主要な設備の耐

用年数一覧も接続事業者向けに開示した。 

■ 電柱については、直近も経過年数別取得価額の割

合に大きな変化はなく、大半の資産の経過年数が28

年を下回っている。メタル検当時から状況変化はない

ため、現時点で耐用年数を見直す考えはない。 

■ 光屋内配線の平均的な使用期間についても、平成21

年の推計・設定から、直ちに見直す理由となる技術・環

境の変化等は無いことから、見直す考えはない。 

● 賛同意見（４者）。 

● 意見 13 ソフトバンク意見と同旨。 

● 光ファイバについてメタル回線と、電柱について電力

事業者の電柱と同等とすること等の適正化を図ること

が合理的。 

○ 設備の耐用年数見直しについて 

○ 光ファイバの耐用年数については、令和5年度接

続料改定時に見直しが行われ、架空光ファイバが25

年、地下光ファイバが30年に延伸されておりますが、

光ファイバ以外の設備の耐用年数についても、令和

5年度答申考え方６にて、 

・ 設備の利用実態を適正に反映したものであること

が重要であり、そのために、今後も適時適切に見

直していく必要がある 

・ 電柱等、法定耐用年数と同じ年数が適用されて

いる設備の耐用年数については、「電気通信事業

における会計制度の在り方に関する研究会」にお

いて、事業会計・接続会計上の「減価償却費につ

○ 耐用年数の見直しは、接続料の低廉化を目的とし

て実施するものではなく、外部の監査法人の承認を

得た上で公正妥当な会計基準に照らし適正な決算

を行うという財務会計の観点から実施するものであ

り、今後も必要に応じて見直しを行う考えです。 

○ また、見直しを行う場合には、固定資産データを用

いた推計結果に加え、「材質・構造・用途・使用上の

環境」、「技術の革新」、「経済的事情の変化による

陳腐化の危険の程度」の観点も含めた総合的な検

討が必要となります。 

○ 耐用年数の見直しに係る詳細なデータ等は、当社

が財務の適正性を確保するためのノウハウとして経

営情報にあたることから、基本的に一般公表できるも

○ 光ファイバ以外の設備の耐用年数

については、意見で言及されている

当審議会の考え方のとおり、設備の利

用実態を適正に把握したものであるこ

とが重要であり、そのために、今後も

適時適切に見直していく必要がありま

す。 

○ この点、電柱の耐用年数について

は、総務省においてＮＴＴ東日本・西

日本から説明を受け、 

・ 電柱資産の現状（取得年度別固定

資産価額等） 

・ 平成28年度に行われた償却方法

無 
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いては、経済的耐用年数により算定することを基

本とすることが適当」とされていることを踏まえつ

つ、その決定の根拠をNTT東日本・西日本におい

て総務省に対し適切に説明することが適当 

との考えが示されております。 

○ 電柱の耐用年数（28年※残存価格5％までの到達

年数）については、「メタル回線のコストの在り方に関

する検討会」（第5回。平成25年5月21日）において、

NTT東・西殿より「当該設備の使用実態等を踏まえ

検討した結果、実際の経過年数について大半が28

年を下回っていることから、現時点、耐用年数を見

直す必要はないと判断」との報告（※）がなされてお

りますが、その後現在に至るまで、見直しは実施され

ておりません。また、光屋内配線の耐用年数も10年

のまま見直されておりません。NTT東・西殿において

改めて設備の利用実態を検証し、令和7年度適用接

続料の認可申請時にその検証結果を公表いただい

たうえで、設備の耐用年数と利用実態との間で乖離

が発生しているものがあれば、耐用年数の見直しを

反映した接続料を認可申請いただく必要があると考

えます。 

○ また、令和5年度答申考え方６では、あわせて、 

・ 接続料原価となる主な設備の耐用年数につい

て、一覧性のある形で明らかにされれば、接続料

の算定の透明性確保に資するものと考えられ、

NTT東日本・西日本においてその可否について

検討することが適当 

との考えが示されていることから、接続料原価となる

主な設備の耐用年数について、一覧性のある形で

明らかにしていただきたく、あらためて要望いたしま

す。 
（※）同検討会 資料5-1「メタル回線に係る設備における耐用年数の

検討結果」https://www.soumu.go.jp/main_content/000226030.pdf 

のではないと考えますが、一般公表可能な内容につ

いては可能な限り公表する考えであり、接続料原価

に占める割合の大きい主要な設備の耐用年数一覧

についても、今般接続事業者様向けホームページ

において開示を行ったところです。接続料の適正性

確保に向けた情報開示については、接続料を負担

する接続事業者様における予見性向上に資するよ

う、引き続き透明性確保に努めていく考えです。 

○ なお、電柱については、直近の2022 年度末にお

いても経過年数別取得固定資産価額の割合に大き

な変化はなく、大半の資産の経過年数が28年を下

回っている状況であり、「メタル回線のコストの在り方

に関する検討会」（第5回 平成25年5月21日）の当

時から状況の変化はないことから、現時点で耐用年

数の見直しを実施する考えはありません。 

○ また、光屋内配線の平均的な使用期間について

は、平成２１年当時の直近データを用いて推計した

結果をもとに１０年と設定したものであり、現時点、そ

れを直ちに見直す理由となる技術・環境の変化等は

無いことから、現時点で平均的な使用期間の見直し

を実施する考えはありません。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 左記意見のとおり、電柱等の耐用年数について

は、「経済的耐用年数により算定することを基本とす

ることが適当」とされていることを踏まえ、法定耐用年

数を採用している設備に関しては、その決定の根拠

を NTT 東・西において総務省に対し適切に説明

することが適当と考えます。 

○ また、長期間見直しがされていない、電柱、光屋内

配線等は、NTT 東・西において改めて設備の利用

実態を検証し、設備の耐用年数と利用実態との間で

乖離が発生しているものがあれば、耐用年数の見直

の定額法への変更時に行った増減

法による耐用年数の検証結果 

・ 管理対象コンクリート柱（※）の建替

えの状況 

について聴取したものの、これらの情

報のみでは、利用実態を適切に反映

した耐用年数となっているか必ずしも

明らかにならなかったとのことです。 

○ 総務省においては、事業会計・接続

会計の適正性確保の観点から、電柱

の利用実態等について、ＮＴＴ東日

本・西日本に関連データ・見解を求め

ることが適当であり、それらの点につ

いて総務省に報告するよう、総務省か

らＮＴＴ東日本・西日本に要請すること

が適当と考えます。（要請） 

○ なお、この報告に係る情報について

は、総務省において、接続約款変更

認可プロセス等の際に、非公表とする

ことに合理的な理由がある場合を除

き、一般公表することが適当と考えま

す。 

○ ＫＤＤＩ意見の中段で指摘されている

光屋内配線については、耐用年数が

10年とされているものではなく、光屋

内配線加算料の算定に当たり、「平均

的な使用期間」を10年としているもの

であり、その算定経緯についてはＮＴ

Ｔ東日本・西日本の再意見で言及さ

れているとおりです。 

○ この見直しの要否については、設定

当時と比較して架空光ファイバの経済

的耐用年数との差が大きくなっている
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（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ 接続料の適正性確保の観点から、NTT東殿・NTT

西殿において、光ファイバケーブルや電柱の設備の

利用実態の検証及び結果を公表していただいたうえ

で、適時適切に設備の利用実態に即した耐用年数

を算定に反映する必要があると考えます。 

（中部テレコミュニケーション株式会社） 

しを反映した接続料を認可申請いただく必要がある

と考えます。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿、中部テレコミュニケーシ

ョン殿の意見に賛同します。光ファイバケーブルに

加え、電柱など光ファイバケーブル以外の設備につ

いても、利用実態を適切に反映した耐用年数を適用

することが重要と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

○  光ファイバ以外の設備の耐用年数について、

KDDI殿、ctc殿の意見の通り、また、令和５年度将来

原価認可申請における総務省殿の考え方にあるよう

に、接続料原価となる主な設備の耐用年数につい

て、一覧性のある形で明らかにしたうえで、各設備の

耐用年数の適正性を確認し、現状の利用実態等を

踏まえ、各設備の耐用年数の見直しを検討すべきと

考えます。 

○ また、令和５年度将来原価認可申請において総務

省殿からは『電柱等、法定耐用年数と同じ年数が適

用されている設備の耐用年数については、「電気通

信事業における会計制度の在り方に関する研究会」

において、事業会計・接続会計上の「減価償却費に

ついては、経済的耐用年数により算定することを基

本とすることが適当」とされていることを踏まえつつ、

その決定の根拠をＮＴＴ東日本・西日本において総

務省に対し適切に説明することが適当』との考え方

が示されているため、法定耐用年数を採用している

設備に関しては、その採用根拠を説明すべきと考え

ます。 

○ 特に「メタル回線のコストの在り方に関する検討会」

（第5回。平成25年5月21日）以降耐用年数の変更が

点も踏まえ、考え方32で言及する事

業者間協議の結果も踏まえつつ検討

することが適当と考えます。 

○ ＫＤＤＩ意見の後段で指摘されている

耐用年数の開示については、ＮＴＴ東

日本・西日本の再意見中の開示内容

を関係事業者において確認すること

が適当と考えます。 

※ ＮＴＴ東日本・西日本が保有する電柱のうち、

内部に雨水等の影響で腐食が進みやすい鉄

筋を用いた電柱。ＮＴＴ東日本では令和４年

度、ＮＴＴ西日本では平成29年度に建替が困

難な電柱を除き建替が完了。 
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なされていない電柱に関しては、SNC殿の『電柱の

耐用年数について、電力業界の配電柱などの考え

方も鑑みたうえで、実態調査を行い適切な耐用年数

の考え方について検討し、適正化することが適当』と

の意見がありますが、電柱を利用する送配電設備に

おける鉄筋・コンクリート柱は減価償却資産の耐用

年数等に関する省令において法定耐用年数42年と

されており、国税庁の耐用年数の適用等に関する取

扱通達では鉄柱・コンクリート柱の耐用年数は50年*

とされていることを踏まえれば、少なくともこれらの耐

用年数と同等程度まで延伸すべきと考えます。 
* 国税庁 耐用年数の適用等に関する取扱通達の付表 

https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/sonota/700525/fu
hyou/04.htm  

（ソフトバンク株式会社） 

○ KDDI様、ソフトバンク様、中部テレコミュニケーショ 

ン様およびソニーネットワークコミュニケーションズ様

の「設備の耐用年数」に関するご意見に賛同致しま

す。 

○ 光ファイバの耐用年数をメタル回線と同等とするこ

と、電柱の耐用年数を電力事業者と同等すること

等、すでに同等の設備で採用されている値を採用し

適正化を図ることが合理的であると考えております。 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

意見13 

● 昨年度改定時の当審議会の考え方のとおり、ＮＴＴ東

日本・西日本より、光ケーブル以外の主な設備の耐用

年数を一覧性のある形で開示した上で、耐用年数の適

正性を確認し、利用実態等を踏まえて見直しを検討す

べき。法定耐用年数を採用している設備に関しては、

その根拠を説明すべき。 

● 電柱の耐用年数は、メタル検で議論がされて以降、

約10年間見直しが実施されていない。少なくとも、国税

再意見13 

■ 耐用年数等に関する意見（再意見12と同旨）。 

■ 国税庁の省令でも電力事業用と電気通信事業用の

ものは区別されている。電力事業と電気通信事業では

事業・競争環境の違いが大きく、陳腐化の危険の程度

も異なっているため、当社市内線路設備の耐用年数を

送配電設備と同等程度にすることは適当ではない。 

● 賛同意見（４者）。 

考え方13 
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庁の省令における他産業の電柱の耐用年数と同等程

度まで延伸すべき。 

● 電柱土木費では、メタル回線が減少し、光ファイバに

配賦される比率が大きくなることが予想されるため、電

柱の耐用年数について、電力業界の配電柱等の考え

方も鑑みて、実態調査を行い適切な耐用年数の考え

方について検討し、適正化することが適当。 

● メタル回線の未利用率を開示し適切に取り扱うこと、

メタル固有のコストは控除すること等も検討すべき。 

● 電柱・土木費の配賦方法はメタル検報告書で合理

性が認められており、公平性は担保されている。 

● 未利用芯線は自己設置事業者にとってコスト全体

の抑制と高品質なサービスの提供に不可欠な資産

であり、コストは適切に回収される必要。電柱・土木

コストの按分で、その割合が考慮される性質のもの

ではない。 

○ 令和5年将来原価認可申請意見募集において、総

務省殿から「接続料原価となる主な設備の耐用年数

について、一覧性のある形で明らかにされれば、接

続料の算定の透明性の確保に資するものと考えら

れ、ＮＴＴ東日本・西日本においてその可否につい

て検討することが適当」との考え方が示されているた

め、ＮＴＴ東西殿より光ケーブル以外の主な設備の

耐用年数を一覧性のある形で開示した上で、各設

備の耐用年数の適正性を確認し、現状の利用実態

等を踏まえ、各設備の耐用年数の見直しを検討す

べきと考えます。 

○ また、令和5年将来原価認可申請意見募集におい

て総務省殿からは『電柱等、法定耐用年数と同じ年

数が適用されている設備の耐用年数については、

「電気通信事業における会計制度の在り方に関する

研究会」において、事業会計・接続会計上の「減価

償却費については、経済的耐用年数により算定する

ことを基本とすることが適当」とされていることを踏ま

えつつ、その決定の根拠をＮＴＴ東日本・西日本に

おいて総務省に対し適切に説明することが適当』と

の考え方が示されているため、法定耐用年数を採用

している設備に関しては、その根拠を説明すべきと

考えます。 

○ 耐用年数の見直しは、接続料の低廉化を目的とし

て実施するものではなく、外部の監査法人の承認を

得た上で公正妥当な会計基準に照らし適正な決算

を行うという財務会計の観点から実施するものであ

り、今後も必要に応じて見直しを行う考えです。 

○ また、見直しを行う場合には、固定資産データを用

いた推計結果に加え、「材質・構造・用途・使用上の

環境」、「技術の革新」、「経済的事情の変化による

陳腐化の危険の程度」の観点も含めた総合的な検

討が必要となります。 

○ 耐用年数の見直しに係る詳細なデータ等は、当社

が財務の適正性を確保するためのノウハウとして経

営情報にあたることから、基本的に一般公表できるも

のではないと考えますが、一般公表可能な内容につ

いては可能な限り公表する考えであり、接続料原価

に占める割合の大きい主要な設備の耐用年数一覧

についても、今般接続事業者様向けホームページ

において開示を行ったところです。接続料の適正性

確保に向けた情報開示については、接続料を負担

する接続事業者様における予見性向上に資するよ

う、引き続き透明性確保に努めていく考えです。 

○ なお、国税庁が公表している耐用年数表において

も「発電用又は送配電用のもの」と「電気通信事業用

のもの」とが区別され、耐用年数も異なっていること

○ 光ファイバ以外の耐用年数等に関

する意見については考え方12のとおり

です。 

○ なお、電柱の耐用年数に関してソフ

トバンク意見の後段で指摘されている

送配電事業における耐用年数との差

異については、考え方12を踏まえた

検討において、どのような要因から差

異が生じているか等の観点から、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本において、総務省に

対し適切に説明することが適当と考え

ます。 

○ また、ソニーネットワークコミュニケー

ションズ意見のうち、「未利用の割合」

及び「メタル固有のコスト」に関する意

見については、現在の電柱・土木設

備に関する費用の配賦は、メタル検で

の議論を踏まえ、光サービス・メタルサ

ービスの契約者数を用いて行われて

いるところ、この算定方法を変更する

ことの効果・コスト等を踏まえて、必要

に応じ、総務省及びＮＴＴ東日本・西

日本において検討することが適当と考

えます。 

無 
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○ なお、電柱の耐用年数（28 年※残存価格 5％ま

での到達年数）は、「メタル回線のコストの在り方に関

する検討会（第 5 回）」（2013 年 5月 21 日）で議

論がされて以降、約10年間見直しが実施されており

ません。 

○ 電柱を利用する他産業の耐用年数として、送配電

設備における鉄筋・コンクリート柱は減価償却資産の

耐用年数等に関する省令において法定耐用年数42

年とされており、国税庁の耐用年数の適用等に関す

る取扱通達では鉄柱・コンクリート柱の耐用年数は

50年*とされているため、少なくともこれらの耐用年数

と同等程度まで延伸すべきと考えます。 
* 国税庁 耐用年数の適用等に関する取扱通達の付表 

https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/sonota/700525/fuhyo

u/04.htm  

（ソフトバンク株式会社） 

○ 令和６年度の申請接続料における主端末回線接

続料の上昇について、そのうち設備管理運営費の

算定に含まれる電柱土木費については、メタル回線

が減少することから光回線とメタル回線の配賦比率

は光の按分が大きくなっていくことが予想されるた

め、電柱の耐用年数について、電力業界の配電柱

などの考え方も鑑みたうえで、実態調査を行い適切

な耐用年数の考え方について検討し、適正化するこ

とが適当です。加えて、メタル回線の未利用の割合

を開示し適切に取り扱うこと、メタル固有のコストは光

のコストから控除することなどについても検討すべき

と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

に加え、電力事業と電気通信事業では事業環境・競

争環境の違いが大きく、陳腐化の危険の程度も異な

っていることから、当社市内線路設備の耐用年数を

送配電設備と同等程度にすることは適当ではないと

考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本（ソフトバンク株式会社意見に関

し）） 

○ 耐用年数の見直しは、接続料の低廉化を目的とし

て実施するものではなく、外部の監査法人の承認を

得た上で公正妥当な会計基準に照らし適正な決算

を行うという財務会計の観点から実施するものであ

り、今後も必要に応じて見直しを行う考えです。 

○ また、見直しを行う場合には、固定資産データを用

いた推計結果に加え、「材質・構造・用途・使用上の

環境」、「技術の革新」、「経済的事情の変化による

陳腐化の危険の程度」の観点も含めた総合的な検

討が必要となります。 

○ メタル回線の芯線使用率については、毎年１０月

末の再計算報告時において情報の事前開示を行っ

ております。 

○ なお、メタル固有のコストとして把握したものについ

てはメタル回線接続料の原価として整理しており、加

入光ファイバの接続料原価には含まれておりませ

ん。なお、メタルと光で共用するコストについては、

接続会計整理手順書に記載の方法により適切に配

賦計算しておりますが、今後はご指摘の通り光への

配賦比率が大きくなっていくことが想定されるところ

です。 

（ＮＴＴ東日本・西日本（ソニーネットワークコミュニケー

ションズ株式会社意見に関し）） 

○ 電柱土木費については「メタル回線のコストの在り
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方について 報告書」（平成25年5月）の中で、メタル

回線と光ファイバ回線の共通的な費用として利用者

負担のバランスを取り、各利用者の多寡に応じて適

切に配賦されるよう、契約者数比で按分されることで

合理性が認められており、現行の算出方法におい

て、公平性が担保されていると考えます。  

○ また未利用芯線については、自己設置事業者にと

って、設備構築・運用コスト全体の抑制と高品質なサ

ービスの提供・維持を両立するために不可欠な資産

であり、そのコストは適切に回収される必要があると

考えます。これはメタル回線だけではなく光ファイバ

回線にも共通する観点であり、電柱土木費の按分に

おいて、その割合が考慮されるような性質のもので

はないと考えます。 

（株式会社オプテージ） 

○ （再意見12のとおり。） 

（KDDI株式会社） 

○ （再意見12のとおり。） 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

○ （再意見12のとおり。） 

（ソフトバンク株式会社） 

○ （再意見12のとおり。） 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

意見14 

● 光ファイバの耐用年数の見直しについて、各関数を

用いた推計結果は非公表となっており、接続事業者が

妥当性を確認できない。また、接続料の算定等に関す

る研究会（以下「接続研」という。）でも、７つの関数を基

にした考え方が妥当との結論には至っていない。 

● 非公表とする合理的な理由がない場合には、一般公

再意見14 

■ 耐用年数等に関する意見（再意見12と同旨）。 

■ 先般の光ファイバの耐用年数の見直しでは、固定

資産データを用いた推計結果以外の観点も含め総

合的に検討した結果として見直すこととしたが、メタ

ルケーブルと光ファイバでは、素材や接続部の構

造、設備の構築や運用に係る改善の取組み状況、

考え方14 
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表すべきであり、非公表の場合には非公表とする合理

的な理由を説明すべき。 

● メタルケーブルと光ファイバは、ケーブルの材質にお

いて最も劣化が早いと考えられる外皮（シース）で同じ

素材を使っており、敷設環境も同じ。光ファイバの耐用

年数の推計方法はメタルケーブルと同様の方法を採

用すべき。少なくともメタルケーブルと同様の耐用年数

まで延伸可能。 

● この点について、ＮＴＴ東日本・西日本は、メタル回線

と光ファイバの耐用年数の差分の要因について詳細

を説明すべき。 

需要動向や投資の状況、減損の実施有無等で状況

が異なり「同一条件の資産」とは認められないため、

同様に扱うことは適当ではない。 

● 賛同意見（１者）。 

○ 令和5年将来原価認可申請において、光ファイバ

に係る耐用年数については、推計に用いる７つの関

数をもとに架空光ファイバが25 年、地下光ファイバ

が 30 年にそれぞれ延伸されましたが、各関数を用

いた耐用年数の結果については非公表となってい

るため、接続事業者は試算結果及びその妥当性を

確認することができず、「接続料の算定に関する研

究会」第二次報告書においても、７つの関数を基に

した考え方が妥当であるとの結論には至っていませ

ん。 

○ 総務省殿からは「総務省においては、接続約款変

更認可プロセス等の際に、非公表とすることに合理

的な理由がある部分を除き、一般公表することが適

当」との考え方が示されているため、非公表とする合

理的な理由がない場合には、一般公表すべきであ

り、非公表の場合には非公表とする合理的な理由を

説明すべきと考えます。 

○ また、ケーブルの材質において最も劣化が早いと

考えられる外皮（シース）について光ファイバと同じ

素材を使うメタルケーブルでは、耐用年数は架空 

28 年、地下 36 年が適用されており、また敷設環

境も同じであることを考慮すると、少なくともメタルケ

○ 耐用年数の見直しは、接続料の低廉化を目的とし

て実施するものではなく、外部の監査法人の承認を

得た上で公正妥当な会計基準に照らし適正な決算

を行うという財務会計の観点から実施するものであ

り、今後も必要に応じて見直しを行う考えです。 

○ また、見直しを行う場合には、固定資産データを用

いた推計結果に加え、「材質・構造・用途・使用上の

環境」、「技術の革新」、「経済的事情の変化による

陳腐化の危険の程度」の観点も含めた総合的な検

討が必要となります。 

○ 耐用年数の見直しに係る詳細なデータ等は、当社

が財務の適正性を確保するためのノウハウとして経

営情報にあたることから、基本的に一般公表できるも

のではないと考えますが、一般公表可能な内容につ

いては可能な限り公表する考えであり、接続料原価

に占める割合の大きい主要な設備の耐用年数一覧

についても、今般接続事業者様向けホームページ

において開示を行ったところです。接続料の適正性

確保に向けた情報開示については、接続料を負担

する接続事業者様における予見性向上に資するよ

う、引き続き透明性確保に努めていく考えです。 

○ なお、令和 5年将来原価認可申請時における光

○ 光ファイバの耐用年数については、

当審議会の考え方（※１）を踏まえ、総

務省からＮＴＴ東日本・西日本に所要

の要請（※２）がなされているところで

あり、当該要請に基づく報告内容を踏

まえて検討することが適当と考えま

す。 

○ 報告の内容について、非公表とす

べき部分がある場合は、その必要性

について、総務省及びＮＴＴ東日本・

西日本は適切に説明することが適当

と考えます。 

○ なお、報告に当たっては、メタル回

線とどのような要因から耐用年数の差

異が生じているか等の観点から、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本において、総務省に

対し適切に説明することが適当と考え

ます。 

※１ 「東日本電信電話株式会社及び西日本電

信電話株式会社の第一種指定電気通信設備

に関する接続約款の変更案（将来原価方式に

基づく令和５年度の接続料の改定等）」に対す

無 
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ーブルと同様の耐用年数まで延伸可能であると考え

られるため、加入光ファイバの接続料においては、

出来る限り早期に耐用年数をメタルケーブルと同等

まで延伸した上で再算定すべきと考えます。 

○ この点について、総務省殿からは令和5年将来原

価認可申請意見募集において、「メタル回線と光フ

ァイバの耐用年数の差異については、どのような要

因から差異が生じているのかなどの観点から、ＮＴＴ

東日本・西日本において、総務省に対し適切に説明

することが適当」との考え方が示されているため、メタ

ル回線と光ファイバの耐用年数に差分があることの

要因について詳細を説明すべきと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

ファイバケーブルの耐用年数見直しについては、固

定資産データを用いた推計結果に加え、「材質・構

造・用途・使用上の環境」、「技術の革新」、「経済的

事情の変化による陳腐化の危険の程度」の観点も含

め総合的に検討した結果として、光ファイバケーブ

ルに係る耐用年数を見直すこととしたものですが、メ

タルケーブルと光ファイバケーブルでは「素材や接

続部等の構造」、「設備の構築や運用に係る改善の

取組み状況」、「需要動向や投資の状況、減損の実

施有無」等、耐用年数の検証に係る各観点における

状況が異なり、「同一条件の資産」とは認められない

ため、同様に扱うことは適当でないと考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ （再意見１２のとおり。） 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

る答申（情郵審議第31号）考え方４ 

※２ 「将来原価方式に基づく令和５年度の接続

料の改定等に関して講ずべき措置について（要

請）」（令和５年７月31日総基料第162号） 

（３）報酬の適正性 

意見15 

● 接続研の議論も踏まえた見直しにより、報酬の過度

な上昇は抑制されているが、自己資本比率・リスクフリ

ーレートの上昇に伴い報酬が増加。 

● 今後も景気動向や金融政策次第ではリスクフリーレ

ートの上昇等も想定され、報酬の見直しに伴う加入光

ファイバ接続料の更なる上昇を懸念。 

● 接続研等の場で、様々な視点から継続してβ値や自

己資本比率の見直し等を含めて報酬の在り方につい

て検討することを要望。 

● 令和８年度以降の次期算定に向けてより具体的な検

討を行う必要。 

再意見15 

■ 報酬は、設備の構築・維持・運営、役務・機能の安

定的提供のための資本コストであり、資金調達の実

態を反映して適正に織り込むべき。低廉化を目的に

見直しを検討すべきではない。 

■ 先般の申請での見直しは大幅な報酬率の増減を

抑制する効果を有する。 

■ 資本コストの算定方法は見直しを実施したばかり

であり、特段の状況変化等が認められない中、頻繁

に見直しの議論を行うことは、当社及び接続事業者

の予見性を損ねる。 

● 賛同意見（４者）。 

● β値、自己資本比率、自己資本利益率、エクイティ・

リスク・プレミアム等のそれぞれの要素について適時

考え方15 
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適切に見直すことが適当。 

● 自己資本比率については公益産業の料金算定で用

いられている数値より大きく、β値は実態を表すものと

して適正か不明。 

○ 今般の認可申請において、「接続料の算定等に関

する研究会」でのご議論結果を踏まえ、報酬の算定

のうち、自己資本利益率の算定方法について見直し

がなされ、報酬の過度な上昇は抑制されているもの

の、NTT西殿の自己資本比率増に伴う報酬の増加 

（7億円）やリスクフリーレート上昇に伴い報酬が増加

（NTT東殿：10億円、NTT西殿：7億円）しています。 

○ 今後も景気動向や金融政策次第ではリスクフリー

レートの上昇等も想定され、報酬の見直しに伴う加

入光ファイバ接続料の更なる上昇が懸念されます。 

○ そのため、「接続料の算定等に関する研究会」等の

場で継続してβ値や自己資本比率の見直し等を含

めて様々な視点から、報酬の在り方についてご検討

いただくことを要望いたします。 

○ また、前回答申において、「報酬額の動向が加入

光ファイバ接続料に大きな影響を与えることを踏まえ

ると、総務省においては、資本調達の実態を適切に

反映する観点から、今後も報酬率の推移について注

視するとともに、報酬額の算定方法について必要に

応じ見直しを検討していくことが適当と考えます。（※

考え方9）」との考えが示されていることから、2026年

度以降からの次期算定に向けてより具体的な検討を

行う必要があると考えます。 

（中部テレコミュニケーション株式会社） 

○ 接続料原価に見込んでいる報酬は、電気通信設

備を構築・維持・運営し、役務や機能を安定的に提

供するための資本コストであることから、資金調達の

実態を反映した会計実績に基づき適正に織り込まれ

るべきものであり、接続料の低廉化を目的に見直し

を検討するべきものではないと考えます。 

○ それに加えて、2023年度適用料金より採用したイ

ボットソン社のリスクプレミアムは報酬率の安定性を

高め、その大幅な増減を抑制する効果があり、今後

は大幅な報酬率の増減は起こらないものと考えま

す。 

○ また、資本コストの算定方法については、「接続料

の算定等に関する研究会」第七次報告書における

整理を踏まえて見直しを実施したばかりのものであ

り、特段の状況変化等が認められない中、頻繁に見

直しの議論を行うことは、当社及び接続事業者様の

予見性を損ねるものと考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 左記意見のとおり、加入光ファイバの接続料は、原

価に占める報酬額の割合が大きく、報酬額の動向に

よって接続事業者が受ける影響が大きいことから、

NTT 東・西の資本構成比率の見直しを含め、報酬

の在り方等について改めて議論する必要があると考

えます。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ 中部テレコミュニケーション殿、ソフトバンク殿、楽

天モバイル殿、ＫＤＤＩ殿の意見に賛同します。加入

○ 報酬額の動向が加入光ファイバ接

続料に大きな影響を与えることを踏ま

えると、総務省においては、資本調達

の実態を適切に反映する観点から、

今後も報酬率の推移について注視す

るとともに、必要に応じ見直しを検討

することが適当と考えます。 

無 
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光ファイバ接続料における報酬額の占める割合は高

く、また、経済の状況により変動するものであるため、

β値、自己資本比率、自己資本利益率、ERP（エク

イティ・リスク・プレミアム）など、報酬額の算定のそれ

ぞれの要素について、適時適切な見直しを行ってい

ただくことが適当と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

○ 中部テレコミュニケーション様、ソフトバンク様、ソニ

ーネットワークコミュニケーションズ様、楽天モバイル

様およびKDDI様の「報酬の在り方の見直し」に関す

るご意見に賛同致します。 

○ 接続料の原価に占める報酬の比率が高くなってい

ることから、以下の点を含めて報酬の在り方について

改めて見直しをすることが必要であると考えておりま

す。 

・ 自己資本比率：採用する値が他の公益産業の料

金算定において用いられている数値よりも大きい

こと 

・ CAPM的手法におけるβ値：実態を表すものとし

て適切かが不明なこと 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

○ （再意見18のとおり。） 

（ソフトバンク株式会社） 

意見16 

● モバイル事業の接続料算定に用いられるβより低い

値を採用すべき。また、以下の観点からは、ＮＴＴ持株

のβより低いβが妥当。 

・ 光ファイバ等のアクセスインフラ設備は一度敷設す

れば約30年間継続利用できるのに対し、モバイル

事業では10年周期で新たな規格に対応した基地局

を構築する必要があり、継続的に多額の投資が発

再意見16 

■ β値は接続研の考え方を踏まえて採用した。 

■ 当社が接続研で示したとおり、 

・ ブロードバンド市場で移動通信が固定通信を契

約数で大きく上回り、成長を継続している 

・ 固定通信の需要は一巡し、５Ｇやホームルータの

浸透等による需要の移行により、固定通信設備

の陳腐化リスクはこれまで以上に高まっている 

考え方16 
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生し、競争環境も激しいことから、モバイル事業は

固定通信事業より事業リスクが高い。 

・ モバイル事業においては、MNO間の競争だけで

なくMNOとMVNO間の競争があることや、利用者

料金の低廉化に向けた政策的な介入等、モバイ

ル市場における競争環境は極めて激しい状況で

あること 

・ 既に安定的な投資回収時期に入っており、また、今

次需要予測でも総芯線数の増加は継続しているこ

とから、投資回収におけるリスクは極めて低いと考

えられること 

・ 英国の事例を踏まえると、メタルや光をアクセス設

備として利用する各種サービスは我が国市場で広く

普及しているサービスであり、 NTT持株のβよりも

低いと考えられること 

といった状況から、固定通信のリスクは移動通信に

比べて非常に高い。また、諸外国の主要キャリアで

は事業の多角化が進んでおり、政治経済の情勢も

各国で異なってきていることを踏まえても、国内の固

定通信事業との違いは大きい。 

● 賛同意見（２者）。 

 

○ 自己資本利益率の算定で用いられるCAPM的手

法におけるβ値については、第71回研究会（令和5

年4月18日）で示された、少なくとも日本電信電話株

式会社殿（以下、「ＮＴＴ持株会社殿」という。）のβ

値を上回ることはないことを念頭に従来の0.6から

0.566に見直しが行われましたが、以下の通り、固定

通信事業におけるリスクは移動通信事業の事業リス

クよりも低いと考えられるため、少なくとも移動通信事

業の接続料算定に用いられるβ値よりも低い値を採

用すべきと考えます。 

・ 一般的に先行投資または固定費が占める割合が

高いと、より高い営業レバレッジが得られる一方、

事業リスクに晒される可能性も高くなると考えられ

ますが、固定通信事業における光ファイバ等のア

クセスインフラ設備は一度敷設すれば約 30 年間

継続利用ができるのに対し、モバイル事業は 10 

年周期で新たな規格に対応した基地局を再構築

○ β値については、「接続料の算定等に関する研究

会」第七次報告書において整理された通り、「ＮＴＴ

グループ全体のβ値（持株会社のβ値）を基礎とし

て検討すべき」、「少なくとも持株会社のβ値を上回

ることはないことを念頭に、直近の外的要因（新型コ

ロナウイルス感染症等）による影響を勘案しつつ直

近の値を基にβ値」を見直すべきとの考え方が示さ

れたことを踏まえて、「0.566」を採用したものです。 

○ なお、第70回研究会で当社が示した通り、以下の

状況から固定通信のリスクはモバイル通信に比べて

非常に高いと考えます。 

・ ブロードバンドサービス市場においては、モバイ

ル通信が固定通信を契約数で大きく上回り、成長

を継続。 

・  固定通信の需要はすでに一巡し、直近では

FTTHの純増数が大きく低下していることに加え、

今後は5G等の普及やホームルータの浸透等によ

り、更にモバイル通信への需要の移行が見込ま

○ β値については、昨年度改定時の

当審議会の考え方（※）のとおりであ

り、NTT持株のβからどのように第一

種指定設備のリスクを抽出すべきかに

ついて、新たな考え方が示された際に

は、必要に応じ、総務省において見

直しに関する検討を行うことが適当と

考えます。 

※ 「東日本電信電話株式会社及び西日本電信

電話株式会社の第一種指定電気通信設備に

関する接続約款の変更案（将来原価方式に基

づく令和５年度の接続料の改定等）」に対する

答申（情郵審議第31号）考え方８ 

無 
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する必要があり継続的に多額の投資が発生するこ

と 

・ モバイル事業においては、MNO間の競争だけで

なくMNOとMVNO間の競争があることや、利用者

料金の低廉化に向けた政策的な介入等、モバイ

ル市場における競争環境は極めて激しい状況で

あること 

・ FTTH サービスの契約数は 2023 年度第 2四

半期時点で 3,997万契約（うちＮＴＴ 東西殿の契

約数は約 2,358 万契約）*1 に上り、既に安定的

な投資回収時期に入っていること。また、今回の

将来原価の申請におけるＮＴＴ東西殿の需要予

測においても総芯線数の増加は継続していること

から、投資回収におけるリスクは極めて低いと考え

られること。 

・ 第70 回研究会（令和5年3月30日）の議論を踏ま

えた当社への追加質問及び回答の中でも記載し

たとおり、海外事例として、英国の  Office of 

Communications で は  British 

Telecommunications plc（以下、「BT 社」といいま

す。）のβについて、各サービスのリスクに応じた

設定をしていますが、市場に広く普及しているサ

ービス（Openreach)に関しては、需要リスク、営業

レバレッジの観点から、最も低いリスクに分類され

ています。VodafoneやTalkTalkなどの移動通信事

業者を含む英国通信プロバイダーはBT社のアク

セスインフラを利用してサービスを提供しているこ

とから、需要リスクを抱えているため、BT 社にお

ける最もリスクが低いOpenreachのβは英国通信

プロバイダーの適用βよりも低い値となり、また平

均的な欧州の通信事業者の適用βを上回る可能

性は低いことから、BT社全体のβ値やVodafone

やTalkTalk等の移動通信事業者のβよりも低い値

れ、固定通信設備が陳腐化するリスクはこれまで

以上に高まっています。 

○ また、諸外国の主要キャリアについては、モバイル

事業や上位レイヤー、放送も含めて、事業の多角化

が大きく進んでおり、政治経済の情勢も各国でかな

り異なってきていることを踏まえても、国内の固定通

信事業との違いは大きいと考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ （再意見15のとおり。） 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

○ （再意見15のとおり。） 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 
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としています*2。日本市場における、メタルや光を

アクセス設備として利用する各種サービス（後者は 

FTTH のみならずモバイルサービスを含む）は市

場に広く普及しているサービスであり、 BT 社に

おける最もリスクが低い分類（Openreach）に該当

すると考えられることからも、ＮＴＴ持株会社殿の 

β よりも低い値になると考えられること 

*1 総務省 電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期

データの公表（令和5年度第2四半期（12月末））の数字を参照 

*2 Office of Communications の以下文書を参照 

Promoting investment and competition in fibre networks: 

Wholesale Fixed Telecoms Market Review 2021-26 Annexes 1-26 

A21. Cost of capital for the relevant services 

（ソフトバンク株式会社） 

意見17 

● β値はＮＴＴの連結の値が適用されており、固定通信

事業のリスクを反映しておらず、また、他のインフラ企

業と比較して高い水準にあることから、他のインフラ企

業をベンチマークとしてβ値を再算定して精緻化すべ

き。 

再意見17 

■ β値は接続研の考え方を踏まえて採用した。 

■ 地域独占的な一般送配電事業・一般ガス導管事

業等のインフラ事業と、設備競争のある固定通信事

業では事業・競争環境の違いが大きく、β値のベン

チマークとすることは適切ではない。 

● 自己資本利益率の算定方法については、最適なβ

値の整理には至れていない。報酬の影響により今後も

接続料が上昇することが懸念され、当社及び他事業者

の意見を踏まえて自己資本利益率の在り方について

包括的に議論すべき。 

● 賛同意見（１者）。 

考え方17 

 

○ 令和６年度の申請接続料における主端末回線接

続料の上昇について、そのうち報酬の算定に用いら

れているβ値はＮＴＴ殿の連結の値が適用されてお

り、固定通信事業のリスクを反映していないこと、ま

た、他のインフラ企業（鉄道、電力、ガス）と比較して

高い水準にあることから、他のインフラ企業をベンチ

マークとしてβ値を再算定して精緻化するべきと考

○ β値については、「接続料の算定等に関する研究

会」第七次報告書において整理された通り、「ＮＴＴ

グループ全体のβ値（持株会社のβ値）を基礎とし

て検討すべき」、「少なくとも持株会社のβ値を上回

ることはないことを念頭に、直近の外的要因（新型コ

ロナウイルス感染症等）による影響を勘案しつつ直

近の値を基にβ値」を見直すべきとの考え方が示さ

○ β値については考え方16のとおりで

すが、「固定通信事業のリスクを反映

していない」点については、接続研に

おける議論では、「ＮＴＴ持株のβ値

からどのように第一種指定電気通信

設備の管理・運営に係る事業のリスク

を抽出すべきかについては、…直ち

無 
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えます。例えば、英国の託送電事業においては、英

国内外の電力、ガス、水道業界のインフラ企業をベ

ンチマークとして算出したβ値を採用しています。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

れたことを踏まえて、「0.566」を採用したものです。 

○ 地域独占的に運営している一般送配電事業や一

般ガス導管事業等のインフラ企業の事業と設備競争

のある固定電気通信事業とでは事業環境・競争環

境の違いが大きいことから、電力・ガス等のインフラ

企業のβ値を固定通信事業のβ値のベンチマーク

とすることは適切ではないと考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 加入光ファイバの接続料算定で用いられる自己資

本利益率の算定方法については、令和５年度将来

原価認可申請において、総務省殿から『接続研の議

論においては、ＮＴＴ持株のβからどのように第一種

指定設備の管理・運営に係る事業のリスクを抽出す

べきかについて直ちに結論を得ることはできないと

整理されたと承知していますが、この点について新

たな考え方が示された際には、必要に応じ、総務省

において見直しに関する検討を行うことが適当と考

えます。』との考え方が示されており、ＮＴＴ東西殿が

加入光ファイバの接続料算定に用いる最適なβ値

の整理には至れておりません。 

○ 令和５年度将来原価認可申請における接続料の

上昇の主要因は報酬の上昇であり、令和6年度の乖

離額調整による接続料加算要因の一つとして国債

利回りの上昇による自己資本利益率及び他人資本

利子率の上昇等の影響が挙げられており、今後も国

債利回りの上昇が続き、接続料がさらに上昇すること

が懸念される状況であるため、令和6年度認可申請

意見募集における当社提出意見やSNC殿、アルテリ

ア・ネットワークス株式会社殿（以下、「アルテリア殿」

といいます。）、楽天モバイル株式会社殿（以下、「楽

天モバイル殿」といいます。）による以下の意見も踏

まえ、自己資本利益率の在り方について包括的に

に結論を得ることはできず、少なくとも

ＮＴＴ持株のβ値を上回ることはない

ことを念頭に、…β値を見直したうえ

で、接続料の改定に係るプロセスを進

めることが適当」と整理されているもの

と承知しています。 

○ なお、諸外国の事例については、今

後、必要に応じて参考とすべきです

が、他産業の値を「ベンチマーク」とす

べきかどうかは、意見の内容からは必

ずしも明らかではなく、より具体的な検

討が必要なものと考えます。 
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議論をすべきと考えます。 

・ 報酬の算定に用いられているβ値はＮＴＴ殿の連

結の値が適用されており、固定通信事業のリスク

を反映していないこと、また、他のインフラ企業（鉄

道、電力、ガス）と比較して高い水準にあることか

ら、他のインフラ企業をベンチマークとしてβ値を

再算定して精緻化するべき（SNC殿意見） 

・  第一種指定電気通信設備接続料規則第12条

第3項の規定は、あくまでも上限値を定めることに

より適正範囲を定めているものであり、採用した値

が合理的であるとする根拠の説明を不要とするも

のではないこと（アルテリア殿意見） 

・  ERP（エクイティ・リスク・プレミアム）は過去の判例

においてERPの推定開始年度が論点となった際

には1952年起点のデータは異常値として退けられ

ているほか最高裁ではERPは5.5%が適当と判断さ

れた経緯があること、また、1952年からの推定結果

は異常値とする考え方がヒストリカル法による推定

の中でも一般的な考え方として認められていること

から、1955年を起点とするERP（1955年～2023年

の数値：7.6%程）を採用するべき（SNC殿意見） 

・ 乖離額調整が例外的措置ながら慣例的に毎年継

続して行われているところ、この際、本来想定され

ている将来原価方式のみとする基本原則に立ち

返るか、仮に乖離額調整を例外的措置として今後

も存置する場合であっても、その厳格な運用のた

めの基準を設けるべきであり、例えば、自己資本

利益率は第一種指定電気通信設備接続料規則

第12条第3項で規定される上限の値を恒常的に

採用されているため、算出された報酬額の枠内で

コストを吸収出来ない分についてのみ乖離額調整

を採用する方策もあること（楽天モバイル殿意見） 

（ソフトバンク株式会社） 
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○ （再意見15のとおり。） 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

意見18 

● 主要企業の自己資本利益率としてイボットソン社の

データを採用したことは、自己資本利益率の長期安定

性を高める上で一定の効果があったが、景気動向や

金融政策等によりリスクフリーレートは上昇傾向にある

ことから、今後、接続料が上昇することを懸念。 

● 加入光ファイバ接続料は、原価に占める報酬額の割

合が大きく、報酬額の動向によって接続事業者が受け

る影響が大きいことから、報酬の在り方等について改

めて議論する必要。 

● 例えば、ＮＴＴ東日本・西日本の資本構成比率に関し

ては、次のような論点・考え方等を想定。 

・ ＮＴＴ東日本・西日本の純資産はＮＴＴ持株の払込金

であり、負債もＮＴＴ持株の貸付であると想定。ＮＴＴ

東日本・西日本は、資金調達の大宗をNTT持株に依

存しており、当該資金の実質的な市場調達はNTT持

株を介して行われていると考えられることから、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本の報酬の算定に当たっては、ＮＴＴ

持株の資本調達コストを加味すべき。 

・ 具体的には、ＮＴＴ東日本・西日本がＮＴＴ持株の資

本調達コストを上回るコストで外部から資金調達す

ることはないと考えられることから、ＮＴＴ持株の資

本構成比率を上限として、報酬の算定を行うべき。 

● 他産業の料金算定で固定されている自己資本比率

に対し、ＮＴＴ東日本・西日本の自己資本比率は著しく

高水準。資本構成の最適化が図られていないと考えら

れるため、接続料算定上の自己資本比率の適正値・

在り方を議論すべき。 

● 自己資本比率が高止まりする要因として、接続料収

再意見18 

■ 自己資本比率は、資金調達の実態を踏まえた適

正な資本コスト回収のため、実績の採用が適当。 

■ 当社の自己資本比率は、電気通信役務の安定的

な提供のため負債の返済を進めた結果であり、接

続料算定の観点から資本調達方法を決定している

ものではない。 

■ ＮＴＴ持株の資本構成比を採用すべきとの意見に

ついては、その貸借対照表にはグループ各社の

様々な事業での資金調達の状況が反映されるた

め、固定通信の資金調達の実態を表すものではな

く、固定通信の接続料算定に採用すべきではない。 

● 賛同意見（４者）。 

● 報酬の影響で接続料の更なる上昇を懸念。ますます

加入光ファイバの重要性が高まる中、接続料の低廉化

に向け報酬の在り方等を議論する必要。 

● 意見３ソフトバンク意見と同旨。 

● 他人資本における資金調達額は、事業リスク等を勘

案して金融機関等が金額を決定。事業リスクが低い場

合には未返済リスクも小さく、より多くの借入が可能に

なる。接続研でのβ値に関する議論を踏まえれば、Ｎ

ＴＴ東日本・西日本の事業リスクはＮＴＴ持株以下と整

理されており、接続料算定に用いる自己資本比率はＮ

ＴＴ持株と同様以下を採用すべき。 

● 他事業者の考え方も含め、次期算定期間に向けて接

続研で自己資本比率の適正値・在り方を議論すべき。 

● ＮＴＴ東日本・西日本の自己資本比率は極めて高い

水準となっており、他の公共サービスを参考に、自己

資本比率に適正な固定値を定めることを検討すべき。 

考え方18 
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入の観点からは自己資本比率を高水準に維持するイ

ンセンティブが働くこと、ＮＴＴ東日本・西日本がＮＴＴ持

株の完全子会社であり、ＮＴＴ持株から資金調達をする

場合でも、その配当はＮＴＴグループ内での資金循環

でありキャッシュアウトがないこと等が考えられるた

め、自己資本比率の適正値及びその在り方の検討に

当たっては、これらの実態を踏まえて議論する必要。 

● 算定に用いる自己資本比率はＮＴＴ東日本・西日本

の実績値が実態に合っておらず、ＮＴＴ持株の資本構

成比を採用すべき。 

 

○ 報酬の算定方法見直しについて 

○ 令和5年度接続料改定以降、主要企業の自己資

本利益率の算定方法として、イボットソン社の長期投

資用のエクイティ・リスク・プレミアムを採用したこと

は、自己資本利益率の長期安定性を高める上で一

定の効果があったものと考えます。一方で、景気動

向や金融政策の状況等により、近年のリスクフリーレ

ート（10年ものの国債利回り）は上昇傾向にあること

から、今後、期待自己資本利益率の上昇の影響を

受けて、接続料が上昇することが懸念されます。 

○ 特に、加入光ファイバの接続料は、原価に占める

報酬額の割合が大きく、報酬額の動向によって接続

事業者が受ける影響が大きいことから、報酬の在り

方等について改めて議論する必要があると考えま

す。 

○ 例えば、NTT東・西殿の資本構成比率に関して

は、次のような論点・考え方等があると考えます。 

・ NTT東・西殿は、日本電信電話株式会社（以下、

「NTT持株」）殿の100%子会社（非上場企業）であ

り、NTT東・西殿の純資産（資本金・資本準備金）

はNTT持株殿の払込金であること。 

○ 自己資本比率については、資金調達の実態を踏

まえた適正な資本コスト回収のため、当該比率を乗

じる固定資産価額等と同様に実績を用いることが適

当と考えます。 

○ なお、当社の自己資本比率の水準については、電

気通信役務の安定的な提供のため、負債の返済を

進めてきた結果であり、接続料算定の観点から資本

調達方法を決定しているものではありません。 

○ ＮＴＴ持株会社の資本構成比を採用すべきというご

指摘については、ＮＴＴグループ各社は、モバイル

通信、システムインテグレーション、都市開発、電力

といった様々な事業を国内外で営んでおり、ＮＴＴ持

株会社の貸借対照表には、そのようなグループ各社

の様々な事業における資金調達の状況が反映され

ていることから、固定通信の資金調達の実態を表す

ものではなく、固定通信の接続料算定に採用すべき

ものではないと考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ KDDI殿、ctc殿、楽天モバイル殿の意見にある通

り、令和５年度将来原価認可申請における接続料上

昇の主要因は報酬の上昇であり、令和6年度の乖離

○ ＫＤＤＩ意見中、加入光ファイバ接続

料と報酬の関係については、考え方

15のとおりです。 

○ 実際費用方式における報酬につい

ては、申請者の能率的な経営の下に

おける資本調達の実態を適正に反映

する必要があると考えますが、意見で

指摘されている個々の論点も含め、今

後、次期算定期間の加入光ファイバ

接続料の検討に向けて、総務省及び

関係事業者において、必要に応じ見

直しを検討することが適当と考えま

す。 

○ なお、 

  ・ ＫＤＤＩ意見については、実際費用

方式の考え方からは、ＮＴＴ東日

本・西日本が、ＮＴＴ持株との関係

において、接続料算定上見込んで

いる報酬より低廉なコストで資本調

達できている場合等には、その実

態を考慮した算定方法も含めて検

討することが適当と考えます。次期

無 
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・ NTT東・西殿の負債（関係会社長期借入金）につ

いても、NTT持株殿の貸付であると想定されること

（※）。 

・ 以上のことから、NTT東・西殿は、資金調達の大

宗をNTT持株殿に依存しており、当該資金の実質

的な市場調達はNTT持株殿を介して行われてい

ると考えられることから、NTT東・西殿の報酬の算

定にあたっては、NTT持株殿の資本調達コストを

加味して算定を行うべきではないか。 

・ 具体的には、NTT東・西殿がNTT持株殿から資

金調達した方が安いにも関わらず、NTT持株殿の

資本調達コストを上回るコストで外部から資金調

達することはないと考えられることから、NTT持株

殿の資本構成比率を上限として、報酬の算定を行

うべきではないか。 

（※）NTT持株殿の有価証券報告書（第28期：平成24年度）によると、

NTT東・西殿の「関係会社長期借入金」は全額NTT持株殿の貸付と

なっている。ただし、以降の年度の有価証券報告書では非開示となっ

ていることから、直近の状況は不明。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

 

○ 電力産業、ガス産業、大手鉄道産業においては、

料金算定ルールにより自己資本比率は固定値が用

いられており、それぞれ、電力産業の場合は30％、

ガス産業、大手鉄道産業の場合は35％が採用され

ているのに対し、ＮＴＴ東西殿の自己資本比率（令

和6年度接続料算定で用いる自己資本比率はＮＴＴ

東日本殿で74.8％、ＮＴＴ西日本殿で52.7%）は著し

く高水準であり、ＮＴＴ東西殿の資本構成の最適化

が図られていないものと考えられるため、第一種指

定電気通信設備の接続料算定で用いる自己資本比

率の適正値及び在り方について、議論すべきと考え

ます。 

額調整による接続料加算要因の一つとして国債利

回りの上昇による自己資本利益率及び他人資本利

子率の上昇等の影響が挙げられており、今後も国債

利回りの上昇が続き、接続料がさらに上昇することが

懸念されます。5Gやブロードバンドサービスの更なる

展開を行うにあたり、ますます加入光ファイバの重要

性が高まる状況にある中、円滑にＮＴＴ東西殿の加

入光ファイバへの接続が行えるようにする必要があ

るため、加入光ファイバ接続料の低廉化に向けて報

酬の在り方等について議論をする必要があると考え

ます。 

○ 特に、ＮＴＴ東西殿の自己資本比率（令和6年度接

続料算定で用いる自己資本比率はＮＴＴ東日本殿

で74.8％、ＮＴＴ西日本殿で52.7%）は、電力産業、ガ

ス産業、大手鉄道産業のような料金算定ルールがあ

り、その料金算定ルールにおいて用いられる固定の

自己資本比率（電力産業の場合は30％、ガス産業、

大手鉄道産業の場合は35％が採用されている）と比

べて著しく高い水準にあるため、第一種指定電気通

信設備の接続料算定で用いる自己資本比率の適正

値及び在り方について議論すべきと考えます。 

○ 本来資本調達コストとの関係では、株式調達等に

よる自己資本での調達よりも借入等による他人資本

による調達の方が調達コストを抑えられるため、事業

運営におけるコストを削減するために他人資本によ

る資本調達が積極的に活用されますが、ＮＴＴ東西

殿の場合は、日本電信電話株式会社殿（以下、「Ｎ

ＴＴ持株会社殿」といいます。）の100％子会社である

ため、ＮＴＴ持株会社殿からの資金調達の場合で

も、その配当はＮＴＴグループ内での資金循環であ

り、キャッシュアウトがないため、株式調達が選択さ

れやすくなり、ＮＴＴ東西殿の資本構成の最適化が

図られていない状況と考えます。 

算定期間における加入光ファイバ

接続料の算定方法に係る議論にお

いては、ＮＴＴ持株との関係におけ

る資本調達の実態について、議論

に必要な範囲で明らかにされること

が適当と考えます。 

・ ソフトバンク意見については、他産

業における料金算定上用いられて

いる自己資本比率の値との比較の

みで、ＮＴＴ東日本・西日本の自己

資本比率が「著しく高い水準」であ

るということはできないと考えます

が、電気通信事業又は第一種指定

設備の管理・運営において適正な

自己資本比率については、今後、

必要に応じて検討を深めることが適

当と考えます。 
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○ なお、自己資本比率が高止まりする要因として、接

続料収入の観点からは自己資本比率を高水準に維

持するインセンティブがはたらくこと、ＮＴＴ東西殿が

ＮＴＴ持株会社殿の100％子会社であることから、Ｎ

ＴＴ持株会社殿から資金調達をする場合でもその配

当はＮＴＴグループ内での資金循環でありキャッシュ

アウトがないことなどが考えられるため、自己資本比

率の適正値及びその在り方の検討にあたっては、こ

れらの実態を踏まえたうえで議論する必要がありま

す。 

（ソフトバンク株式会社） 

 

○ 令和６年度の申請接続料における主端末回線接

続料の上昇について、そのうち報酬の算定に用いら

れている自己資本比率はＮＴＴ東西殿の実績値が

実態に合っておらず、資本構成はＮＴＴ持株殿の比

率を採用すべきと考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

○ 一般的には他人資本における資金調達額は、事

業リスク等を勘案し金融機関等がその金額を決定し

ており、事業リスクが低い場合には未返済リスクも小

さく、より多くの借入が可能となります。ＮＴＴ東西殿

とＮＴＴ持株会社殿の事業リスクに関しては、第71回

研究会（令和5年4月18日）でのCAPM的手法での自

己資本利益率の算定時に用いられているβ値の算

定方法見直し議論の際に、少なくともＮＴＴ持株会社

殿のβ値以下の値を採用することと整理がされてい

ることを踏まえれば、ＮＴＴ東西殿の事業リスクは少

なくともＮＴＴ持株会社殿以下と整理されています。 

○ したがって、ＮＴＴ東西殿とＮＴＴ持株会社殿の事

業リスクが同等程度であることを踏まえれば、事業リ

スクを勘案し、ＮＴＴ東西殿の接続料算定時に用い

られる自己資本比率はＮＴＴ持株会社殿の値と同様

36.9%（FY22時点）*以下を採用すべきと考えます。 

○ ＮＴＴ東西殿の加入光ファイバ接続料の算定に用

いられる自己資本比率に関しては、SNC殿の『算定

に用いられている自己資本比率はＮＴＴ東西殿の実

績値が実態に合っておらず、資本構成はＮＴＴ持株

会社殿の比率を採用すべき』との考えや、KDDI殿の

『ＮＴＴ持株殿の資本構成比率を上限として、報酬の

算定を行うべきではないか』との考えが示されている

ため、これらの考え方も含め、次期算定での算定方

法の見直しに向けて、研究会において第一種指定

電気通信設備の接続料算定で用いる自己資本比率

の適正値及び在り方について、議論すべきと考えま

す。 
* ＮＴＴ持株会社殿第38期 有価証券報告書109ページを参照 

https://group.ＮＴＴ/jp/ir/library/yuho/2022/pdf/38yuho.pdf  

（ソフトバンク株式会社） 

○ 前回の意見募集において弊社より提出した意見で
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も触れたように、特に自己資本比率は極めて高い水

準（東日本電信電話株式会社殿では74.8%）となって

いるところ、電力・ガス・鉄道等の他の公共サービス

を参考に、電気通信サービスについても自己資本比

率に適正な固定値を定めることを検討いただきたい

と存じます。 

（楽天モバイル株式会社） 

○ （再意見15のとおり。） 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ （再意見15のとおり。） 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

○ （再意見15のとおり。） 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

意見19 

● 自己資本比率について、接続料規則第12条第４項た

だし書の規定により、例外的に実績値が採用されてい

る。本来適用されるべき同項本文の規定に基づき、他

の公共サービスを参考に、電気通信事業における適

正な値の在り方について検討がなされることを要望。 

再意見19 

■ 自己資本比率は実績の採用が適当（再意見18前段

と同旨）。意見指摘の規定はβ値に関するもの。 

● 賛同意見（３者）。 

● 自己資本比率等の議論の必要性に関する意見（再

意見18と同旨）。 

考え方19 

 

○ NTT東西殿より光ファイバの接続料を昨年度に引

き続き今年度も引き上げる案が示されていますが、

原価もさることながら、その約３割を占める報酬額も

また接続料の変動に大きく影響する要因として挙げ

られるところです。 

○ 報酬額の算定方法の適正性については貴省の接

続料の算定等に関する研究会等で議論が行われて

いますが、特に自己資本比率（NTT東日本殿では令

和４年度において74.8%）については、第一種指定電

気通信設備接続料規則第12条第４項ただし書の規

定を拠り所に、未だに例外的に実績値が採用されて

○ 自己資本比率に関しては資金調達の実態を踏ま

えた適正な資本コスト回収のため、当該比率を乗じ

る固定資産価額等と同様に実績を用いることが適当

と考えます。 

○ なお、ご指摘の接続料規則第12条第４項は自己資

本利益率の算定に用いるβ値に関する規定であり、

自己資本比率については接続料規則第12条第２項

及び第11条第６項の規定に基づき実績値を採用し

ているところです。 
＜参考＞ 

〇接続料規則第11条第６項 

「第一項の他人資本比率は、負債の額が負債資本合計の額に占め

○ 接続料規則の規定によれば、接続

料算定に用いる資本構成比は、負

債・資本それぞれの負債資本合計の

額に占める割合の実績値を基礎とし

て算定されるものであり、今般の申請

では省令の本則どおりの算定が行な

われていると認められます。 

無 
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いるところです。その適正性を検証するためにも、本

来適用されるべき同項本則の規定に基づき、電力、

ガス、鉄道等の他の公共サービスを参考に、電気通

信事業における適正な値の在り方について検討が

なされることを望みます。 

（楽天モバイル株式会社） 

る割合の実績値を基礎として算定する。」 

〇接続料規則第12条第２項 

「前項の自己資本比率は、一から前条第一項の他人資本比率を差し

引いたものとする。」 

〇接続料規則第12条第４項 

「前項のβは、主要企業の実績自己資本利益率の変動に対する事

業者の実績自己資本利益率の変動により計測された数値を基礎と

し、他産業における同様の値を勘案した合理的な値とする。ただし、

実績自己資本利益率に代えて株式価格を採用することを妨げな

い。」 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ （再意見15のとおり。） 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ （再意見15のとおり。） 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

○ （再意見18のとおり。） 

（ソフトバンク株式会社） 

○ （再意見15のとおり。） 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

意見20 

● 期待自己資本利益率として省令上の上限値を採

用している理由を、算定根拠に記載すべき。 

● 接続料規則の規定は、あくまでも上限値を定めること

により適正範囲を定めているものであり、採用した値

が合理的である根拠の説明を不要とするものではな

いと理解。ＮＴＴ東日本・西日本は事業者説明会で理由

を説明しているが、算定根拠に明記することが必要。 

再意見20 

■ 自己資本利益率は、設備投資に係る調達コストを適

正な範囲で賄える水準とすることを基本に、事業リス

ク・安定性を考慮した客観的な指標を用いて設定する

ものと認識。 

■ 他の自己設置事業者と激しい設備競争を展開す

る中で、将来の事業リスクの予測が困難である以

上、調達コストに見合うリターン、すなわち投資イン

センティブが働く適切なリターンを見込むことが、事

業運営を安定的に行っていくために必要。 

■ 主要企業の自己資本利益率が指標になると考え

るが、最低限、ＣＡＰＭ的手法の上限値の採用が、

調達コストを賄うために合理的な判断と認識。 

考え方20 
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■ 当社の考え方を算定根拠に明記することについて

は、今後の認可申請において検討する。 

● 賛同意見（１者）。 

● 自己資本利益率の包括的見直しの必要性に関する

意見（再意見17と同旨）。 

○ 令和5年7月31日の情報通信行政・郵政行政審議

会からの答申の考え方9において、「ＮＴＴ東日本・

西日本においては、期待自己資本利益率として接

続料規則上の上限値を採用する理由について、適

切に説明することが適当と考えます。」とされていると

おり、上限値を採用している理由について、算定根

拠資料に記載すべきと考えております。 

○ 第一種指定電気通信設備接続料規則（以下、「接

続料規則」といいます。）第12条第3項には、「第一項

の自己資本利益率は、次に掲げる式により計算され

る期待自己資本利益率の過去三年間（リスク（通常

の予測を超えて発生し得る危険をいう。以下この条

において同じ。）の低い金融商品の平均金利が、主

要企業平均自己資本利益率に比して高い年度を除

く。）の平均値又は主要企業の平均自己資本利益率

の過去五年間の平均値のいずれか低い方を上限と

した合理的な値とする。」と規定されているところ、

NTT東西殿におかれては、上限値をそのまま採用し

接続料を算定されております。 

○ 接続料規則の規定は、あくまでも上限値を定めるこ

とにより適正範囲を定めているものであり、採用した

値が合理的であるとする根拠の説明を不要とするも

のではないと理解しております。 

○ なお、本年1月25日に開催されたNTT東西殿主催

の説明会において、当社質問への回答として理由の

説明をいただいておりますが、算定根拠資料におい

て明記することが必要であると考えます。 

○ 自己資本利益率については、設備投資に係る調

達コストを適正な範囲で賄えるような水準とすること

を基本に、事業リスクと安定性を考慮した客観的な

指標を用いて設定するものと認識しています。。 

○ 当社としては、必要な設備を構築してサービス展

開を行う自己設置事業者として他の自己設置事業

者と激しい設備ベースでの競争を展開する中では、

将来の事業リスクについて予測することが困難であ

る以上、設備投資に係る調達コストに見合うリター

ン、すなわち投資インセンティブが働くような適切なリ

ターンを見込むことが、民間企業として事業運営を

安定的に行っていくためには必要であると考えてお

ります。 

○ このように「投資インセンティブが働くような適切なリ

ターン」を見込んだ自己資本利益率を設定する上で

は、「主要企業の自己資本利益率」の水準が一つの

客観的な指標となると考えますが、接続料規則にお

いて、接続料算定上用いる自己資本利益率が主要

企業の平均自己資本利益率をCAPM的手法により

圧縮した値を上限値とするとされていることを踏まえ

ると、最低限、上限値を採用することが調達コストを

賄うために合理的な判断であると認識しています。 

○ こういった当社の考え方を算定根拠資料に明記す

ることについては、今後の認可申請において検討す

る考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 接続約款変更認可申請時に算定根

拠を添付させる趣旨に照らし、接続料

の透明性を向上させる観点から、今

後、期待自己資本利益率として省令

上の上限値を採用する理由が算定根

拠に明示されることが適当と考えま

す。 

無 
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（アルテリア・ネットワークス株式会社） 
○ アルテリア・ネットワークス殿の意見に賛同します。

接続料の算定に当たり採用された根拠については、

適切に説明されることが必要と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

○ （再意見17のとおり。） 

（ソフトバンク株式会社） 

意見21 

● 報酬の算定に用いられるエクイティ・リスク・プレミア

ムについて、過去の判例等から、昭和30年を起点とす

る値を採用すべき。 

再意見21 

■ 接続研の整理を踏まえて見直しを実施。資本コスト

の安定化に繋がり、接続事業者の予見性向上にも資

する。その上で、部分的にデータを集計対象から除外

することなく、取得可能な長期間のデータの平均値を

用いることが客観的・標準的。 

■ 判例が採用した昭和27年からの推定結果を異常値と

する鑑定人の判断は、判例の言及のとおり、その考え

方を絶対の正解とするものではないと認識。 

● 自己資本利益率の包括的見直しの必要性に関する

意見（再意見17と同旨）。  

考え方21 

 

○ 令和６年度の申請接続料における主端末回線接

続料の上昇について、そのうち報酬の算定に用いら

れているERP（エクイティ・リスク・プレミアム）は1952

年～2023年の値である8.7%が適用されているところ、

司法の場においては、過去の判例においてERPの

推定開始年度が論点となった際には1952年起点の

データは異常値として退けられているほか最高裁で

はERPは5.5%が適当と判断された経緯があること、ま

た、1952年からの推定結果は異常値とする考え方が

ヒストリカル法による推定の中でも一般的な考え方と

して認められていることから、1955年を起点とする

ERP（1955年～2023年の数値：7.6%程）を採用するべ

きと考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

○ 接続料算定に用いる主要企業の平均自己資本利

益率については、「外的要因による適正利潤の水準

の変動は接続事業者様の事業における予見性に悪

影響を与えるという観点等から、長期安定的な指標

として、長期投資用のエクイティ・リスク・プレミアムを

採用することが適当である」と「接続料の算定等に関

する研究会」第七次報告書において整理されたこと

を踏まえ、先般見直しを実施したところです。 

○ 固定通信の設備投資は長期間で回収するもので

あり、設備投資の資金調達に係る資本コストも長期

安定的なものにすべきと考えていることから、長期投

資用のエクイティ・リスク・プレミアムを採用することは

資本コストの安定化に繋がり、接続事業者様の予見

性向上にも資するものとして考えております。その上

○ イボットソン社のデータを用いる際の

起算年度については、第二種指定設

備の接続料の算定において用いられ

ているものと同様ですが、これが第二

種指定設備の接続料算定において適

当と認められているのは「モバイル接

続料算定に係る研究会報告書」（平成

25年６月公表）において、「代表的な

考え方として認められる」ことによるも

のと承知しています。 

○ 報酬の算定において申請者の恣意

を排除する観点にも留意しつつ、現

在の算定方法を不適切とする事情が

あるか、次期算定期間に向けて、必要

無 
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で、当社としては、部分的にデータを集計対象から

除外することなく、取得可能な長期間のデータの平

均値を用いることが客観的かつ標準的なものと考え

ます。 

○ なお、過去判例において採用された1952年からの

推定結果を異常値とする鑑定人の判断について

は、2010年5月26日の東京高裁の決定書において

「必ずしも絶対の正解はなく、採用可能ないくつもの

数値等が存すると考えられるものであるから裁判所と

しては、鑑定人の判断が、会計理論、専門的経験

則、統計等に照らして著しく不合理であるといえるも

のでない限り、それを尊重すべきである」と言及され

ており、その考え方を絶対の正解とするものではな

いと認識しております。 

○ また、資本コストの算定方法については、「接続料

の算定等に関する研究会」第七次報告書における

整理を踏まえて見直しを実施したばかりのものであ

り、特段の状況変化等が認められない中、頻繁に見

直しの議論を行うことは、当社及び接続事業者様の

予見性を損ねるものと考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ （再意見17のとおり。） 

（ソフトバンク株式会社） 

に応じ、総務省において検討すること

が適当と考えます。 

意見22 

● 未利用芯線に関する調査結果について、 

・ 本調査を開始して以降、下位ロット芯線数を下回

り、芯線収容率の増加もほとんど見られない架空ケ

ーブルがあること 

・ 大阪日本橋ビルでの調査結果に関する説明で、今

後使用見込みのない地下ケーブル（旧規格ケーブ

ル）について、そのままレートベースに算入すること

の合理性が不明であること 

再意見22 

■ 未利用芯線は、将来の需要・故障対応に備えるも

のであり、円滑なサービス提供に必要。また、光ファ

イバはケーブル単位で敷設するので、必然的に生じ

る。投資の合理性の検証のためのデータの提供に

今後も対応していく。 

■ 意見が例示する、 

・ 架空光ケーブルは、経済的耐用年数を経過してお

らず、最小限投資合理性の考え方を踏まえ適切に

考え方22 
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の２点で合理的な設備投資と言えるかの判断が困難。

ＮＴＴ東日本・西日本の設備投資方針と個々のケース

の合理性を説明すべき。 

報告している。今後も継続的に確認し報告していく。 

・ 旧規格ケーブルは、敷設時点で需要の増加見込

みがあったＩＮＳ1500等の提供のために敷設。技

術進展の結果、現在は新規利用者を収容してい

ないが、現在も利用があり、当社の事業運営に必

要。なお、耐用年数を経過しているため、レートベ

ースへの影響はない。 

● 未利用芯線は自己設置事業者が迅速・高品質なサ

ービスを提供・維持するために不可欠な資産であり、

自己設置事業者は芯線利用率の向上のみではなく工

事費を含めたコスト全体の抑制を目指し設備を構築し

ている等の点を踏まえた多角的・慎重な議論が必要。 

● 未利用芯線をレートベースから除外すると、自己設

置事業者は先行投資を含めたコストを全て負担する一

方、接続事業者はそれを含まないコストで負担するこ

とになる。他の自己設置事業者の投資インセンティブ

が減退し、競争に歪みが生じる。 

○ 加入光ファイバの未利用芯線の実態を把握し、Ｎ

ＴＴ東西殿の行うケーブル敷設の投資時点における

需要予測等の合理性等を検証するためＮＴＴ東西

殿による調査結果が開示されていますが、令和５年

10月末における芯線使用率の調査結果について

は、以下に記載する点について、合理的な設備投

資と言えるかの判断が困難であるため、ＮＴＴ東西殿

の設備投資方針と以下のケースの合理性について

説明すべきと考えます。 

・ 令和５年10月末時点の架空光ケーブル調査結果

の内、本調査を開始して以降、下位ロット芯線数

を下回り、かつ芯線収容率の増加がほとんどみら

れないケーブルがあること 

○ 未利用芯線については、将来の需要や故障時の

対応に備えるものであり、円滑なサービス提供に必

要なものです。また、光ファイバは芯線単位ではなく

一定の規格のケーブル単位で敷設することから、未

利用芯線は必然的に生じるものです。 

○ 光ケーブル投資の合理性については、その検証の

ために芯線使用率に係るデータを総務省に継続的

に提供しており、今後も対応していく考えです。 

○ 例示にある架空光ケーブルについては、経済的耐

用年数を経過しておらず、「接続料の算定に関する

研究会」第三次報告書において整理された「最小限

投資合理性」の考え方を踏まえて適切に報告してい

るものです。今後も当該ケーブルの芯線使用状況に

ついて継続的に確認し報告していく考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 光ファイバの未利用芯線に係る投資

の合理性については、引き続き本件

検証及び公表を行っていくことが適当

であり、更なるサンプル数の増加を検

討するなどの実態把握の強化に向け

た取組についても、引き続きＮＴＴ東

日本・西日本において検討することが

適当と考えます。 

○ 意見で指摘されているサンプルにつ

いては、 

・ 「本調査を開始して以降…芯線収

容率の増加がほとんどみられない」

ケーブルについては、いずれも経

済的耐用年数経過前であり、総務

省において、今後の使用率の推移

無 
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例：東日本ルート１ (3)100芯ケーブル、ルート

2(2)(3)100芯ケーブル、西日本ルート1(2)100芯

ケーブル 

・ 令和5年10月末時点の地下ケーブル調査結果の

西日本大阪日本橋ビルについては、 「３方面（い

ずれも100芯ケーブル（昭和63年敷設））におい

て、撤去予定の旧規格ケーブルのため、芯線使

用率が増えていないものがある」との説明がありま

すが、今後使用見込みのないケーブルにもかか

わらずそのままの100芯のケーブルとして、レート

ベースに算入することの合理性が不明であること 

（ソフトバンク株式会社） 

○ 加えて、例示にある旧規格ケーブルについては、

敷設時点では需要の増加見込みがあったINSネット

1500等を提供するために敷設した設備であり、技術

進展の結果として、現在は新規のお客様を収容して

いないものですが、現在も芯線の利用があり、当社

の事業運営に必要な設備と考えています。なお、当

該の旧規格ケーブルについては耐用年数を経過し

ていることからレートベースへの影響はありません。 

（ＮＴＴ西日本） 

○ 光ファイバケーブルの未利用芯線の取り扱い議論

について、以下のような点を踏まえて多角的かつ慎

重に検討することが必要と考えます。 

・ 未利用芯線は新規ユーザーへのサービス提供開

始の迅速化や、道路工事等による電柱・光ケーブ

ル移設工事や大規模災害時に迂回ルートを構築

するために日々活用されているものであり、自己

設置事業者が迅速・かつ高品質なサービスを提

供・維持するために不可欠な資産です。 

・ また光ファイバケーブルの設備コストそれ自体より

も空き芯不足により追い張り工事が発生した場合

の工事費の方が高額であることから、能率的な経

営を目指す自己設置事業者は芯線利用率の向

上のみを目指すのではなく、工事費を含めた設備

構築・運用コスト全体の抑制を目指して設備構築

することになります。 

○ また未利用芯線をレートベースから除外すること

は、自己設置事業者は未利用芯線つまり先行投資

を含めたコストを全て負担する一方、接続事業者は

それを含まないコストで設備を使うことになり、接続事

業者を有利とするものと考えます。仮にそうなった場

合、「自ら造る」よりも「NTT東西殿から借りる」方が有

について注視していくことが適当で

す。 

・ 「旧規格ケーブル」については、投

資時点において予見しがたい技術

革新等により最小限投資合理性が

成り立たないことは例外的に認めら

れうると考えられますが、現在使用

している規格のケーブルへの収容

替え等の効率化を行わない理由に

ついて、ＮＴＴ東日本・西日本にお

いて、総務省に適切に説明すること

が適当と考えます。なお、本ケーブ

ルのレートベースは０とのことであ

り、本申請における利潤の算定は

いずれにせよ適切であると考えま

す。 
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利となり、NTT東西殿以外の多数の自己設置事業

者における投資インセンティブが減退するとともに、

自己設置事業者と接続事業者との間の競争に歪み

が生じる可能性があると考えます。 

（株式会社オプテージ） 
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２ 実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等 

（１）ドライカッパ 

意見23 

● ドライカッパの需要の減少傾向は今後も継続すると

想定されることから、利用見込みが無くなった資産は、

ＮＴＴ東日本・西日本において毎年度検討の上、速や

かに減損処理すべき。 

● スタックテスト指針が改定され、加入電話・ＩＳＤＮはス

タックテストの対象から除外されたが、今回申請された

ドライカッパ接続料の水準は加入電話の一部の利用

者料金を上回る状況にあるため、少なくとも指針の改

定前に報告された再計算報告に伴う検証結果を開示

し、価格圧搾による不当競争の有無を確認すべき。 

● 当社の推計では利用者料金収入と接続料相当額の

差分が20％を下回り、不適合になると考えられるた

め、一部で逆ザヤになっていることも踏まえれば、より

一層の設備効率化が図られるべき。 

再意見23 

■ 引き続きメタル回線の費用削減・効率化に努める。 

■ ワイヤレス固定電話を用いてメタルケーブルの再敷

設コストの削減等も進めていく考えだが、法令で認め

られる提供エリアが限定的であるため、今後提供エリ

アの拡大について検討いただきたい。 

■ メタルケーブルの減損処理については、財務会計の

適正化の観点から、必要に応じた対応を検討する。 

■ 接続研において、加入電話・ＩＳＤＮはスタックテスト

の検証対象から除外することが適当と整理されたと

認識。令和５年の再計算報告では、加入電話・ＩＳＤ

Ｎに係る検証結果及び価格圧搾による不当な競争

を引き起こしていないと考える理由について、総務

省へ報告している。 

考え方23 

 

○ 平成30年以降、ＮＴＴ東西殿によるドライカッパの

減損処理は実施されておりませんが、ドライカッパ回

線の需要は前年度と比べてＮＴＴ東日本殿は-

7.2%、ＮＴＴ西日本殿は-8.3%と継続して減少してお

ります。この傾向は今後も継続すると想定されること

から、利用見込みが無くなった資産についてはＮＴＴ

東西殿において毎年度検討の上、すみやかに減損

処理を実施すべきと考えます。 

○ また、ドライカッパの単金は前年度と比べてＮＴＴ東

日本殿は＋10.3%、ＮＴＴ西日本殿は+7.8%と大幅に

上昇しています。当研究会での整理を踏まえ、令和

5年11月22日に固定通信分野における接続料と利

用者料金の関係の検証に関する指針が改定され、

加入電話、ISDNはスタックテストの対象から除外され

たものの、今回申請されたドライカッパ接続料の水準

○ メタル回線の費用は、当社が９割以上を負担するも

のでもあり、当社としても引き続き費用削減及び効率

化に努める考えです。 

○ なお、２０２４年４月に提供開始予定のワイヤレス固

定電話を用いて、メタルケーブルの再敷設コストの

削減等も進めていく考えですが、現時点においては

法令で認められている提供エリアが限定的であるた

め、今後提供エリアの拡大について検討いただきた

いと考えます。 

○ なお、今後のメタルケーブルの減損処理について

は、メタルケーブルの利用状況等を踏まえつつ、財

務会計の適正化の観点から、当社として必要に応じ

た対応を検討いたします。 

○ 「接続料の算定等に関する研究会」第七次報告書

において、以下の点から加入電話・ＩＳＤＮについて

○ メタル回線についても、ＮＴＴ東日

本・西日本において、引き続き、費用

削減・効率化に努めることが適当と考

えます。 

○ 電柱・土木設備のコストについては

ドライカッパの接続料へも影響がある

ところ、電柱の耐用年数については、

考え方12のとおりです。 

○ 意見で開示の求めがあった令和４年

度実績に基づく再計算報告時の検証

結果は、報告を受けた総務省によれ

ば、別紙のとおりとのことです。 

○ 高品質な電話単体サービスを需要

する小規模な法人事業者を念頭に置

けば、「価格圧搾による不当な競争を

無 
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はＮＴＴ東西殿が提供する加入電話（ダイヤル回線

用）の住宅用1級局、2級局のユーザ料金を上回る状

況にあるため、少なくとも指針の改定前の10月末に

総務省殿に報告された再計算報告に伴うスタックテ

スト結果の状況を開示し、価格圧搾による不当な競

争を引き起こしていないかを確認すべきと考えます。 

○ なお、当社が推計した以下の結果を踏まえると、利

用者料金収入と接続料収入の差分が20％を下回

り、スタックテスト不適合になると考えられるため、一

部のユーザ料金で逆ザヤになっていることも踏まえ

れば、より一層の設備効率化が図られるべきと考え

ます。 

 
（ソフトバンク株式会社） 

はスタックテストの検証対象から除外することが適当

と整理されたものと認識しています。 

・ 個人利用者の需要に関しては、モバイル０ＡＢＪ－

ＩＰ電話は代替性を有しており、その他の状況変化

（光回線を用いるクラウド電話、音声通話機能を有

するアプリケーション等の登場・普及による音声通

信市場の広がり等）も合わせて考えれば、加入電

話・直収電話間の競争は限定的と言えること 

・ 法人利用者については、小規模な法人利用者に

おいて直収電話・加入電話の需要が一定程度存

在すると考えられるが、スタックテストはブランドメ

ニューの需要の一部における競争に着目して検

証するものではないこと及び、その需要の実態が

加入電話・ＩＳＤＮに係る競争全体に影響を及ぼ

すものとは言えないこと 

○ なお、２０２３年１０月の再計算報告において、加入

電話、ＩＳＤＮに係る検証結果及び価格圧搾による不

当な競争を引き起こしていないと考える理由につい

て、総務省へ報告しております。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

引き起こしていないと考える理由」で

示されているとおり、利用者料金と接

続料相当額の間に営業費相当額を上

回る差があり、現時点で得られている

情報を基に検討する限り、価格圧搾

による不当な競争を引き起こさないも

のであることを示すに足る十分な論拠

が示されていると認められます。 

○ 総務省においては、接続研第七次

報告書の考え方を踏まえ、競争事業

者の意見を聞きながら、引き続き注視

することが適当と考えます。 

○ なお、ワイヤレス固定電話の提供エ

リアの拡大に関するＮＴＴ東日本・西

日本再意見については、総務省にお

いて今後の議論の参考として承ること

が適当と考えます。 

意見24 

● ＮＴＴ持株が2035年にメタル回線が維持限界を迎える

ことを表明したが、具体的な計画が示されていない。

利用者周知や、必要なシステム・設備等の構築のた

め、できるだけ早期に移行計画を開示いただきたい。 

再意見24 

■ メタルの維持限界への対応に向けた具体的計画・代

替サービスは現時点で未定だが、メタル回線のスムー

ズな移行に向け今後協議する考えであり、見通しが立

った段階で可能な限り早期に開示できるよう努める。 

● メタル回線の縮退・光回線への移行の規模は大きい

ことが想定され、電柱・土木設備の費用配賦の影響に

より光回線の費用負担が増大するおそれ。そのため、

できるだけ早期に移行計画・接続料への影響を開示す

考え方24 
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る必要。 

● メタル回線の撤去については、「４年前ルール」の観

点からも議論が必要。 

● 「４年前ルール」では、４年前の周知義務の例外とし

て、ＤＳＬの代替サービスを接続事業者が即座に提供

することを可能としている場合が規定されているが、当

該例外該当性は、光回線の有無だけでなく、付随する

音声・データサービスも含め、回線撤去前と料金・品質

面で同等のサービスを提供可能かで判断すべきであ

り、接続約款にその旨規定すべき。 

● 省令改正時のＮＴＴ東日本・西日本の再意見におい

て、当社モバイル０ＡＢ－Ｊ ＩＰ電話がメタル電話の代

替として挙げられていたが、提供エリア、品質、付加サ

ービス等の点で代替にはなり得ない。 

● また、2035年にメタル回線の廃止が見込まれる中、メ

タル電話利用者のスムーズな移行の実現が課題。メタ

ル電話の市場は1,400万契約存在し、依然音声単体サ

ービスのニーズは高いが、ひかり電話ネクストの卸電

気通信役務に代替する小規模法人向け０ＡＢ－Ｊ音声

単体サービスは存在しない。競争上極めて重要なサ

ービスであるため、ひかり電話ネクストは引き続き特

定卸電気通信役務の対象とすべき。更に、「指定設備

卸役務の卸料金の検証の運用に関するガイドライン」

による検証対象とすべき。 

● 光回線を用いた電話単体サービスとしては、ひかり

電話ネクストのほか、光回線電話が存在し、メタル設

備の維持が著しく不経済なエリア等で提供。今後、メタ

ル設備の老朽化で当該エリアは増えると想定するが、 

・ 他事業者は加入光ファイバを用いて（光回線電話

と）同料金の音声単体サービスを提供できない 

・ 光回線電話に移行するとメタルＩＰ電話の通話サー

ビス卸によるサービスが提供できず競争事業者が
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タッチポイントを失う 

等の課題があり、光回線電話の提供エリア拡大に伴

い、他事業者は一層競争が困難になる。メタル縮退の

グランドデザインとともに、政策的な検討が必要。 

○ 第2回通信政策特別部会（令和5年9月12日）にお

いて、ＮＴＴ持株会社殿から2035年にメタル回線が

維持限界を迎えることが表明されましたが、その後、

メタル縮退に伴う具体的な計画は示されていませ

ん。メタル回線の縮退及び光回線等への移行につ

いては、その切替規模が大きいことが想定され、回

線移行に関するユーザ周知や、必要なシステムや設

備等の構築のために卸・接続事業者に対して十分

前もって開示する必要があるため、出来るだけ早期

に移行計画を開示いただきたいと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

○ メタルの維持限界への対応に向けた具体的計画、

代替サービスについては、現時点で未定ですが、メ

タル回線のスムーズな移行に向けては、今後協議を

させていただく考えであり、また見通しが立った段階

で可能な限り早期に開示できるよう努めます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 左記意見のとおり、メタル回線の縮退及び光回線

等への移行については、その切替規模が大きいこと

が想定されます。 

○ 電柱・土木設備の施設保全費等の費用について

は、メタル回線と光回線の費用配賦を契約数比で行

っていることから、メタル回線の縮退に伴い光回線の

費用負担が増大するおそれがあります。 

○ そのため、できるだけ早期に移行計画及びそれに

伴う接続料への影響について情報開示いただく必

要があると考えます。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ 当社意見の通り、ＮＴＴ持株会社殿から2035年にメ

タル回線が維持限界を迎えることが表明されている

中、メタル回線の撤去については、ＮＴＴ東西殿の

「電気通信事業法第33条第２項及び第７項に基づく

第一種指定電気通信設備との接続に関する契約約

款」（以下、「接続約款」という。）の第61条第3項に

て、接続事業者への周知について定められていると

ころ、以下の観点から議論が必要と考えます。 

○ 現状ＮＴＴ東西殿の接続約款第61条第3項におい

て、端末回線伝送路設備を撤去するときは、撤去開

○ 2035年頃を目途にメタル回線の縮

退を進める場合、利用者や事業者等

に不測の支障が生じないように留意し

て行う必要があるところ、今後、必要な

議論を進めていくべきものと承知して

います。 

○ ソフトバンク再意見中、４年前ルール

における「代替サービス」の考え方に

ついては、当該ルールの趣旨を踏ま

え、ＮＴＴ東日本・西日本において適

切に運用・対応することが適当と考え

ます。モバイル０ＡＢ－Ｊ ＩＰ電話が代

替となり得るかに関する指摘について

は、まずはこの運用・対応の中で、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本において適切に対

応・説明すべきであり、その中で、公

平性・適正性の確保等の観点から接

続約款に規定すべき点が生じれば、

必要な対応を検討することが適当と考

えます。 

○ ソフトバンク再意見中、ひかり電話ネ

クストの卸電気通信役務については、

総務省において接続研での議論に係

る参考として承ることが適当ですが、

接続による代替性を高めていくための

具体的な措置については、光回線電

話に係る議論と併せて、音声サービス

のための円滑な接続の実現が公正競

争の確保のために重要であり続けるこ

無 
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始の原則４年前までにその情報を協定事業者に提

供するもの（以下、「4年前周知」という。）とし、ＮＴＴ

東西殿がDSL回線を撤去する際には、撤去前に利

用しているDSLサービスと料金面、品質面等におい

て同等又はそれ以上のサービスと契約者が考える端

末回線（光信号方式のものに限る。）を使用した新た

な代替サービス等（以下、「代替サービス」という。）を

協定事業者が即座に提供することを可能とする旨が

規定されています。 

○ また、4年前周知の例外が適用される一つのケース

としては、「代替サービスを協定事業者が即座に提

供することを可能としている場合であって、１年以上

前に端末回線伝送路設備の撤去に関する情報を協

定事業者に提供している場合」が規定されていま

す。 

○ メタル回線の撤去は、接続事業者において当該利

用者へのサービス提供可否にも関わるものであるこ

とから、例外規定における「代替サービス」が提供可

能かについては、メタル回線に替わる光回線の有無

のみではなく、付随する音声/データサービスも含

め、回線撤去前と料金・品質面で接続事業者が同

等のサービスを提供可能かの観点で判断すべきで

あり、ＮＴＴ東西殿の接続約款にてその旨規定すべ

きと考えます。 

○ なお、電気通信事業法施行規則等の一部改正等

に関する再意見募集(~2023/11/8)において、ＮＴＴ

東西殿よりメタル回線を利用した音声単体サービス

の代替として、当社の「おうちのでんわ」を挙げられ

ておりましたが、当該サービスはモバイルを利用した

サービスであることから、不感地帯等提供エリアに制

限があることや、品質、付加サービス等においてメタ

ル回線を利用した音声単体サービスの代替にはなり

えません。 

とを踏まえ、今後も必要に応じて議論

していくことが適当と考えます。 
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○ また、2035年にメタル回線の廃止が見込まれる中、

メタル回線を利用した0ABJ音声単体サービス利用

者のスムーズな移行の実現が課題と考えます。 

○ メタル回線による0ABJ音声単体市場は約1400万

契約存在し、依然音声単体(データサービスは不要)

のニーズは高い一方で、現状においてはメタル回線

廃止後、ＮＴＴ東西殿において提供されているひか

り電話ネクストの卸サービスに代替する小規模法人

向けの0ABJ音声単体サービスが存在しません

（※）。ひかり電話ネクストの卸に関して双方向番号

ポータビリティ実現後も代替性がない状況に変わり

はなく、競争上極めて重要なサービスであることから

引き続き特定卸電気通信役務の対象とすべきと考え

ます。 
（※） 

 ・接続代替性：NGN-QoSはブロードバンド上での提供前提であること

から電話単体でのサービス提供は出来ず、シェアドアクセス方式では

収容率が低い接続事業者においては価格競争が不可能 

 ・サービス代替性：当社のおうちの電話については前述の通り、モバイ

ルを利用したサービスであることから、不感地帯等提供エリアに制限

があることや、品質、付加サービス面から代替性はない 

○ さらに、ひかり電話ネクストについては以下の観点

から「指定設備卸役務の卸料金の検証の運用に関

するガイドライン」の検証対象とすべきと考えます。 

① 接続による代替が実質的に不可能であることか

ら、卸役務が適正かつ公平に提供されることが公

正競争上極めて重要 

② メタル設備の2035年廃止に向け、メタル回線

(0ABJ音声単独市場) が一斉に光回線等へ移行

する業界としても 特別な時期であり、スムーズな

移行を実現するためにも不当な競争は事前に排

除し、 競争事業者も十分に検討/競争できる環

境が必要 

○ また、光回線を用いた電話単体サービスとしてはこ
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のほか、ユニバーサルサービスとして認められている

光回線電話（特定地域向け音声利用IP通信網サー

ビス。基本料金は加入電話と同水準）も存在してい

ます。光回線電話の提供条件はメタル設備を維持

することが著しく不経済なエリア等となっており、今後

はメタル設備の老朽化等によってメタル更改ができ

ないエリアが増えていくものと想定しますが、現状で

以下の課題があると考えます。 

 ① 他事業者はダークファイバを利用して音声単体

サービスを同料金で提供できない 

② 光回線電話に移行すると、メタル回線上で提供

される「通話サービス卸（旧マイライン）」が提供で

きず競争事業者は顧客へのタッチポイントを失う

構造にある 

○ したがって光回線電話の拡大に伴い、①、②により

他事業者は一層競争が困難になるため、事業者間

協議のみならず、上述のメタル縮退のグランドデザイ

ンとともに、政策的な検討が必要と考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 
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（考え方 23 別紙（赤枠内委員限り）） 
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（２）工事費・手続費・回線管理運営費等 

意見25 

● シェアドアクセス方式に係る工事費は、作業費・物品

費等の上昇によって、いずれも上昇しており、昨今の

物価上昇等を踏まえれば、今後も上昇が想定されるこ

とから、継続的なコスト削減を実施いただくとともに、光

屋内配線の転用を業界として促進することが重要。 

● その促進のため、次のような対応を要望。 

・ 「二本引き」等の再利用される可能性が低い残置回

線が極力発生しないよう、ＮＴＴ東日本・西日本にお

ける合理的な工事判断や再利用の徹底、不要な残

置回線の撤去促進 

・ 引込線転用に参画する事業者・利用件数を増やす

ため、キャビネット渡しとコンセント渡し間の転用工

事の早期実現に向けた検討促進 

再意見25 

■ 光屋内配線も含めた引込線転用の促進に向け、引

込線転用スキームの令和７年２月の実現を目指し、よ

り多くの事業者に活用いただく観点も踏まえて検討を

進めている。今後の料金・運用ルール等に係る議論で

も、その点に配意し、整理を図っていく考え。 

■ 残置回線は原則残置し、例外的に撤去する対応によ

り効率化に取り組む考えだが、運用方法については検

討・協議を進めていく。 

■ キャビネット方式の転用の実現について協議を進め

ており、引き続き実現に向けた整理を進める考え。 

● 賛同意見（１者）。工事費は工事コストの実態に合わ

せて適正化し、継続的なコスト削減を実施する必要。 

● 光屋内配線転用を業界として促進するためには、よ

り一層低廉な工事費とすることが重要。 

考え方25 

 

○ 設備の効率化 

○ シェアドアクセス方式に係る工事費は、作業費や

物品費等の上昇の影響を受け、いずれも上昇（※1）

しています。昨今の物価上昇の影響等を踏まえれ

ば、今後も上昇することが想定されることから、継続

的なコスト削減を実施いただくとともに、低廉な工事

費が設定されている「光屋内配線の転用」を業界とし

て促進していくことが重要であると考えます。 

○ 「光屋内配線の転用」の促進のため、例えば、次の

ような対応を要望いたします。 

・ 二本引きなど、再利用される可能性が低い残置

回線が極力発生しないよう、NTT東・西殿におけ

る合理的な工事判断や再利用の徹底、不要な残

置回線の撤去促進。 

・ コラボ光-シェアドアクセス間の転用スキームに参

画する事業者・利用件数を増やすため、より多くの

○ 当社としては、光屋内配線も含めた引込線転用の

促進に向け、接続事業者・コラボ事業者間の引込線

転用スキーム（以下、引込線転用スキーム）につい

て、2025年２月の実現をめざし、「競争ルールの検証

に関する報告書2023」に記載のあった、貴社を含め

た接続事業者様、光コラボ事業者様に加え、他の接

続事業者様・コラボ事業者様に引込線転用スキーム

に係る会合へご参画いただき、多くの事業者様にご

活用いただく観点も踏まえ、議論・検討を進めている

ところです。現在は、接続事業者様・コラボ事業者様

のご意見を踏まえた引込線転用スキームの実現に

係るシステム要件が固まり、開発に着手したところで

あり、今後の料金・運用ルール等に関する議論を進

める上でも、より多くの接続事業者様・コラボ事業者

様に使っていただけるよう配意し、整理を図っていく

考えです。 

○ 残置回線の運用や引込線転用スキ

ームについては、接続研や「競争ル

ールの検証に関するＷＧ」における議

論を踏まえ、現在、ＮＴＴ東日本・西日

本及び関係事業者間で協議が進めら

れているところと承知していますが、加

入光ファイバの効率的な運用に資す

る取組と言えるものです。 

○ 接続の円滑化の観点からも、速やか

な運用開始と円滑な運用に向けて、

関係事業者の更なる努力に期待しま

す。 

○ なお、ソニーネットワークコミュニケー

ションズ再意見のうち、工事費の適正

な算定については考え方26のとおり

であり、継続的なコスト削減について

無 
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設備形態が引込線転用の対象となるよう、キャビ

ネット渡しとコンセント渡しの間における転用工事

の早期実現に向けた検討の促進（※2）。 

（※1）例）平日昼間の場合の工事費 

・ 光屋内配線の新設工事費（対前年度：NTT東殿：＋326円、NTT

西殿：＋278円） 

・ 光信号分岐端末回線接続工事費（対前年度：NTT東殿：＋177

円、NTT西殿：＋101円） 

・ 光信号引込等設備の撤去に要する費用（対前年度：NTT東殿：＋

574円、NTT西殿：＋743円） 

（※2）「競争ルールの検証等に関する報告書2023」（案）に対する意

見及びそれに対する考え方において、総務省殿から、 

・ 「キャビネット渡し」の形態の引込線に関しては、今後接続事業

者において新設する引込線については設備形態を統一する、

接続事業者の設置する設備の転用に係る課題の整理を図る

等、設備競争が利用者の利益を阻害する結果とならないような

検討を進めていくことが適当と考えており、関係事業者におけ

るこうした検討が円滑に進展するよう、総務省において注視して

いくことが適当 

との考えが示されています。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ 残置回線に係る合理的な工事判断に関しては、Ｆ

ＴＴＨアクセスサービスの需要が継続して発生する状

況においては、引込線等の設備は回線廃止時に撤

去することなくそのまま残置して再利用していくことが

効率的であり、利用者利便にも適うものと当社として

は考えており、これまでも原則として引込線等を残置

してきたところですが、一方で、個別のお客様要望

がある場合や建物取壊し等により残置の必要がない

ことが明らかな場合には引込線等を撤去しており、

今後も同様の対応により、引き続き設備の効率化に

も取り組む考えです。なお、分岐端末回線の残置又

は撤去に係る運用方法については、引込線転用ス

キームの実現までの間に事業者間協議が調うよう

に、引き続き、接続事業者様からのご意見等を踏ま

え、検討及び協議等を進めていく考えです。 

○ キャビネット方式における転用工事の実現につい

ては、現在、主にキャビネット方式の形態をご利用し

ている接続事業者様との間で協議を進めており、引

き続き実現に向けた整理を進める考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ ＫＤＤＩ殿の意見に賛同します。工事費については

来年度以降も上昇することが想定されることから、工

事コストの実態に合わせた形で適正化いただくと と

もに、継続的なコスト削減を実施していただくことが

必要であると考えます。また、「光屋内配線転用」を

業界として促進するためには、より一層の低廉な工

事費としていただくことが重要と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

は、考え方10に基づく対応の中で対

応・確認されることが適当と考えます。 

意見26 

● 工事費はＮＴＴ東日本・西日本の人件費を参照してい

るが、実際には協力会社等への発注が多いと考えら

れるため、実態に即した発注単価を基準にすべき。 

再意見26 

■ 光屋内配線工事費等の算定に用いる作業時間に

ついては、平成27年の当審議会の考え方を踏まえ、

配管収容状況の調査・作業時間の再計測を行い、

考え方26 

 

61



● 光屋内配線工事費の検証のため、その算定に用い

る作業時間の集計方法を開示することが適当。特に、

分岐端末回線の設置工事等の他の工事と同時に行う

場合に、派遣費用や作業時間が適切に配賦されてい

るか確認する必要。 

結果・集計方法を総務省に報告。必要な派遣費用・

作業時間により適切に算定していることも確認いた

だいている。なお、同時に回線終端装置を撤去する

場合は、派遣費用を折半する配賦を実施。 

■ 分岐端末回線接続料の算定では委託会社等への

工事単金を基にしている。 

● 作業単金の上昇は労務費単金・物件費が要因とされ

ている。労務費単金はＮＴＴ東日本・西日本の労務費を

基に算定されるが、実際は協力会社等への発注が多

く行われている状況。子会社への委託による効率化は

反映されているとのことだが、詳細な説明がなく、実態

に即した算定方法になっていない可能性。 

● 労務費単金・物件費等の作業単金の構成要素の算

定方法を明らかにした上で、協力会社の労務費を用い

る等、実態に即した算定をすべき。 

○ 令和６年度の申請接続料における分岐端末回線

接続料の上昇について、工事単価がＮＴＴ東西殿の

人件費を参照しているところ、実際には協力会社等

への発注が多く行われていると考えられることから、

実態に即した発注単価を基準にするべきと考えま

す。 

○ また、光屋内配線工事費が適正なものであるかを

検証する為に、算定に使用されている作業時間の集

計方法について開示していただく事が適当であると

考えます。特に、分岐端末回線の設置工事等、他の

工事と同時に行う場合に、派遣費用や作業時間が

適切に配賦されているか、確認する必要があります。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

○ 光屋内配線加算額及び光屋内配線工事費の算定

に用いられる作業時間については、平成２７年３月３

１日の情報通信行政・郵政行政審議会答申におい

て「光屋内配線加算額及び光屋内配線工事費の算

定に用いられる作業時間について、平成２６年度に

実施した再計測では、屋内配線を収容する配管の

有無が作業時間に影響を与えていることが判明した

ことから、毎年度、配管の有無を調査し、その結果に

有意な差が認められる場合には接続料に反映する

ことを要請すること。また、今後、定期的に（例：５年

ごとに）作業時間を再計測し、その結果を光屋内配

線加算料等の算定に用いることを要請すること。」と

の考え方が示されており、作業時間に影響を与える

光屋内配線の配管収容状況について調査や作業

時間の再計測を実施し、結果に有意な差がない旨

やその集計方法についても総務省に報告し、光屋

内配線工事費に必要な派遣費用や作業時間のみを

○ 分岐端末回線接続料の算定におけ

る創設費については、ＮＴＴ東日本・

西日本の再意見のとおり、委託費を基

に算定していると認められます。 

○ 作業単金を基に算定している工事

費については、ＮＴＴ東日本・西日本

の施設保全部門の人件費を基に労務

費削減率（※１）を考慮しているので、

その効率化は反映されていると言え、

算定結果も、例えば、公共事業にお

ける積算等において用いられる電気

通信関係技術者等単価との間では大

きな乖離はないこと等について総務

省で確認しています。 

○ 一方、子会社以外への委託による

効率化や、退職・再雇用施策以外に

よる作業単金の低廉化の効果がある

無 
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用いて適切に算定していることを確認いただいてお

ります。なお、当社の回線終端装置の撤去を同時に

行う場合には、当該撤去工事と光屋内配線工事との

間で派遣費用を折半するように費用配賦を行ってい

ます。 

○ ・ 分岐端末回線接続料の算定に用いる工事単

金については、委託会社等への工事単金を基にし

ております。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 工事費・手続費の算定に用いられる作業単金につ

いて近年上昇傾向が続いており、その主な要因は

労務費単金と物件費が要因とされています。そのう

ち、労基費単金に関しては、ＮＴＴ東西殿の施設保

全部門の労務費を基に計算されていますが、SNC殿

の意見の通り、「実際には協力会社等への発注が多

く行われている」状況にあり、総務省殿の説明資料

において「実際の接続事業者向け作業の多くを子会

社において実施することで効率化を図っている業務

実態を反映」しているとされているものの、詳細な説

明がないことから実態に則した算定方法になってい

ない可能性があります。 

○ そのため、作業単金の構成要素である労務費単

金、物件費等の構成要素の計算方法を明らかにし

た上で、協力会社の労務費を用いる等、より実態に

則した計算方法で作業単金を算定すべきと考えま

す。 

（ソフトバンク株式会社） 

とすれば、それらは反映していないと

も考えられ、ＮＴＴ東日本・西日本に

おいては、この算定方法が実際費用

を適切に反映しているかについて、総

務省に説明することが適当であり、そ

の内容は、接続約款変更認可プロセ

ス等において適切に明らかになるべき

と考えます。 

○ また、光屋内配線工事については、

引込線転用スキームの開始や残置回

線の運用の整理を踏まえてその実態

が変化する点もあると考えられるとこ

ろ、まずは、それらに関して事業者間

協議を行っている関係事業者におい

て、今後の工事の運用を整理すること

が適当であり、その際、ＮＴＴ東日本・

西日本は、必要なコスト情報を明らか

にすることが適当と考えます。 

○ なお、以上の協議の経過について

は、総務省の要請（※２）に対するＮＴ

Ｔ東日本・西日本の報告の中で報告

されることになると承知しています。 

※１ 実際の接続事業者向け作業の多くを子会社

において実施することで効率化を図っている業

務実態を反映し、ＮＴＴ東日本・西日本におい

て行っていた退職・再雇用による労務費の削減

を、退職・再雇用者の賃金低下率に退職・再雇

用者の割合を乗じて考慮するもの 

※２ 「接続料の算定等に関する研究会第七次報

告書等を踏まえた貴社の取組に関する報告に

ついて（要請）」（令和５年10月10日総基料第

201号） 

意見27 

● 接続関連システムの開発費は、回線管理運営費とし

再意見27 

■ 接続関連システム開発費の適正性・透明性の確

考え方27 
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て接続事業者が負担しているため、更なる適正性・透

明性の確保が重要。 

● システム改修費用の実績額や回線管理運営の原価

への加算期間の情報開示を要望。 

● 光回線の回線管理運営費は上昇傾向にあり、システ

ム改修費用も当該費用の上昇要因。システム改修内

容について費用・接続料への影響を見据えながら接続

事業者が取捨選択し、システム改修費用の低廉化を

図れるよう、 

・ 開発予定の機能毎の開発費用と接続事業者負担

額への影響額 

・ 接続事業者の要望があれば、適宜開発事項や規

模の適正性の判断に資する情報 

を開示すべき。 

● システム開発経費の低廉化について、経費の根拠情

報の開示、相見積もりの実施、低廉化の努力等を行う

べき。 

保に向け、接続事業者の要望をよく聞いて、取組を

進めてきた。今後も一層の情報提供や相互のコミュ

ニケーションの活性化に努めていく。 

■ 要望のあった情報は、接続研での当社説明のとお

り、開示の検討を進めているが、具体的な開示方法

は、接続事業者の意見を踏まえ検討予定。 

■ 相見積については、特定のベンダを利用しないと

施策が遂行できない場合を除き、新たなシステム開

発では、社内ルールとして複数社から相見積を取得

することを定めている。 

■ コスト低廉化の努力については、ベンダとの交渉

において、見積の検証・代替案の提示等による費用

の抑制に努めてきたが、引き続き更なる効率化・コ

スト最適化に努める。 

● 賛同意見（３者）。 

○ システム開発費の適正性・透明性 

○ 接続事業者が利用するNTT東・西殿の接続関連シ

ステムの開発費は、回線管理運営費として接続事業

者が負担しているため、当該システムの開発費につ

いては、更なる適正性・透明性の確保が重要と考え

ます。 

○ 「接続料の算定等に関する研究会」（第79回）にお

ける当社資料（資料79-7）で述べたとおり、更なる適

正性・透明性の確保に向けて、システム改修費用の

実績額や回線管理運営費の原価へ加算される期間

について情報開示いただくことを要望いたします。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ 光回線の設備管理機能費について、ＮＴＴ東日本

殿は前年度比で＋16%(37円から43円に上昇)と上昇

○ 当社はこれまで、接続に係る利用者の利便の向上

及び電気通信事業の円滑な運営を図るため、接続

関連システムの開発費の適正性・透明性の確保に

向け、接続事業者様のご要望をよくお聞きし、使い

やすさや安全性のほか、限りある経営資源の有効配

分の観点からシステム開発内容・費用の最適化に向

けて取組を進めてきました。今後も、システム開発費

用の更なる適正性・透明性の確保に向けて、一層の

情報提供や相互のコミュニケーションの活性化に努

めていく考えです。 

○ また、ご要望頂いたシステム改修費用の実績額や

回線管理運営費の原価へ加算される期間に関して

は、「接続料の算定等に関する研究会」（第81回）に

おける当社資料（資料81-6）で述べたとおり、開示す

○ 接続関連システムの取扱いについ

ては、現在接続研において議論され

ているところと承知しておりますが、昨

年 度 改定 時の 当 審議 会の 考 え 方

（※）のとおり、ＮＴＴ東日本・西日本の

行うシステム改修の経費のうち、接続

料の原価となるものに関しては、能率

的な経営の下における適正な原価と

捉えられるものであることが必要で

す。特に、回線管理運営費として接続

事業者のみが負担するシステム改修

経費については、適正性・透明性を

確保する必要性が高く、まずはＮＴＴ

東日本・西日本において機能ごとの

無 
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傾向にあります。 当該費用は、端末回線伝送機能

で用いられる加入者回線等の接続事業者による接

続申込や接続料の請求等を行うためのシステム等の

経費として請求される性質のものであり、ＮＴＴ東西

殿の光ファイバ開通申込受付システム等のシステム

改修が行われた場合の費用も当該費用の上昇要因

になります。 

○ そのため、システム改修内容について費用・接続

料への影響を見据えながら接続事業者が取捨選択

し、システム改修費用の低廉化を図れるようにするこ

とを可能とするために、第79回接続料の算定等に関

する研究会（令和5年12月19日）（以下、「研究会」と

いいます。）で当社が説明したとおり、ＮＴＴ東西殿

は以下2点の情報を開示すべきと考えます。 

・ 開発予定の機能毎の開発費用と接続料やコロケ

ーション費用等の接続事業者負担費用への影響額 

・ 接続事業者からの要望があれば、適宜開発事項

や規模に関する適正性判断に資する情報 

（ソフトバンク株式会社） 

○ ＮＴＴ東西殿のシステム開発経費の低廉化につい

ては、「接続料の算定等に関する研究会（第79回）」

においてもご提案いたしましたが、システム開発経費

の根拠情報の開示、相見積もりの実施、低廉化の努

力等を行っていただくべきと考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

る方向で検討を進めており、具体的な開示方法に関

しては、接続事業者様のご意見を踏まえ検討する考

えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本（ＫＤＤＩ株式会社意見に関し）） 

○ 当社はこれまで、システム開発の着手前に、システ

ム意見交換会の場で全接続事業者様へ開発予定と

なる機能毎の開発費用をご提示した上で、個別にご

要望やご質問をいただいた接続事業者様との協議

や質問票でのやり取りを通じ、ご要望事項の反映や

開発内容の取捨選択をしていたものと考えておりま

すが、今後、「接続料の算定等に関する研究会」（第

81回）における当社資料（資料81-6）で述べたとお

り、情報開示の更なる拡充の取組として、複数機能

を具備する場合は、機能実現における必須機能と付

加的な機能を区分けし、細分化した機能毎の想定

開発費及び接続料への影響額の開示を検討してお

り、コロケーション費用への影響額に関する情報とし

ては、今後新たに接続料に係る比率への影響の開

示を検討しております。 

○ また、開発事項や規模に関する適正性判断に資

する情報についても、「接続料の算定等に関する研

究会」（第81回）における当社資料（資料81-6）で述

べたとおり、接続事業者様において適正性の判断に

資する情報として、開発規模等に関する情報の開示

を検討しているところです。 

○ なお、一部機能の取捨選択に係る接続事業者様

の合意が得られない場合は現行に比べ、提供開始

日が遅れる可能性があるため、具体的な対応に関し

ては、接続事業者様のご意見を踏まえ検討していく

考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本（ソフトバンク株式会社意見に関

し）） 

費用の内訳等も含め、関係する接続

事業者に適切に説明することが適当

と考えます。 

○ なお、ソフトバンク意見の前段で指

摘されている今般の回線管理運営費

の上昇については、ＮＴＴ東日本・西

日本においては、引き続き費用削減・

効率化に努めるべきと考えますが、ド

ライカッパ・ラインシェアリング・光ファ

イバの回線管理に共通的に要するコ

ストについて、それら回線の廃止・新

設申込件数を基に配賦されているとこ

ろ、ラインシェアリングに係る件数が減

少したこと等によるものと承知していま

す。 

※ 「東日本電信電話株式会社及び西日本電信

電話株式会社の第一種指定電気通信設備に

関する接続約款の変更案（将来原価方式に基

づく令和５年度の接続料の改定等）」に対する

答申（情郵審議第31号）考え方13の３段落目 
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○ 「接続料の算定等に関する研究会」（第81回）にお

ける当社資料（資料81-6）で述べたとおり、システム

開発経費の根拠情報として、システム更改の場合の

開発機能数・機能毎の想定開発費や開発規模等、

情報開示の更なる拡充を検討しております。 

○ 相見積の実施については、特定のベンダを利用し

ないと施策が遂行できない場合を除き、新たなシス

テム開発については、社内ルールとして複数社から

相見積を取得することを定めております。 

○ コスト低廉化の努力については、ベンダとの交渉に

おいて、当社での目標価格を設定し、委託先ベンダ

から提出された見積内容を検証するとともに、当社

にてコストを発生させる要因となる機能を見極め、既

存機能の流用や実現方法の代替案の提示をする等

の取組を通じ、開発費用の抑制に努めてきたところ

ですが、引き続き更なる効率化・コストの最適化に努

めていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本（ソニーネットワークコミュニケー

ションズ株式会社意見に関し）） 

○ 左記意見のとおり、NTT 東・西の接続関連システ

ムの開発費は、回線管理運営費として接続事業者

が負担しています。 

○ NTT東・西においては、「接続料の算定等に関す

る研究会」での議論を踏まえ、当該システムの開発

費について更なる適正性・透明性に向けた対応を要

望いたします。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ ＫＤＤＩ殿及びソフトバンク殿の意見に賛同します。

ＮＴＴ東西殿には接続関連システム経費の適正性・

透明性を確保していただくことが必要と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 
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○ KDDI殿の『接続事業者が利用するＮＴＴ東・西殿

の接続関連システムの開発費は、回線管理運営費

として接続事業者が負担しているため、当該システ

ムの開発費については、更なる適正性・透明性の確

保が重要』との意見に賛同します。 

○ 加えて、第79回研究会（令和5年12月19日）で当社

が説明したとおり、ＮＴＴ東西殿は以下2点の情報を

開示すべきと考えます。 

・ 開発予定の機能毎の開発費用と接続料やコロケ

ーション費用等の接続事業者負担費用への影響

額 

・ 接続事業者からの要望があれば、適宜開発事項

や規模に関する適正性判断に資する情報 

（ソフトバンク株式会社） 

意見28 

● シェアドアクセス方式では、フレッツ光・コラボ光にお

いて利用される引き通し方式が利用可能であるはずだ

が、本来フレッツ光・コラボ光とシェアドアクセス方式で

同様であるべき利用条件について、異なる案内を受け

たことがあり、不公平。 

● シングルスター方式では、戸建住宅に提供する場

合、ビル等の場合と異なり室内の成端盤で終端でき

ず、屋外キャビネットでしか終端できないと説明され

た。このルールは接続約款には記載がなく、NTT東日

本の主観のみで決められている。 

● 接続約款に基づく取り扱いを行うよう、ＮＴＴ東日本・

西日本に改善を要求。 

再意見28 

■ シェアドアクセス方式の提供形態については、原則と

して接続事業者の申込時の選択した方式で提供。 

■ シングルスター方式では当社が指定する最適な場所

に光成端盤を設置するが、成端に必要なスペースが

確保できない等、室内に成端できないケースもある。 

■ ご意見の事象については、それぞれ協議等において

具体的な事例等を提示いただきながら、必要に応じ対

応していく考え。 

考え方28 

 

○ シェアドアクセス方式においては、屋外キャビネット

を用いるもののほか、フレッツ光やコラボ光において

利用されている引き通し方式が利用可能であるはず

ですが、東日本のある県域で当協会会員がシェアド

アクセス方式による接続を検討しましたところ、屋外

○ シェアドアクセス方式における提供形態（引き通し

方式での提供とするか、屋外キャビネットを設置して

の提供とするか）については、原則として、接続事業

者様の申込み時に選択いただいた方式にて提供し

ており、引き通し方式で申込みいただいた場合に

○ シェアドアクセス方式の加入光ファイ

バでは、いわゆる「コンセント渡し」が

可能であり、仮に接続事業者がこれと

異なる案内を受けたとすれば不適切

ですが、まずは、関係事業者におい

無 
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キャビネットの設置が必要であり、キャビネットからは

自前で屋内配線を敷設する必要があり、「光屋内配

線工事」の提供はできないと回答されたとのことで

す。これは本来フレッツ光・コラボ光とシェアドアクセ

ス方式の接続で同様であるべき利用条件について、

異なる案内を受けたものであり、不公平と思われま

す。 

○ また、シングルスター方式については、通常の戸建

住宅で事業を営まれている個人事業主のお客さま

向けに利用しようとしたところ、地域のローカルルー

ルなのか、戸建住宅にシングルスター方式で提供す

る場合、ビル・マンション向けの通常のシングルスタ

ー方式のように、室内の成端盤で終端することがで

きず、屋外キャビネットで終端することしかできないと

いう説明を受けました。このようなルールは接続約款

には何ら記載がなく、NTT東日本殿の主観のみで決

められている状況です。 

○ これらについて接続約款に基づく取り扱いを行うよ

う、NTT東日本殿には改善を求めます。 

（一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会） 

は、光屋内配線も含めた引き通し方式で提供するこ

とを原則としております。 

○ シングルスター方式の提供にあたっては、建物形

態を問わず、原則として、一建物につき１つの引き込

みルートにより光ファイバの引き込みを行い、当社が

指定する最適な箇所に光成端盤を設置することとし

ています。一方で、成端に必要なスペースが確保で

きない等、必ずしも室内に成端ができないケースもご

ざいます。 

○ ご指摘の事象については、それぞれ協議等におい

て具体的な事例等を提示いただきながら、必要に応

じ対応していく考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

て事実関係を踏まえて真摯に協議す

ることが適当と考えます。 

○ シングルスター方式の端末回線線

端のＰＯＩの設置可能位置について

は、ＮＴＴ東日本の再意見において説

明されている物理的な制約があるの

であれば、挙証責任は接続の請求を

受けた側にあることに留意して、ＮＴＴ

東日本・西日本から接続事業者に適

切に説明し、関係事業者において協

議を行うことが適当と考えます。 
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３ その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請、スタックテスト率） 

（１）ＩＰｏＥ方式のゲートウェイルータ等 

意見29 

● ＩＰｏＥのゲートウェイルータ（以下「ＧＷＲ」という。）の

利用中止費の扱いは、あくまで過渡的な措置として例

外的に許容されているに過ぎない。ＰＯＩの増設等は日

常的な作業であり、接続研報告書において想定された

事情は既に存在しない。 

● 特に、NTT西日本で全府県に単県ＰＯＩの増設が完了

したため、速やかに本則通り計算すべき。 

● 原則に戻すための議論をせず、既存VNE事業者全て

の同意をもって本則から外れた取扱いを認めること

は、制度趣旨・公正競争の観点から大きな問題。この

機会に経過措置を打ち切る必要。 

● 網使用料とすべきことが既に結論されている以上、

データに基づいて主張を立証する責任があるのは、本

則と異なる取扱いをすべきと主張する側にあることに

留意。ＮＴＴ東日本・西日本の主張も、検討の視座が誤

っている。 

再意見29 

■ ＧＷＲについては接続事業者への影響を踏まえて、

毎年度附則６項許可を申請してきた。 

■ 今回、接続研で示された考え方及び 

・ ＮＴＴ東日本では令和７年４月以降に４箇所の単県Ｐ

ＯＩの設置を予定しており、 

・ ＮＴＴ東日本・西日本において単県ＰＯＩへの接続形

態の変更は、各事業者で引き続き発生している状況 

を踏まえて申請した。 

● 単県ＰＯＩの分割が完了しても、トラヒック増が継続し

ている場合、ＶＮＥ毎の設備増設・設備変更も継続し、

ＶＮＥ事業者の経営に与える影響は軽減されない。 

● 意見32と同旨。 

● 当協議会のデータが示すとおり設備増設、接続変更

が続いている中、網使用料化した場合、他事業者の利

用中止が各事業者に影響し、予見性が大きく損なわれ

る。（経過措置の継続は）新規参入事業者の意見の排

除を是認するものとの意見があるが、新規参入を考慮

するなら、他事業者の状況による予見性のない費用影

響こそが参入障壁になる懸念が高い。 

考え方29 

 

○ IPoEのゲートウェイルータの利用中止費の扱いに

ついては、網使用料化後も「当分の間」の措置として

網改造料に準ずる扱いが認められていますが（平成

30年電気通信事業法施行規則等の一部を改正する

省令附則第6項）、これまでも当協会が再三主張して

いる通り、あくまで過渡的な措置として例外的に許容

されているに過ぎないことに留意すべきです。トラフ

ィックが年々増大している今日、POIの増設・種別変

更・ポート数の変動は例外的なものではなく、日常的

○ 関門系ルータ交換機能（ＩＰｏＥ方式で接続する場

合）（以下、ＧＷＲといいます）は省令改正（平成３０

年総務省令第６号）を踏まえて、網改造料から網使

用料に変更したものですが、当該機能の利用が始ま

ったときからの前提である、利用を停止したことに伴

う費用を当該事業者に個別負担いただくという方法

を変更すると、接続事業者への影響が大きいことか

ら、従前どおりの負担方法とする必要があるため、毎

年度附則第６項の規定に基づく附則許可を頂いてき

○ 本件接続料は、網使用料として設定

する形が原則です。 

○ 経過措置を維持すべき特段の事情

があるかについては、ＮＴＴ東日本・

西日本による単県ＰＯＩの増設が落ち

着くものと想定される令和７年を目途

に、御意見の観点も踏まえつつ、改め

て関係事業者の意見を踏まえて検討

することが適当と考えます。 

無 
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な作業と考えられるべきであり、接続料の算定等に

関する研究会第六次報告書において、「単県POIの

増設が続く間は継続するものと想定される」とされた

ような事情は既に存在しないと考えます。 

○ 特に、今回の申請においては、NTT西日本エリア

において全府県に単県POIの増設が完了したことが

明らかになりました。今回申請があったIPoEのゲート

ウェイルータの接続料については、附則６項に基づ

く許可申請を不許可とし、速やかに本則通り計算す

べきです。 

○ 原則に戻すための議論をせず、既存のVNE事業

者のすべてが同意していることをもって法令の本則

から外れた取扱いを認めることは、公正・公平に利用

できるはずの指定設備の接続料の算定方法が、一

部の当事者の意向のみによってねじ曲げられ、新規

参入事業者の意見が排除されていることを是認する

ものです。これは指定設備制度の趣旨・公正競争の

観点から大きな問題であり、このような機会に経過措

置を打ち切らなければならないと考えます。 

○ なお、昨年度の接続料改定時のパブリックコメント

において、IPoE協議会殿は「きちんとしたデータや正

確な情報に基づいたエビデンスベースの議論が行

われることを要望」しており、当協会もこの点に同意

します。しかし、網使用料として取り扱うべきことにつ

いて既に結論されている以上、データに基づいて自

らの主張を立証する責任があるのは、本則と異なる

取扱いをすべきと主張する側にあることに留意する

べきです。同様に、NTT東西殿が「現行の算定方法

により生じる問題や見直しの必要性について明らか

になっていない」と言う点についても、検討の視座が

誤っていると考えます。 

（一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会） 

たところです。 

○ 「接続料の算定等に関する研究会」第六次報告書

においても、「各社の戦略に応じてＰＯＩの利用形態

が多様化している変動期において、原則（網使用料

での算定）に戻すことは、ＶＮＥ事業者の経営に与え

る影響が大きく、現時点において直ちに原則に戻す

ことは適当ではない」との考え方が示されておりま

す。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ また、同報告書において「令和７年を目途に、改め

て利用中止費の経過措置を維持すべき事情がある

かについて本研究会において検討」と示されている

ことに加え、令和７年４月以降に４箇所の単県ＰＯＩの

設置を予定しており、単県POIへの接続形態の変更

はVNE事業者各社で引き続き発生している状況であ

ることから、今般2024年度に適用する接続料の申請

を行っております。 

（ＮＴＴ東日本） 

○ また、同報告書において「令和７年を目途に、改め

て利用中止費の経過措置を維持すべき事情がある

かについて本研究会において検討」と示されている

ことに加え、単県POIへの接続形態の変更はVNE事

業者各社で引き続き発生している状況であることか

ら、今般2024年度に適用する接続料の申請を行っ

ております。 

（ＮＴＴ西日本） 

○ ゲートウェイルータの費用負担については、「接続

料の算定等に関する研究会」第六次報告書におい

ても、「各社の戦略に応じてＰＯＩの利用形態が多様

化している変動期において、原則（網使用料での算

定）に戻すことは、ＶＮＥ事業者の経営に与える影響

○ ＮＴＴ東日本・西日本及びＶＮＥ事業

者等においては、将来的には利用中

止費の扱いが原則に戻ることを念頭

に置き、必要な対応を検討していくこ

とが適当と考えます。 

○ なお、令和７年度を目途とする議論

においては、「利用中止費の経過措

置を維持すべき事情があるか」につい

て検討するものであり、そのような事情

が存在することの挙証責任はＶＮＥ事

業者側にあります。ただし、現状の取

扱いについては、「既存のＶＮＥ事業

者の全てが同意していることをもって」

決しているものではなく、接続研にお

ける所要の議論を踏まえたものであ

り、当面の間の経過措置である限りに

おいて、法令の規定・趣旨に照らして

も適切なものと考えます。 
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が大きく、現時点において直ちに原則に戻すことは

適当ではない」との考え方が示されている。またNTT

東西の県POIの分割が完了したとしても、トラヒック増

が継続している場合、各VNE毎の設備増強にともな

う設備変更も継続するため、VNE 事業者の経営に

与える影響も軽減することにはならないことに留意す

べきである。 

○ 同じく、同研究会第六次報告書の考え方に記載の

通り「令和７年を目途に、改めて利用中止費の経過

措置を維持すべき事情があるかについて本研究会

において検討」されるものと考えており、2025年に向

けて原則に戻す状況にあるかについては定性的な

主張ではなく、データに基づく議論が必要である。

改めて、当協議会は 2023年6月から行っているデ

ータ公開URLは以下の通り。 
（IPoE接続 統計情報：https://ipoe-c.jp/about/statistics.html）  

○ 上記のデータが示す通り、現在でもNTT東西の設

備増設、および各社との接続変更が続いている中

で、利用中止費を要望した事業者が個別に負担す

るのではなく接続料原価に算入することとした場合、

他社の利用中止が予期できない費用負担増として

各事業者に影響することとなり、事業予見性が大きく

損なわれることになる。 

○ 「指定設備の接続料の算定方法が、一部の当事者

の意向のみによってねじ曲げられ、新規参入事業者

の意見が排除されていることを是認するもの」という

意見があるが、IPoE方式への今後の新規事業者の

参入を考慮すると、上記の他社状況による予見性の

ない費用影響こそが参入障壁となる懸念がある。 

（一般社団法人ＩＰｏＥ協議会） 

意見30 

● 本則どおりの取扱いとすることで生じる「不利益」は

不当なものではなく、ＧＷＲについては、各事業者が

再意見30 

■ 附則６項許可に関する意見（再意見29同旨）。 

■ 利用中止費を原価に算入した場合、新たに接続した

考え方30 
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利用した期間に比例した接続料を支払うのが公平。 

● 現行の経過措置は新規参入の障壁になるが、廃止し

ても、他事業者に不当な負担を強いることはない。逆

に、利用中止した事業者に装置本体の未償却残高を

負担させるのは、当該事業者の負担で残りの事業者

の負担を軽減させることになり不当。 

● 網改造料の算定方式では、装置を転用できる場合に

は未償却残高の支払いを要しないとされているが、Ｎ

ＴＴ東日本・西日本による転用可否判断の基準が明ら

かではないため、接続事業者が予測困難な事情で利

用中止費が変わることが問題。ＮＴＴ東日本・西日本に

おいては、明確に考え方を示すべき。 

事業者にも費用負担を求めることとなり、当該事業者

の負担が増大する可能性。受益者負担の観点では、

利用中止に係る費用は利用していた事業者が負担す

る方が適切とも考えることができ、現行の設定方法が

不当とは言い難い。 

■ 装置の転用について、装置の有効利用の観点から、

これまでも可能な限りその装置の再利用を実施。ただ

し、個別の装置の転用可否については、個々に異なる

事情のものを一律で示すことは困難。 

○ 法令の本則どおりの取扱いとすることによって生じ

る「不利益」は不当なものではなく、既存事業者にお

いて受忍すべきものです。本則どおり、IPoEのゲート

ウェイルータについては、各事業者が利用した期間

に比例した接続料を支払うことにするのが公平で

す。 

○ IPoEのゲートウェイルータの利用ポート数は今後も

増えることが見込まれますし、そもそも複数の事業者

が共用することを前提にして設置された装置である

ので、退出した事業者があっても装置の転用は容易

です。現行の経過措置は新規参入の障壁になりま

すが、これを廃止して本則に戻しても、他の事業者

に不当な負担を強いることはありません。逆に、装置

本体は事業者共有設備であることを前提とすれば、

利用中止した事業者に装置本体の未償却残高を負

担させるのは、利用中止した事業者の負担で残りの

事業者の負担を軽減させることになり、不当であると

考えます。 

○ また、網改造料の算定方式では、装置を転用でき

る場合には未償却残高の支払いを要しないとされて

いるものの、NTT東西による転用可否判断の基準が

○ ＧＷＲは省令改正（平成３０年総務省令第６号）を

踏まえて、網改造料から網使用料に変更したもので

すが、当該機能の利用が始まったときからの前提で

ある、利用を停止したことに伴う費用を当該事業者

に個別負担いただくという方法を変更すると、接続事

業者への影響が大きいことから、従前どおりの負担

方法とする必要があるため、毎年度附則第６項の規

定に基づく附則許可を頂いてきたところです。 

○ 接続料の負担方法の公平性については、仮に日

本インターネットプロバイダー協会殿（以下、ＪＡＩＰＡ

殿といいます）のご要望の通り、利用中止を要望した

事業者が利用中止費を個別に負担するのではなく、

当該利用中止費を接続料原価に算入した場合、新

たに接続を開始した事業者にもその費用負担を求

めることとなるため、新たに接続を開始する事業者の

負担が増大する可能性もあります。そのため、受益

者負担の観点においては、利用中止に係る費用は

装置を利用していた事業者でご負担いただく方が適

切であるとも考えることができ、現行の設定方法が不

当とは言い難いと考えます。 

○ また、装置の転用について、当社は装置の有効活

○ ＩＰｏＥ方式のゲートウェイルータにつ

いては、考え方29のとおりです。 

○ ＪＡＩＰＡ意見後段で指摘されている

網改造料の算定方法については、ま

ずはＮＴＴ東日本・西日本において、

個々の事例における判断の根拠等

を、接続事業者等の求めに応じて適

切に説明し、運用の透明化を図って

いくことが適当と考えます。  

無 
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明らかではないため、接続事業者が予測困難な事

情で利用中止費が変わることも現行の算定方式の

問題です。NTT東西殿においては、明確に考え方を

示すべきです。 

（一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会） 

用の観点等から、これまでも可能な限りその装置の

再利用を行っております。ただし、個別の装置の転

用可否については、その装置の利用経過年数等の

利用状況やネットワークの構成等様々な要因により

決定されるものであり、個々に異なる事情のものを一

律でお示しすることは困難です。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

意見31 

● 東京ＰＯＩの更改について、単に接続当事者の要望で

こうなったという説明では不十分であり、基本的な接続

機能の管理運営の在り方として不透明。利用中止費の

按分方法も含めて、「合意」の内容を公表すべきであ

り、公表を経過措置期間中のルールとすべき。 

● 利用中止費の按分方法に関する「別段の合意」は、

無際限に認められるものではなく、合意の合理性につ

いて十分な説明がされるべき。 

再意見31 

■ 現に接続している接続事業者からの要望を踏まえな

がら、今後の利用ポート数を予測、検討した結果、より

大容量の設備を設置する方法では今後の需要への対

応が困難になると想定されること及び需要の拡大に伴

い複数のＰＯＩを同一の装置に収容した場合、故障時

の利用者への影響が大きいことが想定されること等を

総合的に勘案し、本更改方法に基づく接続料を申請。 

■ 利用中止費の負担方法は、接続研での議論等に基

づき、当面の間は従前通りの負担方法とする整理がさ

れていることを踏まえ、接続約款の規定に基づき、現

に接続している者の合意事項を基に対応。 

考え方31 

 

○ 今回の東京POIの更改においては、これまでの更

改とは異なり、装置を増設してそれぞれで異なるPOI

の機能を担うという対応がなされていますが、単に接

続当事者の要望でこうなったという説明では不十分

であり、「基本的な接続機能」の管理運営の在り方と

して不透明であると考えます。利用中止費をどのよう

なロジックで按分したのかも含めて、どのような「合

意」が行われたのか公表すべきであり、公表すること

を経過措置期間中のルールとするべきです。 

○ また、利用中止費の按分方法に関する「別段の合

意」については、ゲートウェイルータが「基本的な接

続機能」である以上、無際限に認められるものでは

○ 今般の東日本集約・東京ＰＯＩのＧＷＲの更改方法

について、現に当該ＰＯＩにおいてＩＰｏＥ接続を行

い、接続料をご負担いただいている接続事業者様か

らのご要望を踏まえながら、今後利用されるポート数

を予測し検討した結果、より大容量の設備を設置す

る方法での更改では今後の需要に対応することが困

難になると想定されること及び需要の拡大に伴い複

数のＰＯＩを同一の装置に収容した場合、故障時等

のお客様への影響が大きくなることが想定されること

等を総合的に勘案し、本更改方法に基づく接続料を

申請したものとなります。 

○ 利用中止費の負担方法については、「接続料の算

定等に関する研究会」でのこれまでの議論等に基づ

○ 経過措置において認められているの

は、利用中止費を請求することを前提

とした接続料の算定・請求等であり、Ｉ

ＰｏＥ方式のゲートウェイルータが基本

的な接続機能たる性質を失っている

わけではないと承知しています。 

○ したがって、ＮＴＴ東日本・西日本に

おいては、そのことを前提に、当該機

能を適切かつ透明に運営し、現に当

該設備に接続していない接続事業者

等も含め、その方針を適切に説明す

ることが適当と考えます。 

○ また、更改時に接続事業者間で「別

無 
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なく、その合意の合理性については、十分な説明が

なされるべきです。 

（一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会） 

き、当面の間は利用中止費について従前通りの負

担方法とする旨の整理がなされていることを踏まえ、

接続約款の規定に基づき、現に接続料をご負担い

ただく事業者様の合意事項を基に対応しておりま

す。 

（ＮＴＴ東日本） 

段の合意」が成立した場合には、透明

性の観点から必要な範囲で、その概

要について、今後も接続約款認可プ

ロセス等を通じて明らかになることが

適当と考えます。 

意見32 

● ＧＷＲの接続料の算定方法については、接続研報告

書のとおり、令和７年を目途に検討されると考えてい

る。定性的な主張ではなく、データに基づく議論が必要

であり、当協議会は自主的に情報を公開している。 

● 現在もゲートウェイルータの増設・増強が続いている

中、原則に戻した場合、他事業者の利用中止により事

業予見性が大きく損なわれる懸念。新規参入に当たっ

ても同様の懸念。 

再意見32 

● ＧＷＲの網使用料化は既に結論が出ている問題であ

り、経過措置が設けられているに過ぎない。経過措置

の継続を求めるなら、求める側が、経過措置の必要性

を主張・立証する必要があるが、意見提出者の開示情

報は経過措置解消時の具体的な損失を示さない。意

見提出者の主張は経過措置の事実上の恒久化を求め

るものであり、接続研の方向性と全く相容れない。 

● トラヒックの増加局面ではポートの再利用は容易で

あり、網使用料化に何の支障もない。接続料は実績に

基づく精算を制度上包含しており、他事業者の利用状

況に応じた接続料の変化は通常起こりうる。また、本

則に戻るのも容易に予見可能であり「予見性を損なう」

という主張は妥当ではない。 

● 附則６項許可は不許可とすべき。少なくとも、今回接

続料が設定される設備では必ず不許可とすべき。 

考え方32 

 

○ 接続料の算定等に関する研究会 第六次報告書

の考え方に記載の通り「令和７年を目途に、改めて

利用中止費の経過措置を維持すべき事情があるか

について本研究会において検討」されるものと考え

ており、2025 年に向けて原則に戻す状況にあるかど

うかは定性的な主張ではなく、データに基づく議論

が必要である。当協議会は 2023 年 6 月から自主的

に情報公開を行っている。 

○ 2024 年 10 月にもゲートウェイルータの更改が行わ

れ、また、NTT 東西による POI 増設・増強が続いて

○ IPoE協議会殿は、IPoE方式のゲートウェイルータ

の利用中止費の扱いについて、「2025年に向けて原

則に戻す状況にあるかどうかは定性的な主張ではな

く、データに基づく議論が必要である。当協議会は

2023年6月から自主的に情報公開を行っている。」と

主張されます。 

○ しかしながら、IPoEのゲートウェイルータを網使用

料で取り扱うことは、省令改正ですでに結論の出て

いる問題であり、改正時点で設備を利用中の当事者

の負担に激変が生じないことに配慮して一定の経過

○ 考え方29前段のとおりです。 

○ なお、議論に資する定量的な情報を

業界団体が公表することは、オープン

な議論を進めるために有益であると考

えます。 

無 
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いることに伴い、POI 毎の接続 VNE 事業者数・接続

VNE 利用ポート数の変動も続くことになる。 

○ 現在でもゲートウェイルータの増設・増強が続いて

いる中で、利用中止費を原則に戻した場合に、他事

業者の利用中止により事業者の事業予見性が大きく

損なわれるという懸念は依然として残っている。ま

た、新規事業者が参入にするにあたっても同様の事

業予見性に関する懸念が発生する。 

（一般社団法人ＩＰｏＥ協議会） 

措置が設けられているにすぎません。省令改正から

6年が経過し、公正な競争の促進のために、本来早

期に経過措置を解消しなければならないにもかかわ

らず、経過措置の継続を求めるのであれば、それを

求める側において、経過措置がどうしても必要である

という理由を主張・立証する必要があります。IPoE協

議会殿が2023年6月に始めたとされる情報開示は、

回線契約数、利用ISP数、ポート数という外形的な数

値を開示するのみで、経過措置を解消したときに生

じる具体的な損失を示すものではありません。 

○ 今後もトラヒックが増加することはIPoE協議会殿も

想定しており（2023年度接続料改定に際して行われ

た意見募集でのIPoE協議会殿意見では、10年間で

トラヒックが30倍になるとの予測を引用しています

(*1)）、その上で、IPoE協議会殿はトラヒックが増加す

る間の経過措置の継続を要望しています。IPoE協議

会殿が主張されることは、過渡的な扱いにすぎない

経過措置の事実上の恒久化を求めているものに他

ならず、研究会第六次報告書で示された経過措置

の解消の方向性とも全く相いれないものです。 

○ すでに当協会が指摘している通り、トラヒックの増加

局面では、一部の事業者がポートの利用を終了して

も、他の事業者が再利用することが容易であるため、

基本的な接続機能として月々の網使用料でコストを

まかなうことに何の支障もありません。 

○ IPoE協議会殿は、VNE事業者の予見性について

種々主張されますが、そもそも接続料が実績に基づ

く精算の仕組みを制度の一部として包含する制度で

あり、他の事業者の利用状況に応じて接続料が変わ

ること自体は、原価ベースの負担である以上は通常

起こり得ることと考えられています。 

○ また、経過措置による特例である以上、本則に戻る

ことも容易に予見可能なのですから、法令の本則に
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戻ることをもって「予見性を損なう」とするのは、妥当

な主張とは思われません。 

○ 上記のことから、今回の3条許可申請は不許可に

すべきです。少なくとも、今回設備の更改・新設によ

り新たに接続料が設定される設備については、必ず

不許可にすべきです。 

(*1)2023年1月21日から2月20日にかけて行われた意見募集での、IPoE

協議会意見「経済産業省・総務省による『デジタルインフラ（DC等）整

備に関する有識者会合中間とりまとめ』においては、将来のトラフィッ

ク予測として2021年5月時点の24Tbpsに対して、2031年5月時点では

760Tbpsと今後10年で30倍に増加すると予測されています。（ https:/

/www.meti.go.jp/press/2021/01/20220117001/20220117001-2.pd

f）」 

（一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会） 

意見33 

● ＰＰＰｏＥ方式の併存は重要。ＮＴＴ東日本・西日本の

責任は確認されるべきだが、現在のＰＰＰｏＥ方式の増

設基準を適正化することが必要。 

● セッションベースの増設基準を当面の間、継続する

のであれば、①１セッション毎トラヒックの状況を踏ま

えた増設基準の緩和や、②10G網終端装置における

地域事業者向け特例の設定のような見直しにより、増

設の状況を少しでも適正化すべき。 

再意見33 

■ 増設基準は円滑なインターネット接続を実現する見

地から定めており、インターネットトラヒック増加への対

応として、様々な取組を進めてきたところ、取組を踏ま

えた帯域使用率の改善状況を確認してきた。現状の帯

域使用率を踏まえれば、現行の増設基準には一定の

合理性があり、直ちに見直す必要はない。 

■ インターネットトラヒックが増大する中、今後も引き続

き安価で快適なインターネット接続を利用いただくた

め、当社だけでなくＩＳＰでも全体として効率的な網の構

築に取り組む必要。 

■ 今後も、インターネット接続全体の状況等を踏まえ、

事業者毎のトラヒックや増設申込状況等を確認した上

で、接続ＩＳＰと継続して協議し、更なる増設基準の見

直しの必要性を検討する。 

■ 意見提出者の指摘する10Ｇ網終端装置の地域事業

者向けメニューについては、既に実施済み。 

考え方33 

 

○ NGNにおけるIPoEシフトは更に進んでいるとみられ

ますが、現状、中堅・地域事業者にとってはローミン

グ以外の方法でのIPoE方式の利用は困難であり、ま

○ 当社は網終端装置の増設判断に用いる増設基準

について、円滑なインターネット接続を実現する見地

から定めており、インターネットトラヒックの増加への

○ PPPoE方式の網終端装置の増設基

準については、総務省の要請（※）を

踏まえ、接続約款において、「円滑な

無 
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た、利用者の環境や使い方によってはPPPoE方式で

ないと使えない機能もあることから、PPPoE方式の併

存は重要です。 

○ そもそも、輻輳が生じないようにNGNの設備を増強

することはNTT東西殿の責任であることについては、

再度確認されるべきですが、少なくとも、PPPoE方式

とIPoE方式の利用条件は同等であるべきことからし

ても、現在のPPPoE方式の増設基準を適正化するこ

とが必要です。 

○ 現状、適正化のために本来必要なトラヒックベース

への見直しについての議論が進んでいない状況で

あり、当協会としては今後も議論に協力していく考え

です。その上で、セッションベースの増設基準を当

面の間、継続するのであれば、以下のような見直し

により、中堅・地域事業者も含め、増設の状況を少し

でも適正化すべきです。 

① １セッション毎トラヒックの状況を踏まえた増設基

準の緩和（なぜ、トラヒックが増え続けている現状

で、増設基準を緩和しないのか、明確な説明が必

要です。） 

② フレッツ光クロスの提供エリア拡大が進む中、

10G網終端装置においても地域事業者向け特例

の設定 

（一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会） 

対応として、これまでも増設基準セッション数の見直

しや「地域事業者向けメニュー」及び１０Ｇｂｉｔ／ｓイン

タフェースに対応した網終端装置の提供など、様々

な取り組みを進めてきたところで、これらの取組みを

踏まえて網終端装置を流れるトラヒックについて、帯

域使用率の改善状況を確認してきたところです。 

○ 現状の帯域使用率の状況を踏まえれば、当社とし

ては現行の増設基準には一定の合理性があるもの

と考えており、直ちに見直しが必要な状況にはない

と考えております。 

○ 当社としては、インターネットトラヒックが増大する

中、今後も引き続きお客様に安価で快適なインター

ネット接続をご利用いただくためには、当社だけでは

なくＩＳＰ事業者様も含め、全体として効率的なネット

ワークの構築に取り組む必要があると考えます。 

○ 今後もＰＰＰｏＥ方式・ＩＰｏＥ方式各々の動向等を含

むインターネット接続全体の状況を踏まえ、網終端

装置を流れるＩＳＰ事業者様毎のトラヒックの状況や、

ＩＳＰ事業者様からの増設申込状況等の個別状況を

確認した上で、当社と接続するＩＳＰ事業者様と継続

して協議の上、そのお困り事を伺いながら、更なる増

設基準の見直しの必要性について検討していく考え

です。 

○ また、ＪＡＩＰＡ殿がご指摘する「10G網終端装置に

おいても地域事業者向け特例の設定」については

2020年の10G網終端装置の提供開始時点より既に

実施済みであり、2022年にもＪＡＩＰＡ殿と協議の上、

台数制限に係る適用条件の見直しをしてきた認識で

す。引き続き当社と接続するＩＳＰ事業者様と協議の

上、そのお困り事を伺いながら見直しの必要性につ

いて検討していく考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

インターネット接続を実現する見地か

ら別に定める」ものとされており、ＮＴＴ

東日本・西日本においては、この観点

から増設基準を適切に定める必要が

あります。 

○ 現在、接続研においては、ＰＰＰｏＥ

方式の輻輳に係る所要のデータの提

出があった場合には、そのデータ等を

踏まえて議論を継続することとされて

いると承知しており、この進め方を踏ま

え、総務省及び関係事業者において

は増設基準に係る議論を進めていく

ことが適当と考えます。 

※ 第一種指定電気通信設備との接続に関して

講ずべき措置について（インターネット接続関

連事項）」（平成30年２月26日総基料第33号） 
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（２）光ＩＰ電話接続機能に係る乖離額 

意見34 

● ＮＴＴ東日本における光ＩＰ電話接続機能の乖離額は

令和４年度までに12%以上のプラスであり、一層のコス

ト削減に努めていただきたい。 

● 乖離額調整を行う場合、接続料の一時的な大幅な変

動を避けるため、乖離額を複数年に分ける等の対応

が必要。 

● 乖離額の調整について同旨意見（１者） 

再意見34 

■ 当然の経営努力として効率化・費用削減に取り組ん

でいるが、今回の光ＩＰ電話接続機能の乖離は、電気

料の高騰・設備量の見込み差によるものと認識。 

■ 当期の乖離は次期で調整する考えだが、その実施

に当たり接続事業者に過度な負担が生じる場合、複数

年度に分けて調整する等の必要な対応を検討する。 

● 賛同意見（３者）。 

● 乖離額の複数年度への分割を検討いただきたい。自

己資本利益率は省令上上限として規定されている趣

旨を踏まえ、報酬の枠内で増加したコストを吸収し、で

きない分のみ調整する方法も検討いただきたい。 

考え方34 

 

○ NGN の接続料は 3 年 9 ヶ月(2021 年 4 月～2024

年 12 月)の複数年度の将来原価方式により算定され

ており、ＮＴＴ東日本殿における光 IP 電話接続機能

の接続料原価は 7,721 百万円（３年９ヵ月の接続料

原価の合計を単年度相当に換算した値）となってお

ります。将来原価方式による見込値と実績収入及び

実績費用の乖離の状況については、ＮＴＴ東日本殿

の説明によると、2021～2022 年度の 2 年間で 931 百

万円のプラスの乖離額が生じていることから、光 IP

電話接続機能の接続料原価に対し既に 12%以上の

プラスの乖離となっている状況のため、ＮＴＴ東日本

殿においては一層のコスト削減に努めていただきた

いと考えます。 

○ また、2025 年 1 月以降に乖離額調整を実施する場

合、接続料の一時的な大幅な変動を避けるため、乖

離額を複数年に分けて申請する等の対応が必要と

考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

○ 当社は当然の経営努力として効率化及び費用削

減に継続的に取り組んでいるところですが、今回ご

提示した光IP電話接続機能における見込値と実績

収入及び実績原価の乖離については、主に電気料

の高騰や設備量の見込み差による影響によるものと

認識しております。 

○ なお、現行接続料の設定期間（令和３年４月から令

和６年１２月までの３年９か月間）の乖離額について

は、令和７年以降の次期接続料にて調整する考えで

すが、乖離額調整の実施にあたり、接続事業者様へ

の過度な負担が生じる場合においては、複数年度

に分けて調整する等の必要な対応を検討する考え

です。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 左記意見のとおり、光IP電話接続機能は、令和３

年4月から令和6年12月までの３年9か月間の将来原

価方式により算定され、現行算定期間中に生じた実

績収入と実績原価の差分（乖離額）は、次期算定期

○  ソフトバンク意見の前段について

は、ＮＴＴ東日本・西日本において、

引き続き費用削減・効率化に努めるこ

とが適当と考えます。 

○ なお、「ＩＰ網への移行の段階を踏ま

えた接続制度の在り方 ～ＩＰ網への

移行完了を見据えた接続制度の整備

に向けて～」（令和３年９月１日情報通

信審議会答申）では、「ＩＰ網へ移行後

は、…ＮＴＴ東日本・西日本がＮＧＮ

の効率化努力を怠った場合には、実

際費用方式により算定される接続料

原価が、適正な水準から逸脱していく

可能性も否定できない」として「毎年

度、実際の加入者回線の種別に対応

したＩＰ-ＬＲＩＣモデル等により適切に

算定されたベンチマーク値との比較を

行い、ＮＴＴ東日本・西日本による効

率化努力をモニタリングしていくことが

無 
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＜光IP電話接続機能に係る乖離額調整について＞ 

○ 光IP電話接続機能の接続料については、令和3年

4月から令和6年12月までの３年9か月間の将来原価

方式により算定され、現行算定期間中に生じた実績

収入と実績原価の差分（乖離額）は、次期算定期間

（IP網への移行後）で調整されることとなります。 

○ NTT東・西殿の説明によると、令和3年度から令和4

年度の乖離額として、既に累計でNTT東殿において

＋931百万円、NTT西殿において▲380百万円発生

しており、更に令和６年12月までの１年9か月分の乖

離額が追加される見込みです。これを次期算定期間

において単年度の接続料で調整すると、接続料の

大幅な変動が起こることが想定されることから、乖離

額を複数年度に分けて調整いただく等の対応を要

望いたします。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

間（IP 網への移行後）で調整されることとなります。

NTT東日本においては、令和3年度から令和4年度

の２年間で、既に累計で＋931 百万円の乖離額が

生じていることから、更なる費用削減と、複数年度に

分けての乖離額調整の対応を要望いたします。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ 令和3年度から令和6年12月までに生じた光IP電話

接続機能に係る実績収入と実績原価の差分(乖離

額)について、KDDI殿の『これを次期算定期間にお

いて単年度の接続料で調整すると、接続料の大幅

な変動が起こることが想定されることから、乖離額を

複数年度に分けて調整いただく等の対応を要望』と

の意見に賛同します。 

（ソフトバンク株式会社） 

○ 乖離額を複数年度に分けて調整する意見につい

てぜひ検討していただきたいと存じます。 

○ また、自己資本比率については、第一種指定電気

通信設備接続料規則（平成12年郵政省令第64号）

第 12 条第３項において「期待自己資本利益率の

過去三年間（リスク（略）の低い金融商品の平均金利

が、主要企業平均自己資本利益率に比して高い年

度を除く。）の低い金融商品の平均金利の平均値又

は主要企業の平均自己資本利益率の過去五年間

の平均値のいずれか低い方を上限とした合理的な

値とする」とされているものの、実際には当該上限そ

のものの値が恒常的に採用されています。「合理的

な値」と規定されている趣旨に鑑み、算出されている

報酬額の枠内で増加したコストを吸収していただくこ

ととし、吸収できない分についてのみ乖離額調整を

採用する方法も検討いただきたいと存じます。 

（楽天モバイル株式会社） 

必要」とされており、総務省において

はこれを適切に行っていくことになると

承知しています。 

○ ソフトバンク意見の後段及びＫＤＤＩ

意見については、「調整額制度に起

因する接続料の急激な変動の抑制措

置について」（平成25年７月30日総務

省総合通信基盤局）に基づきＮＴＴ東

日本・西日本において対応を検討す

ることが適当と考えますが、まずはそ

の検討の前提として、ＮＴＴ東日本・西

日本においては乖離額の原因等につ

いて分析・説明を進めていくことが適

当と考えます。 

○ 楽天モバイル再意見後段について

は、光ＩＰ電話接続機能は第２号将来

原価方式により算定されており、乖離

額調整が接続料規則上、認められて

いるものです。したがって、接続料規

則第14条の２の規定に基づく接続料

の水準の調整を行う等の特段の事情

がある場合を除き、乖離額調整を行う

場合でも、特定の機能のみを利用す

る接続事業者間での公平性を確保す

るために、報酬率は指定電気通信設

備全体で同一とすることが適当と考え

ます。 
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（３）その他 

意見35 

● 義務コロケーションにおける自前工事の要件は必要

以上に厳しい。また、自前工事の要件について、接続

約款に具体的に規定して認可を受けるべき。 

再意見35 

■ 自前工事では、作業誤り等による影響が当社・他事

業者に波及することから、工事の金額・規模によらず

元請の条件を設けており、その条件は、平成12年の電

気通信審議会答申を踏まえている。 

■ 経営事項審査の評点は、公共工事の入札参加基準

での利用を参考に当社でも採用しており、当社の発注

先はいずれもこの基準を満たしている。一般的な中小

企業の定義に該当する社も多数満たしている。 

■ 通信用建物内の全設備に影響を及ぼすおそれがあ

る工程では、当該工程の施工実績を確認しているが、

当社と同規模の設備の工事の実績を条件としているも

のではない。他事業者でも類似設備の工事があると考

えており、新規参入を阻害しない。 

考え方35 

 

＜要旨＞ 

○ 今回の料金改定には義務的コロケーションに係る

自前工事が可能であるという前提がある．この自前

工事の要件は必要以上に厳しいのではないか． 

＜詳細＞ 

○ 地域会社は第９５条の３で「当社の業務遂行上支

障があるときを除いて，その自前工事の申込みを承

諾」すると約款に定めている． 

○ では，このルールは実際のところどのように運用さ

れているのか．図１にその要件を示した． 

○ 義務コロケーションに係る事業者様設備の設置ス

ペース外における自前工事では、作業誤り等による

影響が、当社や当該事業者以外の事業者様の通信

設備等へも波及しうることから、金額や工事規模に

拠らず元請負工事会社について条件を設けている

ところです。 

○ 元請負工事会社の選定基準については、「電気通

信審議会「平成１２年５月22日付け諮問第１２号」に

対する平成１２年８月３１日付答申の考え方２５及び２

６」で示された考え方を踏まえ、安全性を担保するた

めの工事業者の客観的な選定基準を予め公表する

とともに、その選定基準についても、当社が工事又

は保守する場合よりも厳しい基準とはしておりませ

ん。 

○ また、当社が選定基準として用いている「建設業法

における経営事項審査の評点」は、建設業者の経営

状況や技術的能力等の客観的事項を評価する基準

○ 義務コロケーションにおける自前工

事の要件については、「通信用建物

等への接続事業者の設備設置（コロ

ケーション）等に関して講ずべき措置

について」（平成12年９月19日郵電業

第3074号の２）において、「接続事業

者の設備のみに関する工事又は保守

については制限を加えないこととし、

貴社（※）の設備との接続工事につい

てはそれを受注可能と貴社が考える

客観的な条件を予め公表すること」

「接続事業者による工事又は保守に

関して、貴社（※）自らの工事又は保

守の場合よりも厳しい安全性の基準を

課さないこと」とされているところであ

り、これを踏まえてＮＴＴ東日本・西日

本において定めることが適当と考えま

無 
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図１．自前工事実施可能な工事会社の基準 [1] 

○ NTT 東日本の通信用建物において指定業者によ

らない自前工事を行うためには、以下の２要件のい

ずれかが必要であるとされている。 

① 建設業法における電気通信工事業の許可を受

けており、かつ建設業法における経営事項審査を

受け、最新の評点が 1,000 点以上を有する会社で

あること。 

② 当社又は当社より業務をアウトソーシングしてお

り、現に業務委託している会社であること。 

加えて，重要な設備については ③当該工程の施

工実績のある会社（当該工程の実績とは、当社の設

備工事又は、当社と類似設備の工事実績）であるこ

とが必要とされている． 

まず、①の電気通信工事業の許可について、例

えば５００万円を超えない軽微な作業については不

要ではないか．経営点数 1,000 点という基準は一般

的な電気通信工事（高々１０～１００万円程度）に対

しては過剰に厳しい基準ではないか． 

次に、②の取引実績について、これはすなわち現

在取引のある”NTT グループ”の会社しかコロケーシ

ョンに関する工事を受けられないことを意味するので

として公共工事の入札参加資格基準に用いられて

いることを参考に、当社においても元請負工事会社

を客観的に審査するための選定基準として採用して

いるところです。その上で、当社が自ら工事を発注し

ている元請負工事会社は、いずれも「建設業法にお

ける電気通信工事業の許可を受けており、かつ建設

業法における経営事項審査を受け、最新の評点が

１，０００点以上を有する会社である」との当該基準を

満たしており、最新の評点が１，０００点以上を有する

企業の中には、一般的な中小企業の定義（従業員

数300名以下等）に該当する企業も多数存在するこ

とから、過剰に厳しい基準にはなっておらず、安全

性を担保するための適切な基準であると考えます。

なお、当社が現在工事を委託している工事業者しか

義務コロケーションに係る工事を受託することができ

ないとのご意見をいただいておりますが、同基準を

満たす工事業者であれば、当社が業務委託してい

るか否かにかかわらず、元請負工事会社として選定

いただくことが可能です。 

○ なお、建物内の全設備に影響を及ぼすおそれが

ある工程については、当該工程の施工実績があり、

当社でその施工実績を確認した会社を条件としてお

りますが、当該工程とは共通信号線、通信電力工

事、クロック線等に係る工事を指し、設備の規模が当

社と同規模であることを条件とするものではないた

め、当社以外の電気通信事業者等においても類似

設備の工事は行われているものと考えており、当社

が業務委託している工事業者以外の工事業者に対

して新規参入を阻害するものではないと考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

す。意見で指摘されている点につい

ては、ＮＴＴ東日本・西日本の再意見

において説明されているとおりであり、

現時点で直ちに不適切と判断できる

点はありません。 
※ 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電

話株式会社 
○ 具体的な要件を接続約款に規定す

べき旨の意見については、そのことが

円滑な接続の実現のために必要と考

えられる場合には検討されるべきです

が、一般に接続に係る細目的事項に

ついて接続約款による委任を受けて

ＮＴＴ東日本・西日本が「別に定める」

ことは認められているところ、その定め

る内容が適切でないときは、行政指

導・業務改善命令等により是正できる

ものと考えられ、本件に関して、具体

的な規定を接続約款本体に明定すべ

き事情は、意見からは明らかではない

と考えます。 

○ なお、自前工事の要件は、通信建

設業界の競争促進の観点から検討す

る性質のものではないと考えますが、

意見の後段については、総務省にお

いて今後の情報通信政策の参考とす

ることが適当と考えます。 
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はないか．電気通信工事業への新規参入を阻害す

るのは公正競争の観点から良くないのではないか．  

最後に，③について「当社と類似設備」とあるが、

NGN のような巨大な設備を有しているのは NTT の

みであり、他社には類似設備が存在しない。コロケ

ーション工事への新規参入は事実上不可能なので

はないか． 

接続約款に，この具体的な要件①～③も併せて

記載すべきではないか． 

○ さて，指定業者による「工事」というのは、ざっくり図

２のような形で行われているということが広く知られて

いる。 

 
図２．工事の構造 

○ 例えば A 社という会社があって，自前工事自体は

技術・資本の面から問題なく遂行可能であったとして

も，なぜかこれは現実的に中小企業には達成不能

な条件によってやってはいけないことになっている。

その理由について「設置工事･保守事業者につい

て、電気通信設備等に支障が生じないようにする観

点からの必要最低限の限定」（ [2]p.14 イ③）と NTT

東日本は説明しているが、この基準は必要最低限と

はいえないのではないか．そこで，地域会社は，この

基準を明確に接続約款に記載し，その承認を受ける

ことが妥当とは考えられないだろうか． 
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○ 通信建設会社は、現に図３に示すように、名目上３

社に分かれてこそいるものの、その実態は NTT グル

ープによる独占的な人事支配によって成り立ってい

る。 

 
図３．通信建設業界は NTT グループが人事的に独

占支配している 

○ NTT グループが３JV（コムシス・ミライト・エクシオ）を

人事的に支配している可能性があり，支配的独占状

態となっている可能性がある。このような状況におい

て、NTT グループが、自ら支配する通信建設会社に

対して非常に有利となる義務コロケーションの自前

工事の要件を設定し、他社の自前工事を妨げること

は排除型私的独占にあたる可能性があって良くない

から，この自前工事の要件はホームページに書か

ず，明確に接続約款に盛り込むべきではないか．  

○ 第一種指定電気通信設備への接続工事にあたっ

ては事実上、NTT グループが提供する事業者が提

供する工事しか選択できない。これは議論の前提と

なる自前工事の要件が機能しているとは言えないの

ではないか．現に１９７８年から、地域会社発注の電

気通信工事の元請の新規参入が一切ないこともよく

知られている． 

○ 歴史的経緯を汲めば、電電公社２～４級認定事業

者に相当する事業者に対しても同様にその能力に
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応じて自前工事を認めることが必要かつ妥当であ

り，その要件を明確に接続約款に盛り込むことが妥

当ではないか． 

（Q Enterprise Systems株式会社） 

意見36 

●  コロケーションを行う場合のＰＯＩは（接続事業者の）

ラック等に引き込んだ光ファイバの先端とすべき。 

再意見36 

■ ＦＴＭを標準的な接続箇所とするＰＯＩでは、接続約款

の規定のとおり要望の構成を利用いただける認識。 

考え方36 

 

＜要旨＞ 

○ 加入光ファイバの接続料算出の前提となる責任分

界点は適切な場所に設定する必要がある．地域会

社の通信用建物でコロケーションを行う場合の責任

分界点は加入者光主配線盤ではなく，ラック等に引

き込んだ光ファイバの先端に設けるべきではない

か． 

＜詳細＞ 

○ 義務的コロケーションにおける自前工事サービス

へは，数十年もの間新規参入した工事業者が存在

しない．地域会社と相互接続する事業者（他事業

者）が，地域会社の通信用建物内で行う操作は「義

務的コロケーションで割り当てられた通信用建物内

のサーバラック等へ引き込まれた光ファイバの先端

（SCコネクタ等）を，事業者の機器へ挿す」ことだけで

ある． 

○ 加入者光主配線盤（FTM）を責任分界点とする運

用は他事業者の責任範囲が必要以上に広いのでは

ないだろうか．他事業者はFTM⇔ラック間の自前工

事を実施しておらず，ほとんどの場合で地域会社自

身がその工事を実施しているわけだから，実情に沿

って他事業者が実際に操作する光ファイバコネクタ

の近くに相互接続点を設けることも他事業者側の選

択肢として考慮すべきではないか． 

○ 義務コロケーションにおける、加入者光主配線盤を

標準的な接続箇所とする相互接続点は、接続約款

第5条(1)－３ 加入者光主配線盤に規定されている

通り、「通信用建物に設置される加入者光主配線盤

の他事業者様側端子」に加えて「加入者光主配線

盤と他事業者様の電気通信設備との間に光信号局

内伝送路を設置するときは他事業者様の電気通信

設備の当社側コネクタ」を設けており、現行の規定に

てご要望の構成をご利用いただける認識です。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 意見の意図するところは必ずしも明

らかではありませんが、ＮＴＴ東日本・

西日本の再意見のとおり、加入光ファ

イバのＦＴＭと接続事業者の電気通信

設備の間で局内光ファイバを利用す

る場合には、接続事業者の電気通信

設備のＮＴＴ東日本・西日本側コネク

タがＰＯＩとなる旨、現行接続約款に定

められています（ただし、端末回線線

端のＰＯＩを設置する場合には、接続

事業者がその場所を確保することを

要するものです。）。 

○ ＮＴＴ東日本・西日本においては、

接続事業者に対し、個々の状況に応

じて接続約款の規定等について必要

な説明を行うことが適当と考えます。 

無 
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○ 図４に現状の相互接続点（青丸）と，実用上便利な

相互接続点の位置（赤丸）を示した． 

 
図４．現状の相互接続点に加えて設けた方がよい相

互接続点の位置 

○ 青丸のPOIに加え，地域会社が通信用建物内の設

備を施工した場合にあっては，赤丸の箇所もPOIとし

て設定できるようにすることが，事業実態に照らし合

わせると妥当でないか． 

＜文献目録＞ 

[1] NTT東日本, “自前工事実施可能な工事会社の基準,” [オンライ

ン]. Available: https://www.ntt-east.co.jp/info-st/info_dsl/jimae.ht

ml. 

[2]公正取引委員会、総務省, “電気通信事業分野における競争の促進

に関する指針 p.11-14,” 23 12 2022. [オンライン]. Available: http

s://www.soumu.go.jp/main_content/000853162.pdf. 

（Q Enterprise Systems株式会社） 

意見37 

▲ 意見募集期間が30日未満の理由は何か。 

再意見37 

   

考え方37 
 

○ 本件の「意見提出が30日未満の場合その理由」は

何ですか？ 

（個人Ａ） 

- ○ 本件は行政手続法（平成５年法律第

88号）第２条第８号に規定する命令等

に該当するものではなく、任意の意見

募集として実施するものであるためで

す。 

無 

意見38 

▲ 集合住宅向け屋内配線について、液化石油ガスの

法規制同様に強い規制と違反時の制裁を課すべき。 

再意見38 

   

考え方38 
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○ LPG(液化石油ガス)が集合住宅オーナーとガス会

社が結託し消費者へのボッタクリ行為を行った結果

不当な料金を半世紀以上払わされ続けていた。これ

と同じ構造が集合住宅向け光回線及びCATVでも

横行している。 

○ LPGの屋内導管部分に当たる屋内配線の所有権

が不鮮明で明らかに数社の引き込みが可能な余裕

があるにも関わらず集合住宅オーナーが拒否や法

定義務でない点検で通信事業者の点検員が住宅に

上がり込み、点検員の業務でない付加サービスの押

し売り商法の元凶になっている。 

○ そういった不明瞭なグレーな行為は非効率な営業

コストがかかる、市場占有を助長する為、LPGの法規

制同様に強い規制と違反時の制裁を課すべき。 

○ LPガス料金 上乗せ禁止を2025年度から実施の方

針 経産省https://www3.nhk.or.jp/news/html/2023

1122/k10014266001000.html  

（個人Ｂ） 

- ○ 意見については、総務省において、

今後の情報通信政策の参考とするこ

とが適当と考えます。 

○ なお、本諮問との関係においては、

ＮＴＴ東日本・西日本が設置する集合

住宅向け屋内配線については、第一

種指定電気通信設備ではないもの

の、「接続を円滑に行うために必要な

もの」（法第33条第４項第一号ホ）とし

て、利用料や利用手続が接続約款記

載事項とされているところであり、接続

事業者はこれによりＮＴＴ東日本・西

日本の構内配線を利用することが可

能となっていると承知しています。 

無 

意見39 再意見39 

▲ カーボンニュートラルを利用者・ＩＳＰに転嫁するの

は許しがたい。 

考え方39 

 

- ○ https://www.ntt-east.co.jp/gunma/news/detail/p

df/20240301.pdf 

上記のような取組。NTT自身がカーボンニュートラル

で自己満足するのは良いが、それを一般ユーザや

ISPのコロケーションに転嫁するのは許しがたい。 

（個人Ｆ） 

○ コロケーション電気料については、

適正原価・適正利潤の考え方により接

続事業者に請求されており、当該費

用が能率的な経営の下において生じ

たものであれば、「転嫁」することが認

められますが、通信用建物の電力調

達方法の変更等により電気料に大き

な変更が生じる場合には、接続事業

者の予見可能性確保の観点から、必

要に応じて接続事業者にも情報提供

を行うことが適当と考えます。 

無 
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意見40 再意見40 

▲ 通信インフラを売るようなことには反対。 

考え方40 
 

- ○ 通信インフラを売るようなことには反対いたします。 

（個人Ｃ） 

○ 意見については、総務省において、

今後の情報通信政策の参考とするこ

とが適当と考えます。 

無 

意見41 再意見41 

▲ 「事業者ＸのＩＰ網」とはマスクのＸか。 

▲ 表記の使い分けの意味が分からない。 

考え方41 

 

- ○ 概要資料58ページ「事業者ＸのＩＰ網」とはマスクの

Ｘか？ 

（個人Ｄ） 

○ 概要資料58ページの「事業者ＸのＩＰ網」とはマスク

のＸか？ 

○ 再意見公募要領1ページの「提出意見は必ず日本

語で記入してください。」が強調されている理由は？ 

であれば概要資料の「ディジタル」は「デジタル」と記

載するべきではないのか？ ディジタルは英語で、

デジタルは日本語ではないのか？ なぜディジタル

とデジタルの両方を使っているのか？ 

○ ディジタル デジタル 伝送 通信 

ＩＮＳネット1500 INS1500 トラヒック 通信量 

西暦表記 和暦表記 ガイドライン 指針 

表記の使い分けの意味が分からない。 

（個人Ｅ） 

○ 御指摘の「事業者Ｘ」については、

特定の電気通信事業者を意図するも

のではないと承知しています。 

○ また、意見募集及び再意見募集に

おいては、「行政手続法第６章に定め

る意見公募手続等の運用について」

（平成18年３月20日総管第139号）を

踏まえ、日本語での意見提出をお願

いしています。 

○ なお、御指摘の「表記の使い分け」

については、概要資料等では、総務

省において法令や接続約款上の規定

も踏まえつつ、分かりやすさの観点か

ら必要に応じて字句を整理しているも

のと承知しています。また、意見募集

における提出意見では、原則として、

提出意見の表記で公表しています。 

無 

意見42 再意見42 

▲ 電話加入権を国民に返せ。公衆電話料金は高い。 

考え方42 
 

- ○ 民営化するなら電話加入権を国民に返せ 

貧乏人は公衆電話を使えというなら,公衆電話の

通話料は高すぎる 以上 

（個人Ｇ） 

○ 本意見は、総務省において、今後の

情報通信政策の参考とすることが適

当と考えます。 

無 

以上 
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00

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の
第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更の

認可申請に関する説明
（令和６年度の接続料の改定等）

① 令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等

② 実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等

令和６年１月
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11接続約款の変更認可申請に係る申請日等

１．申請者

東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」という。）
代表取締役社長 澁谷 直樹

西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。）
代表取締役社長 森林 正彰

（以下「ＮＴＴ東日本」及び「ＮＴＴ西日本」を｢ＮＴＴ東日本・西日本｣という。）

２．申請年月日

令和６年１月16日(火)

３．主旨

例年の会計整理・再計算の結果等を踏まえ、
① 令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等
② 実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等
を行うため、接続約款の変更を行うもの。

４．実施予定期日

認可後、令和６年４月１日（月）より適用
※マイラインの廃止に係る規定の変更等については、令和６年３月１日以降ＮＴＴ東日本・西日本の準備が整った日に実施
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22接続約款の変更認可申請の全体像

接続料改定等に際して必要となる行政手続 主な接続料の算定方法・期間

接続約款変更の認可（電気通信事業法第33条第２項）
接続料規則第３条(※)に基づく

許可等
R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度

【今次申請】実績原価方式に基づく接続料の改定等
（ドライカッパ、メタル専用線の接続料、工事費・手続費 等）

・特設公衆電話に係る費用の扱い

・IPoEのＧＷルータの利用中止費 等

【未申請】LRIC方式に基づく接続料の改定等
（加入電話・メタルＩＰ電話の接続料 等）

・ワイヤレス固定電話の接続料 等

【今次申請】加入光ファイバに係る接続料の改定等
（シェアドアクセス方式、シングルスター方式の接続料 等）

・乖離額調整 等

【改定なし】ＮＧＮに係る接続料の改定等
（光ＩＰ電話の接続料、ＩＰｏＥ方式に係る県間接続料 等）

-

※ 接続料は、第一種指定電気通信設備接続料規則（以下「接続料規則」という。）に定める方法により算定された原価及び利潤に照らし公正妥当なものであることが求められるが、「特
別の理由」がある場合には、接続料規則第３条ただし書の規定に基づき、総務大臣の許可を受けて別の算定方法を採用することが可能（３条許可）。

実績
原価

接続約款の認可申請に併せて行われる報告 ・接続料と利用者料金の関係の検証（スタックテスト）

○ 今回、実際費用方式（実績原価方式及び将来原価方式）に基づく令和６年度の接続料の改定等について申請があったもの。

○ 長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式に基づく加入電話・メタルＩＰ電話接続機能等の令和６年度の接続料の改定等については、２月目処にＮＴ
Ｔ東日本・西日本から申請がある予定。

実績
原価

実績
原価

LRICLRIC LRIC

将来原価（３年）
将来原価
（３年）

（県内等）将来原価
（３年９ヶ月）

（10Gb/sインタフェース）
将来原価（５年）

（県間）将来原価
（１年７ヶ月）

IP網への
移行完了
（R６.12）
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主な変更内容
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① 令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P.５ ～ 12）

②実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等 （P. 14 ～ 16）

③その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請、スタックテスト、自己資本利益率） （P. 18 ～ 25）

①令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 28 ～ 31）

②実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等 （P. 33 ～ 44）

③加入光ファイバの未利用芯線について（P. 46 ～ 56）

主な変更内容 （P.５～ 25）

その他の変更・報告内容等 （P. 28 ～ 65）

参考資料 （P. 58 ～ 71）
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シェアドアクセス方式※１

ＮＴＴ局舎から局外スプリッタまでの光ファイバに係るコストを需要（光ファイバの総芯線数）で除して算定。

シングルスター方式

ＮＴＴ局舎から集合住宅等の終端盤までの光ファイバに係るコストを需要（光ファイバの総芯線数）で除して算定。

※１ シェアドアクセス方式に係る光ファイバのコストについては、シングルスター方式における光ファイバの総コストのうち、引込線（分岐端末回線）以外の部分を算定。
※２ 主配線盤（ＦＴＭ）の１芯当たり単価は、シングルスター方式、シェアドアクセス方式ともに、ＦＴＭに係るコストを、ＦＴＭを使用する光ファイバの総芯線数で除して算定。
※３ 接続約款上は、シェアドアクセス方式は主端末回線のほか局外スプリッタ、施設設置負担加算料を含んだ額を接続料として規定。シングルスター方式の接続料は、契約時に施設設
置負担金を一括して支払うサービス（ＩＮＳネット1500、高速ディジタル伝送サービス）においても適用されるため、施設設置負担加算料と加入光ファイバの接続料を別々に規定。

加入光ファイバ接続料の将来原価方式での算定範囲

ＮＴＴ局舎

ケーブル 電柱

主配線盤
（ＦＴＭ）

屋外
キャビネット 局外スプリッタ（８分岐）

【実績原価方式】 ＮＴＴ局舎

クロージャ
電柱 主配線盤

（ＦＴＭ）

加入光ファイバ
(分岐端末回線)

戸建住宅等

集合住宅
モバイル基地局 等

加入光ファイバ
(主端末回線)

シングルスター方式

シェアドアクセス方式

加入光ファイバ
(シングルスター方式)

光屋内配線

ONU

光コンセント

【赤字・赤線が将来原価方式での算定範囲】

施設設置負担加算料

施設設置負担加算料
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6加入光ファイバの接続料の推移

○ 加入光ファイバについては、今後も新規かつ相当の需要を見込まれるサービスであること及び接続事業者の予見性を確保する必要があ
ることから、令和５年度の接続料の改定（令和５年５月26日諮問、７月31日答申・認可）において、令和５年度から令和７年度までの３年間について年
度ごとのコストと需要を予測して算定する将来原価方式（第１号将来原価方式）により算定され、認可済み。

○ 今回、当該認可済接続料について、３条許可に基づいて乖離額調整を行い、令和４年度の収入と接続料原価の差額に係る見込み値と実
績値の差額を接続料原価に加えて再算定したところ、令和６年度の適用接続料は、認可済接続料から＋31円～＋43円程度上昇。

●ＮＴＴ東日本
（シングルスター方式）
●ＮＴＴ西日本
（シングルスター方式）
※点線は各算定期間当初申請
における申請接続料

■ＮＴＴ東日本（シェアドアクセス方式）
■ＮＴＴ西日本（シェアドアクセス方式）
※点線は各算定期間当初申請における申請接続料

前々算定期間
（平成28年度～令和元年度）

前算定期間
（令和２年度～令和４年度）

今次算定期間
（令和５年度～令和７年度）

（+35円）
（+218円）

（▲142円）

（▲166円）

（+46円）

令和元年度適用接続料については、乖
離額調整のほか、同年度期首に行った
光ファイバの耐用年数の見直しを反映
したもの。

1,730円
（▲66円）

1,746円
（▲61円）

2,148円
（▲60円）

2,245円
（▲61円）

シェアドアクセス シングルスター

ＮＴＴ
東日本

1,774円→1,812円
（対認可済+38円）

2,165円→2,208円
（対認可済+43円）

ＮＴＴ
西日本

1,765円→1,796円
（対認可済+31円）

2,267円→2,306円
（対認可済+39円）

（かっこ内は対前年度増減）

2,675円

2,490円

2,278円

1,802円

1,769円

1,656円

1,476円

1,779円

1,812円

3,163円

2,953円

2,764円

2,256円

2,244円

2,153円

1,942円

2,162円 2,208円

2,679円

2,553円

2,360円

1,794円

1,758円

1,617円 1,510円

1,773円

1,796円

3,302円

3,159円

2,978円

2,372円

2,361円

2,195円

2,053円

2,271円
2,306円

1,200円

1,300円

1,400円

1,500円

1,600円

1,700円

1,800円

1,900円

2,000円

2,100円

2,200円

2,300円

2,400円

2,500円

2,600円

2,700円

2,800円

2,900円

3,000円

3,100円

3,200円

3,300円

3,400円

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

（▲11円）

（▲606円）

（▲181円）

（▲143円）

（+220円）

（▲211円）（▲91円）

（▲12円）

（▲508円）

（▲189円）

（▲210円）

（+33円）

（+303円）

（▲180円）

（▲113円）

（▲33円）

（▲476円）

（▲212円）

（▲185円）

（+23円）

（+263円）（▲107円）
（▲141円）

（▲36円）

（▲566円）

（▲193円）

（▲126円）

（▲268円）

（▲254円）

（▲185円）

（▲51円）
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7加入光ファイバの接続料に係る乖離額調整の概要

○ 接続料規則においては、第１号将来原価方式による接続料算定で生じた調整額については０と規定（第12条の２第１項）とされており、現行
制度上、実績費用と実績収入の差額（乖離額）を接続料原価に算入することは、原則として認められていない。

○ しかし、前算定期間における加入光ファイバ接続料については、３条許可（令和２年３月26日付け総基料第68号）により、（第１号将来原価方式で算定されて
いるものの）特例的に各年度における乖離額を翌々年度以降の接続料原価に算入することが認められている（※１）。

○ 今回、令和５年度の接続料の改定等において見込収入と見込原価の差額（見込差額）を調整済である令和４年度について、実績収入・
実績原価が確定したため、実績収入と実績原価の差額（実績差額）と見込差額の差分の全額を令和６年度の接続料原価に算入する旨の
３条許可申請が行われている（令和６年１月16日付け東相制第000200000223号及び相制第155500000196号）。

○ 令和４年度の実績差額は、見込差額と比較して、収入においてはほとんど差分が生じなかったものの、接続料原価において、

・ 設備管理運営費については、ＮＴＴ東日本・西日本双方において費用の効率化等による負の差分があった一方で、特にＮＴＴ東日
本において道路占用料（※２）の上昇等のコストの増加があり、ＮＴＴ東日本で＋11億円、ＮＴＴ西日本で＋１億円の差分

・ 報酬においては、国債利回りの上昇による自己資本利益率及び他人資本利子率の上昇等の影響により、ＮＴＴ東日本で＋８億円、
ＮＴＴ西日本で＋14億円の差分

が生じており、合計すると、ＮＴＴ東日本で＋21億円、ＮＴＴ西日本で＋15億円の正の差分が生じている。

○ 本乖離額を令和６年度予測芯線数（ＮＴＴ東日本：461万芯線、ＮＴＴ西日本：371万芯線）で除した額が令和６年度接続料に反映される。

※１ 現算定期間（令和５年度から令和７年度まで）においても同様の３条許可（令和５年７月31日付け総基料第161号）が行われているが、現算定期間に係る乖離額の調整が
行われるのは、早くとも令和７年度の接続料の改定等となる。

※２ 道路法（昭和27年法律第180号）第39条の規定に基づき、道路の占用につき道路管理者が徴収するもの。ＮＴＴ東日本・西日本においては電柱・管路・とう道等の設置の
ため道路を占有。

ＮＴＴ東日本

予測収入・原価
913億円

ＮＴＴ西日本

予測収入・原価
746億円

見込収入 893億円（－20）

見込原価 910億円（－４）

｜

＝ 見込差額 ＋16億円

見込収入 724億円（－22）

見込原価 782億円（＋36）

｜

＝ 見込差額 ＋59億円

実績収入 893億円（－20）

実績原価 930億円（＋17）

｜

＝ 実績差額 ＋37億円

実績収入 724億円（－22）

実績原価 797億円（＋51）

｜

＝ 実績差額 ＋74億円

実績見込間差分 ＋21億円

実績見込間差分 ＋15億円

（設備管理運営費＋１億円、報酬＋14億円）

（設備管理運営費＋11億円、報酬＋８億円）

【Ｒ２改定時】

【Ｒ２改定時】

【Ｒ５改定時に算入】

【Ｒ５改定時に算入】
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8加入光ファイバ接続料に係るコスト効率化・削減の取組

○ 「加入光ファイバに係る接続制度の在り方について」（平成27年９月14日情報通信審議会答申）を踏まえ、ＮＴＴ東日本・西日本において、接続
料の低廉化に向け①企業努力による更なる効率化・費用削減、②償却方法の定額法への移行、③コスト把握の精緻化を進め、前々算定期
間（平成28年度から令和元年度）でＮＴＴ東日本では630億円、ＮＴＴ西日本では537億円削減。

〇 令和２年度の接続料改定において、令和２年度から令和４年度までにおいても、平成30年度のコスト実績をもとに、更なるコスト効率
化・削減に取り組むこととし、固定資産の増加はあるものの、施設保全費等の効率化、後年度費用の軽減施策（設備補修の前倒し）等を
行い、これらの取組による原価低廉化の効果を接続料にも反映したところ。

○ その後、令和３年度の接続料改定の際の審議会の考え方を踏まえて、総務省からＮＴＴ東日本・西日本に対し、令和２年度から令和４
年度までの費用や投資の効率化の実施内容、効果等について、各年度の会計実績が取りまとまる年度において、遅くとも各報告年度の次
年度の接続約款の変更認可申請を行うまでに報告することを要請（令和３年５月28日付け総基料第124号 ※１）。今般の申請に合わせて、令和４年
度には、ＮＴＴ東日本で▲176億円、ＮＴＴ西日本で▲194億円の費用削減があった旨、報告があった。

○ なお、前回報告以降、令和４年度の接続料改定の際の審議会の考え方（令和４年３月28日情報通信行政・郵政行政審議会答申）を踏まえて、電気通信事業
会計規則に定める業務区分毎の費目に分計して報告がなされている。

■費用削減等に係る取組（Ｒ４）

①企業努力による更なる効率化・費用
削減
• 局内・局外・お客様宅内の業務複合化に
よる生産性向上による効率化

• 保守業務の内製化の推進による作業委託
費の削減

• 請負工事会社とのシステム連携強化によ
る開通業務・施工管理業務の効率化

• 光開通支援業務、故障受付業務、工事の
設計業務の広域集約による作業委託費
の削減

• 電柱・土木等設備の点検方法の見直し等
による作業委託費の削減 等

②加入光ファイバの耐用年数見直し
（令和元年度に行った見直しによる効果）

■費用削減実績（Ｒ２～Ｒ４）

費用削減等に係る
取組の影響額（※２）

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

①企業努力による更な
る効率化・費用削減

▲62 ▲57
（＋５）

▲75
（▲18）

▲75 ▲57
（＋18）

▲81
（▲24）

施設保全費 - ▲50 ▲67 - ▲65 ▲85

管理・共通費 - ▲６ ▲９ - ＋５ ＋２（※３）

試験研究費 - ▲１ ＋１（※３） - ＋３ ＋３（※３）

②光ファイバの耐用年
数見直し

▲113 ▲110
（＋３）

▲101
（＋９）

▲123 ▲119
（＋４）

▲113
（＋６）

合計
▲175 ▲167

（＋８）
▲176
（▲９）

▲198 ▲176
（＋22）

▲194
（▲18）

※１ 今次算定期間（令和５年度から令和７年度まで）についても、将来原価方式に基づく令和５年度の接続料の改定等に際し同旨の要請を実施（令和５年７月31日付け総基料第162号）。
※２ 費用削減の取組を行わなかった場合に想定される各年度の設備管理運営費（平成30年度の設備管理運営費に取得固定資産価額の伸び率を乗じることで推計）との差額。
※３ 管理・共通費（ＮＴＴ西日本のみ）については「業務の全体最適化を志向した本社への業務移管・業務統合等を進めたことによる一時的費用の増加」、試験研究費については「当年度取得固定資産価額比
で配賦しているところ、光ファイバ関連とそれ以外で当年度取得固定資産価額の程度に差分が生じていること」により、「結果的に費用が増加した」との報告があった。

（単位：億円、かっこ内は対前年度差、枠内が今次申請に合わせて報告があったもの）
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9シェアドアクセス方式に係る接続料（令和６年度申請接続料）

局外スプリッタ(8分岐)
ＮＴＴ局舎
収容ビル

クロージャ
電柱 ＦＴＭ

戸建住宅等

ONU

光コンセント

○ ＮＴＴ東日本・西日本が設置する加入光ファイバ（シェアドアクセス方式）の各種設備（光屋内配線から主端末回線まで）を、他の電
気通信事業者が接続ルールに従って利用する場合に支払うべき接続料は、次のとおり。

〇 光信号主端末回線は芯線単位で利用するため、芯線の収容率が上がると１収容あたりの接続料負担が低減していく構造となっている。

〇 例えば、主端末回線に１芯線あたり４ユーザ収容した場合には、ＮＴＴ東日本ではユーザ当たり1,059円、ＮＴＴ西日本では1,179円で
ＮＴＴ局舎からユーザ宅までのシェアドアクセス方式の接続が利用可能。

光屋内配線加算額※２ 光信号分岐端末回線※３ 回線管理運営費 光信号主端末回線

ＮＴＴ東日本
196円(189円)

/分岐端末回線

367円（328円）

/分岐端末回線

43円（37円）

/分岐端末回線

1,812円（1,779円）

/主端末回線

ＮＴＴ西日本
187円（179円）

/分岐端末回線

468円（444円）

/分岐端末回線

75円（81円）

/分岐端末回線

1,796円（1,773円）

/主端末回線

※１ 光屋内配線加算額、光信号分岐端末回線、回線管理運営費は実績原価方式により算定。光信号主端末回線は将来原価方式により算定。
※２ 光屋内配線加算額は、引込線と一体として設置される場合にのみ適用される。
※３ ＮＴＴ東日本・西日本の屋内配線を引込線と一体として設置する場合に適用される分岐端末回線の接続料。
※４ 括弧内は令和５年度適用接続料。

収容数 1 2 3 4 5 6 7 8

ＮＴＴ東日本 2,418円 1,512円 1,210円 1,059円 968円 908円 865円 833円

ＮＴＴ西日本 2,526円 1,628円 1,329円 1,179円 1,089円 1,029円 987円 955円

収容数ごとの１収容（ユーザ）あたり接続料

接続事業者網
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1,986 

1,909 

1,812 

1,527 1,513 

1,401 1,283 
1,444 

1,512 1,479 

1,317 1,287 

1,243 

1,077 

1,070 

987 
914 

999 
1,059 1,043 

2,074 2,026 

1,955 

1,658 
1,646 

1,504 

1,421 

1,591 
1,628 

1,595 

1,404 
1,387 

1,365 

1,210 1,207 

1,099 
1,044 

1,147 1,179 1,163 

900

1,100

1,300

1,500

1,700

1,900

2,100

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

（▲14）

（▲112）
（▲118）

（+161）
（+68）

（▲30）

（▲44）

（▲166）
（▲7）

（▲83）

（▲73）
（+85）

（+60）

（▲71）

（▲297）
（▲12）

（▲142）

（▲83）

（+170） （+37）

（▲17）
（▲22）

（▲155） （▲３）

（▲108）
（▲55）

（+103） （+32）

（▲33）

（▲16）

（▲33）

（▲16）

（参考）シェアドアクセス方式に係る接続料の推移

○ 接続事業者が１ユーザに対してサービスを提供する際に負担する接続料（※１）について、例えば主端末回線に１芯線当たり２ユーザ又
は４ユーザ収容した場合の負担額は、令和６年度において、乖離額調整等の影響により令和５年度と比較して上昇。

○ １芯線のユーザ収容数について、ＮＴＴ東日本・西日本以外の接続事業者全体の回線収容数を平均すると、ＮＴＴ東日本エリアでは

、ＮＴＴ西日本エリアでは となっている（※２）。また、ＮＴＴ東日本・西日本自身における回線収容数については、それ
ぞれ （ＮＴＴ東日本）、 （ＮＴＴ西日本）となっている（※２）。

※１ 「光信号主端末回線」（１回線の料金を各収容数で除したもの）、「光信号分岐端末回線」、「回線管理運営費」、「光屋内配線加算額」の合計額。

※２ 回線収容数については、「加入光ファイバに係る接続制度の在り方に関して講ずべき措置について（要請）」（平成27年９月18日付け総基料第176号）に基づく接続事業者毎の
利用芯線数の報告の最新（令和５年３月末）の報告値。

２収容 ２収容

４収容 ４収容

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

※ 令和７年度における光屋内配線加算額、光信号分岐端末回線、回線管理運営費は令和６年度の申請料金を横置き。

（▲77）

（▲97）

（▲285）

（▲48）

赤枠内委員限り
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11（参考）１芯線あたりのユーザ収容数の推移

0
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収
容
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岐
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回
線
数
（
回
線
）

1

2015年9月 2016年3月 2016年9月 2017年3月 2017年9月 2018年3月 2018年9月 2019年3月 2019年9月 2020年3月 2020年9月 2021年3月 2021年9月 2022年3月 2022年9月 2023年3月

収
容
率

分
岐
端
末
回
線
数
（
回
線
）

NTT東西 KDDI SNC NTT東西（収容率） KDDI（収容率） SNC（収容率） エリア合計収容率

接続事業者毎の分岐端末回線数・収容率の推移（ＮＴＴ東日本）

接続事業者毎の分岐端末回線数・収容率の推移（ＮＴＴ西日本）

出典：「加入光ファイバに係る接続制度の在り方に関して講ずべき措置について（要請）」（平成27年９月18日付け総基料第176号）に基づく接続事業者毎の利用芯線数

赤枠内委員限り
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※１ 平日昼間以外に分岐端末回線の設置工事を行うことを希望する場合については個別の負担を要する（光信号分岐端末回線設置等加算工事費）。 ※２ 屋外キャビネットの利用がない場合は不要。
※３ 調査により当該工事に係る作業委託費を把握し算定。 ※４ その他、利用事業者の変更がなく、光コンセントの位置を移動するために必要な工事を行う場合の工事費（工事費(27)-2 イ）が設定。

光屋内配線工事費（光屋内配線を新たに設置する場合） 屋外キャビネット
設置工事費（※２、３）

光信号分岐端末回線
接続工事費（※３）作業費 物品費

ＮＴＴ東日本 14,882円（14,556円）/件 12,566円（12,420円）/件 2,316円（2,136円）/件 1,326円（1,280円）/件 4,885円（4,708円）/件

ＮＴＴ西日本 14,386円（14,108円）/件 12.040円（11,946円）/件 2,346円（2,162円）/件 1,377円（1,366円）/件 4,339円（4,238円）/件

（参考）シェアドアクセス方式に係る工事費

○ シェアドアクセス方式の加入光ファイバの利用に際しては、ＮＴＴ東日本・西日本が種々の工事を行う必要があるが、主端末回線・分
岐端末回線の設置工事に係るコストについては、それぞれの網使用料に含まれている（※１）。

○ そのため、主端末回線・分岐端末回線以外の設備に係る工事費についてのみ個別の負担を要することとなるが、分岐端末回線を新設す
る際の主要な工事費については、労務費・物件費・作業委託費の上昇により、令和６年度においてはいずれも上昇。

屋外
キャビネット

局外スプリッタ（８分岐）

ＮＴＴ局舎

クロージャ

電柱
主配線盤
（ＦＴＭ）

加入光ファイバ
(分岐端末回線)

戸建住宅等

加入光ファイバ
(主端末回線)

■ シェアドアクセス方式に係る令和６年度工事費

光屋内配線

ONU

光コンセント

（いずれも平日昼間の場合。かっこ内は令和５年度工事費。）

光屋内配線工事費 屋外キャビネット設置工事費 光信号分岐端末回線
接続工事費

既存の光屋内回線を転用する場合については、作業内容及び必要な物品に応じて、低廉な工事費が設定されている（※４）。

光コンセントも含めて転用できる場合 光コンセントを新設する必要がある場合

ＮＴＴ東日本 933円（開通試験を実施しない場合）5,876円（実施する場合） 4,840円

ＮＴＴ西日本 4,324円（回線終端装置の撤去を同時に行う場合）6,265円（行わない場合） 5,335円（回線終端装置の撤去を同時に行う場合）7,275円（行わない場合）
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① 令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P.５ ～ 12）

②実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等 （P. 14 ～ 16）

③その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請、スタックテスト、自己資本利益率） （P. 18 ～ 25）

①令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 28 ～ 31）

②実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等 （P. 33 ～ 44）

③加入光ファイバの未利用芯線について（P. 46 ～ 56）

主な変更内容 （P.５～ 25）

その他の変更・報告内容等 （P. 28 ～ 65）

参考資料 （P. 58 ～ 71）
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1,272 

1,298 

1,357 
1,328 

1,280 

1,438 

1,629 

1,586 

1,485 

1,459 

1,572 
1,543 

1,557 

1,717 

1,343 
1,354 

1,391 
1,369 

1,334 

1,453 

1,598 

1,605 

1,466 

1,522 
1,540 1,539 

1,574 

1,696 

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

1,800

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

(＋3.8%) (▲0.1%)

(▲1.8%)

(＋0.9%)

(＋2.3%)
(＋7.8%)

(＋10.3%)

ドライカッパの接続料の推移

○ ドライカッパ接続料の算定における需要であるメタルサービス（加入電話・直収電話やＤＳＬサービス等）に係る回線数は、光サービス等への
需要移行等により継続的に減少。

○ 今回の改定案におけるドライカッパの令和６年度接続料について、ＮＴＴ東日本・西日本とも、費用の効率化等による接続料原価の
減少はあったものの、需要の減少トレンドが継続している中で、令和５年度と比べて上昇。

○ ＮＴＴ東日本においては、令和４年度における道路占用料の値上がり等の影響を受け、接続料原価の減少が鈍化。

（単位：円／回線・月）

(＋13.3%)

(＋10.0%)

(＋8.9%)

(＋12.3%)

(▲2.6%)

(▲3.6%)

(▲1.6%)

(▲2.1%)

(＋2.7%)

(＋4.5%)

(＋0.8%)

(＋2.0%)

(▲2.6%)

(＋0.4%)

※１ 回線管理運営費を含む。
※２ 各年度の４月１日時点での適用料金（令和６年度接続料は現在申請中のもの）。
※３ 災害特別損失を接続料原価（本資料では報酬（利潤）を含む。以下同じ。）に算入したのは、ＮＴＴ東日本の平成24年度から平成26年度までの接続料（東日本大震災に起因する災害特別損失。平成25年度接続料については、災害特別損失の
一部を控除して算定し、控除された額と同額を平成26年度接続料に加算）及びＮＴＴ西日本の平成30年度の接続料（平成28年熊本地震に起因する災害特別損失）。

(▲6.4%)

(▲8.7%)
(▲1.8%)

(＋1.2%)

(＋7.7%)

●ＮＴＴ東日本
●ＮＴＴ西日本
※点線は調整額加算前の１芯あたりコスト
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線
）
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円
）

設備管理運営費（減価償却費を除く。） 減価償却費 報酬 回線数

1,555 
1,472 

1,387 
1,282 1,226 1,165 1,131 1,079 1,023 963 
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回
線
）

原
価
（
億
円
）

設備管理運営費（減価償却費を除く。） 減価償却費 報酬 回線数

ドライカッパの接続料に係る需要及び原価

○ ドライカッパ接続料については、加入者回線設備のうち、ドライカッパとして利用することができる「メタル設備のみを用いる加入
者回線」のコスト等を基礎として算定される（※１）ところ、当該加入者回線に係る需要及び原価については、次のとおり。

○ メタルサービスの需要の減少やそれに伴う設備の効率化等により、令和４年度においては、平成25年度と比較すると、
・ 需要については、ＮＴＴ東日本・西日本それぞれ▲51％の減少
・ 原価については、ＮＴＴ東日本で▲36％、ＮＴＴ西日本で▲41％の減少 となっている。

メタル設備のみを用いる加入者回線の原価・需要
（ＮＴＴ東日本）

メタル設備のみを用いる加入者回線の原価・需要
（ＮＴＴ西日本）

2,233 2,216
2,135

1,871

1,785

1,686

1,595

1,483
1,397

1,327

2,142
2,107 2,079

1,900

1,781

1,658
1,606

1,480
1,412

1,372

※１ メタル回線の接続料の算定においては、①その全区間がメタル設備のものと、②地下区間（上部区間）に光ファイバ設備を用いて局外ＲＴ（※２）に収容されているものにコストを分計した上で、①に含まれる未利用芯線コストのうち、
局外ＲＴ収容回線相当のもの（上部区間の未利用芯線コストを局外ＲＴ収容回線比で按分したもの）を除いた額をドライカッパ接続料の原価とし、その残額をメタル専用線（加入電話等に使用）接続料の原価としている。

※２ 遠隔収容装置（ＲＴ：Remote Terminal）は、複数のメタル回線を光ファイバに多重化し、局内設備に接続する装置。
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1616工事費・手続費

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

Ｒ６

申請

Ｒ５

適用

Ｒ６

申請

Ｒ５

適用

14,882円

（+326円）

14,556円

（+363円）

14,386円

（+278円）

14,108円

（+205円）

光屋内配線に係る工事費
（屋内配線を新設する場合）

○ ＮＴＴ東日本・西日本が行う接続に係る業務に関する工事費・手続費については、実績原価方式により毎年度改定。

○ 工事費・手続費の算定に用いる作業単金については、令和６年度において、労務費単金（※１）・物件費（開通工事・申込手続等において業務運
営上必要となる各種経費）の増加に伴い、ＮＴＴ東日本・西日本とも上昇した。

4,183 4,194 4,199 4,213 4,231 

899 906 907 902 948 

1,062 1,112 1,134 1,253 1,264 
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労務費単金 物件費 管理共通費 退職給与費・報酬・利益対応税

4,132 4,150 4,159 4,168 4,183 

975 979 982 1,000 1,048 

935 913 889 904 889 
7 11 11 1 1 

6,049 6,053 6,041 6,073 6,121 
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労務費単金 物件費 管理共通費 退職給与費・報酬・利益対応税

作業単金（ＮＴＴ東日本・平日昼間（※２）） 作業単金（ＮＴＴ西日本・平日昼間（※２） ）

※１ ＮＴＴ東日本・西日本の施設保全部門の労務費（超過勤務手当・雑給・退職給与金を除く。）について労務費削減率（実際の接続事業者向け作業の多くを子会社において実施することで効率化を図って
いる業務実態を反映し、退職・再雇用による労務費の削減を考慮するもの）を考慮した上で、当該部門における稼働要員数・年間実労働予定時間（225日×7.5時間）で除して算定。

※２ 平日昼間以外の作業単金については、平日昼間の労務費単金のうち基礎給与分にＮＴＴ東日本・西日本における労務費割増率（平日夜間：0.35 平日深夜：0.75 土日祝昼夜間：0.45 土日祝深夜：
0.85）を乗じた労務費単金を用いて算定。

■ 光屋内配線に係る工事費

・ 光屋内配線に係る工事費について、屋内配線を収容する配管の有無が作業時間に影響を与
えていることが想定される（平成26年度に実施した再計測。工事を行う建造物に屋内配線を収容するための配管が設
置されている場合は、設置されていない場合と比較して、作業時間が約１／３であることが判明。）ため、平成27年度の接続
料の改定等に係る審議会での議論を踏まえて、総務省は、毎年度配管の有無を調査し、その
結果に有意な差が認められる場合には接続料に反映するよう要請（平成27年３月31日付け総基料第63号）。

・ 今回、ＮＴＴ東日本・西日本において配管の有無を調査したところ、その比率は平成26年
度と令和４年度で有意な差が認められなかったことから、光屋内配線を新設する場合の作業
時間は、平成26年度再計測時と同等と設定。

・ 物品費及び作業単金の上昇により、ＮＴＴ東日本・西日本ともに当該工事費は上昇。 （１件あたり。かっこ内は対前年度増減額）104



1717

① 令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P.５ ～ 12）

②実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等 （P. 14 ～ 16）

③その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請、スタックテスト、自己資本利益率） （P. 18 ～ 25）

①令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 28 ～ 31）

②実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等 （P. 33 ～ 44）

③加入光ファイバの未利用芯線について（P. 46 ～ 56）

主な変更内容 （P.５～ 25）

その他の変更・報告内容等 （P. 28 ～ 65）

参考資料 （P. 58 ～ 71）
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1818

１．接続料規則第３条に基づく許可申請

項目
新規 /
継続

申請の概要

１
特設公衆電話に係る費用の扱い
【ＮＴＴ東日本・西日本】

継続
特設公衆電話に係る端末回線コスト等を公衆電話発信機能の接続料原価に含めて算定することを求め
るもの。

２
実績需要が無かった機能の接続
料の扱い【ＮＴＴ東日本】

継続

通信路設定伝送機能（高速ディジタル伝送に係るもの）の６．１４４Ｍｂｉｔ／ｓの符号伝送が可能
なものであって、エコノミークラスのもののうち、単位料金区域を跨ぐ場合の「専用線ノード装置～
専用線ノード装置伝送路」及び「専用線ノード装置～相互接続点伝送路」に係る接続料について、令
和４年度の実績需要が０となり、令和６年度接続料が算定できないため、令和５年度適用接続料にお
ける料金を準用することを求めるもの。

３
加入光ファイバに係る調整額の
扱い（令和４年度の乖離額の調
整）【ＮＴＴ東日本・西日本】

継続
加入光ファイバに係る接続機能（光信号端末回線伝送機能）について、令和４年度の収入と原価の差
額に係る見込値と実績値の差額を、令和６年度の接続料原価に算入することを求めるもの。

接続料規則第３条に基づく許可申請等の概要

２．電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令（平成30年総務省令第６号）附則第６項に基づく許可申請

項目
新規 /
継続

申請の概要

1
関門系ルータ交換機能の一部に
係る利用中止費の扱い
【ＮＴＴ東日本・西日本】

継続

第一種指定電気通信設備接続料規則第４条の表５の項に規定する関門系ルータ交換機能（ＩＰｏＥ方
式でインターネットへの接続を可能とする電気通信役務の提供に当たって用いられるものに限る。）
に係る接続料に相当する金額を当該機能の利用を停止した他の電気通信事業者から取得すると共に当
該年度に係る金額を当該年度の接続料から減額することを求めるもの。

○第一種指定電気通信設備接続料規則（平成12年郵政省令第64号）
（遵守義務）
第３条 事業者は、法定機能ごとの接続料に関してこの省令の定めるところによらなければならない。ただし、特別の理由がある場合には、総務大臣の許可を受けて、
この省令の規定によらないことができる。

○電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令（平成30年総務省令第６号）
附 則

（１～５ 略）
６ 事業者は、当分の間、総務大臣の許可を受けて、新接続料規則第四条の表五の項に規定する関門系ルータ交換機能（インターネットへの接続を可能とする電気通
信役務の提供に当たって用いられるものに限る。）に係る接続料に相当する金額を当該機能の利用を停止した他の電気通信事業者から取得することができる。
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1919ゲートウェイルータ（ＩＰｏＥ接続）の利用中止費の扱い

○ 関門系ルータ交換機能（ＩＰｏＥ方式で接続する場合）の接続料の算定方法は、接続料の算定に関する研究会「ＮＧＮのＩＳＰ接続
（PPPoEとIPoE）に関する当面の方向性」（平成30年２月公表）において

とされたため、電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令（平成30年総務省令第６号）により、網使用料として接続料を設定する機能とさ
れた。ただし、それ以前は網改造料として設定されていたことを踏まえ、経過的な特例措置として、当該省令の附則第６項に基づき、
当分の間、総務大臣の許可を受けて、当該機能の利用中止費について、利用を中止した事業者から取得することができる旨規定された
（これを踏まえ、平成30年度の接続料の改定等以降毎年度、ＮＴＴ東日本・西日本から当該許可申請が行われており、本申請で７度
目。）。

○ 令和４年の接続料の算定等に関する研究会において、経過的な特例措置の扱い等について関係事業者へのヒアリング等を行った結果、
同研究会第六次報告書（令和４年９月９日公表）において、次のとおりとりまとめられた。

■ 接続料の算定等に関する研究会 第六次報告書（第６章 ＮＧＮの関門系ルータ交換機能に係る諸課題の検討）の概要

・ ＮＴＴ東日本・西日本による単県ＰＯＩの増設が現在も続いている状況であり、それに伴い、ＶＮＥ事業者が利用するＰＯＩの種別やポート数も
変動しており、また、各社の戦略に応じてＰＯＩの利用形態が多様化している状況。このような変動期において、原則（網使用料での算定）に戻すこと
は、ＶＮＥ事業者の経営に与える影響が大きく、現時点において直ちに原則に戻すことは適当ではない。

・ これらの状況は、ＮＴＴ東日本・西日本による単県ＰＯＩの増設が続く間は継続するものと想定されるため、現時点において、当該増設が落ち着
くものと想定される2025年を目途に、改めて利用中止費の経過措置を維持すべき事情があるかについて研究会において検討し、特段の事情が認めら
れない限り、その時点で原則に戻すことが適当。

・ ＮＴＴ東日本・西日本及びＶＮＥ事業者においては、将来的に利用中止費の扱いが原則に戻ることを念頭に置き、必要な対応を検討していくこと
が求められる。

「NGNからインターネット接続する形態は、NGNの利用形態としても基本的なものであり、その中で、PPPoE方式であれ、IPoE方式であれ、イン
ターネット接続のための関門系ルータの機能の利用（間接利用を含む。）が多数の事業者により行われている現状から見ても、同機能は、通常求め
られるような接続形態を許容するため多くの接続事業者にとって備わっていることが必要となるような機能になっているものと考えられる」

網改造料（個別利用機能）
特定の事業者のみが利用する機能

事業者Ａ 事業者Ｂ 事業者Ｃ

網使用料（基本的な接続機能）
全事業者が利用する共通的・基本的な機能

ＮＴＴ
東日本・西日本

網使用料と網改造料
のイメージ

●利用中止時には、別途の費用
負担が発生。
（例：未償却残高、撤去工事費）

●利用中止時に別途の負担が求
められない。
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2020ゲートウェイルータ（ＩＰｏＥ接続）の利用中止費の扱い（東日本集約・東京ＰＯＩの更改）

○ 東京都に所在する東日本集約・東京ＰＯＩのゲートウェイルータ（以下「ＧＷルータ」という。）は、東日本集約ＰＯＩ（東日本全域を接続対象地域と
するＰＯＩ）及び東京ＰＯＩ（東京都を接続対象地域とするＰＯＩ）の双方において利用されているところ、令和６年10月頃に利用ポートが装置上
限（98ポート）に達する見込みであることを踏まえ、全てのＩＰｏＥ接続を行う接続事業者（ＶＮＥ事業者）から、合意の上で、

・ 新たに東京都にＧＷルータを設置し、当該装置を東京ＰＯＩとして利用するとともに、

・ 既存のＧＷルータを引き続き東日本集約ＰＯＩとして利用する

方式での対応の要望があった。これを受け、ＮＴＴ東日本は令和６年10月までに新たなＧＷルータを設置し、東京ＰＯＩを利用するＶ
ＮＥ事業者及びＮＴＴ東日本において順次移行工事を行う予定であり、東京ＰＯＩを利用するＶＮＥ事業者は、移行工事費のほか、既
存のＧＷルータに係る利用中止費（※１）を負担することとなる。

○ これまで、東日本集約ＰＯＩでの接続と東京ＰＯＩでのＩＰｏＥ接続については、同一のＧＷルータを利用していたため、同一の網
使用料が適用されていたが、本更改に伴い、別々の網使用料が設定されることとなる。

○ なお、本更改は、令和３年４月の東京ＰＯＩ等のＧＷルータの更改、令和４年６月の大阪ＰＯＩ等のＧＷルータの更改に続き、網使
用料化後３回目のＧＷルータ（ＩＰｏＥ接続）の更改。

※１ ＧＷルータについては、ＶＮＥ事業者間で共有している共通部分（筐体及びスロット等）と各ポートが専用する専有部分（パッケージ等）に区分されるところ、通常のポートの減設の場合には、専有部
分に係る費用のみを利用中止費として回収して、共通部分の費用は網使用料として回収しているが、本更改では、共通部分も含めて利用中止するため、共通部分に係る費用も利用中止費に加える。

※２ 網使用料等見込額については現時点での利用ポート数等の見込み値に基づく。

■ 東日本集約・東京ＰＯＩのＧＷルータの更改（増設）スケジュール（※２）

Ｒ５年度
Ｒ６年度

～８月 ９月 10月 11月 12月～

東日本集約ＰＯＩ
利用事業者

（網使用料等見込額）

東京ＰＯＩ
利用事業者

（網使用料等見込額）

既存のＧＷルータを利用

既存のＧＷルータを利用

新規のＧＷルータを利用

移行工事

（約16万円） （約16万円） （約28万円）

（約16万円） （約16万円） （約28万円）

（月の途中に移行した場合も日割せず月額を負担
（接続約款第64条第６項に基づき準用する第66条第１項））

（約27万円） （約18万円）

利用中止
（約56万円＋撤去工事費）

（接続約款第64条第６項に
基づき準用する第36条の２）
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2121（参考）単県ＰＯＩの設置状況

○ ＩＰｏＥ接続においては、
・ 全国集約ＰＯＩ：全国（ＮＴＴ東日本では東日本全域、ＮＴＴ西日本では西日本全域）を接続対象区域（カバーエリア）とする
・ ブロックＰＯＩ：複数の県域を接続対象区域（カバーエリア）とする
・ 単県ＰＯＩ：一の県域を接続対象区域（カバーエリア）とする
の３種類のＰＯＩがあり、ＩＰｏＥ接続を利用する接続事業者（ＶＮＥ事業者）はそれぞれの事業戦略等により接続するＰＯＩを選択可能。

○ 単県ＰＯＩではＮＧＮの県間通信用設備を用いずに接続することができるが、ＩＰｏＥ接続においては、特定の県域の利用者のみへの
サービス提供ができないため、東西それぞれの業務区域において、全国集約ＰＯＩ、ブロックＰＯＩ、単県ＰＯＩを組み合わせて全ての
県域と接続する必要がある（ＮＧＮの県間通信用設備を用いずにＩＰｏＥ接続を行おうとする場合、全県域の単県ＰＯＩで接続を行う必
要がある。）。

○ なお、令和６年１月現在においては、ＮＴＴ西日本において全県域に単県ＰＯＩが設置されているものの、ＮＴＴ東日本においては単
県ＰＯＩが設置されていない県域が存在し、ＮＧＮの県間通信用設備を用いずにＩＰｏＥ接続を行っているＶＮＥ事業者は存在しない。

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木
群馬

埼玉

千葉

東京
神奈川

新潟富山
石川

福井

山梨

長野岐阜

静岡

愛知
三重

滋賀
京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山
広島

山口

徳島

香川愛媛

高知

福岡佐賀

長崎

熊本 大分

宮崎鹿児島

沖縄

■単県ＰＯＩの設置状況

ＮＴＴ西日本

■：設置済（全県域に設置済）

ＮＴＴ東日本

■：設置済

■：設置予定
（令和６年４月以降）

■：現時点で設置予定なし
（ＶＮＥ事業者から要望なし）

■ＰＯＩ増設に係る要請
※ 本申請のあった令和６年１月16日現在。
※ 冗長性の確保のため、各ＰＯＩにおいては２箇所にルータを設置。第一種指定電気通信設備との接続

に関し講ずべき措置について
（平成29年９月８日付け総基料第162号）

２ 接続点の増設の要望への対応
IPoE接続のための接続点の追

加設置を求める接続事業者から
の要望について、効率的な通信
の疎通のために円滑な接続を確
保することを旨として、柔軟に
対応することし、寄せられた要
望の内容及び当該要望への具体
的な対応について平成29年12月
末及び平成30年12月末までに報
告されたい。
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2222接続料と利用者料金の関係の検証（スタックテスト）の流れ

スタックテスト不適合

不当競争性あり

不当な競争を引き起こさない
ことを示す論拠の提出

接続料又は利用者料金の変更
（接続料の変更はコストの範囲内）

両者の差分が20％未満

問題なし

（例）
・対象サービスに競合する事業者が存在しない
・早期に事態の改善が見込まれる

・対象サービスの需要が減退し小さくなっているとともに
十分代替的な機能が別に存在する 等

スタックテストの実施

両者の差分が20％以上（※２）

サービスごとに、利用者料金収入とそのサービス提供に
用いられる機能の接続料総額（※１）を比較

※１ 他社接続料も算入。
収容率は接続料算定に用いられる予測収容率。

※２ フレッツ光ネクストファミリータイプ等の
サービスメニューごとの比較については、
利用者料金が接続料を上回ること

■固定通信分野における接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針（平成30年２月２６日策定、令和５年11月22日最終改定）
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2323スタックテストの結果①（サービスごとの検証）

○ 指針に基づき、ＮＴＴ東日本・西日本において令和４年度の接続料総額と利用者料金収入の水準を比較した結果、両社の検証対象サー
ビスでは、利用者料金収入と接続料総額の差分が営業費相当基準額（利用者料金収入の20％）を上回ったため、価格圧搾による不当な競
争を引き起こすものとは認められなかった。

○ なお、加入電話・ＩＳＤＮ基本料・通話料及びフレッツ光ライトについては、令和５年11月の指針改定により検証対象から除外された
ため、検証は行われていない。検証対象に追加されたひかり電話ネクストについては、令和５年３月31日に提供開始されたサービスであ
るところ、令和４年度中に利用者料金収入・需要がなかったため、直近の需要を勘案して令和５年度の接続料総額・利用者料金収入を推
計して検証。

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

（注） ○：スタックテストの要件を満たしていると認められるもの ×：スタックテストの要件を満たしていないと認められるもの

サービス
①

利用者
料金収入

②
接続料
総額相当

③
差分

（（①－②）/①）

営業費相

当基準額

との比較

フレッツ光ネクスト 5,031億円 2,233億円
2,798億円
（55.6%）

○

ひかり電話

移動体着
含む

1,138億円 177億円
961億円

（84.4%）
○

移動体着
除く

908億円 84億円
824億円

（90.7%）
○

ひかり電話ネクスト 14億円 5億円
9億円

（64.3%）
○

ビジネスイーサワイド 389億円 281億円
108億円

（27.8%）
○

サービス
①

利用者
料金収入

②
接続料
総額相当

③
差分

（（①－②）/①）

営業費相

当基準額

との比較

フレッツ光ネクスト 3,780億円 1,924億円
1,856億円
（49.1%）

○

ひかり電話

移動体着
含む

1,058億円 158億円
900億円

（85.1%）
○

移動体着
除く

830億円 78億円
752億円

（90.6%）
○

ひかり電話ネクスト 9億円 4億円
5億円

（55.6%）
○

ビジネスイーサワイド 404億円 291億円
113億円

（28.0%）
○

111



24

※１ 利用者料金は令和５年３月31日時点（総務省要請を受け割引を考慮した後の額）
※２ フレッツ光ネクスト ファミリータイプ及びオフィスタイプ（10Gbit/sまでの符号伝送が可能な
もの）については、将来的に需要の増加が見込まれることから、５年間（令和２年度～令和６年
度）の将来原価方式により接続料を算定していることと合わせ、収容数も５年平均を用いて接続料
相当額を算定。フレッツ光ネクスト マンションタイプ（10Gbit/sまでの符号伝送が可能なもの）
については、これに加え、フレッツ光ネクスト ファミリータイプの収容率等を勘案して算定。

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金
との比較

フレッツ光
ネクスト

ファミリータイプ

10Gbit/sまでの符号伝送
が可能なもの

○

上記以外 ○

ビジネスタイプ ○

マンションタイプ

（ＶＤＳＬ方式/

ＬＡＮ配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

ミニＢ ○

プラン１Ｂ ○

プラン２Ｂ ○

マンションタイプ

（光配線方式）

10Gbit/sまでの符号
伝送が可能なもの

○

上記以外のもの（ミニ） ○

上記以外のもの（プラ
ン１）

○

上記以外のもの（プラ
ン２）

○

プライオ ○

オフィスタイプ

10Gbit/sまでの符号
伝送が可能なもの

○

上記以外 ○

ひかり電話（関門系ルータ交換機能を用いる場合） ○

ひかり電話ネクスト（関門系ルータ交換機能を用いる場合） ○

ビ ジ ネ ス
イーサワ
イド

MA設備まで利用する場合 ○

県内設備まで利用する場合 ○

Interconnected WAN（MA設備まで利用す
る場合）

○

Interconnected WAN（県内設備まで利用
する場合）

○

スタックテストの結果②（サービスメニューごとの検証）

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本
（単位：月額） （単位：月額）

（単位：１アクセス回線あたり/月額）

（単位：１アクセス回線あたり/月額）

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金
との比較

フレッツ光
ネクスト

ファミリータイプ

10Gbit/sまでの符号伝送
が可能なもの

○

上記以外 ○

ビジネスタイプ ○

マンションタイプ

（ＶＤＳＬ方式/

ＬＡＮ配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

マンションタイプ

（光配線方式）

10Gbit/sまでの符号
伝送が可能なもの

○

上記以外のもの（ミニ） ○

上記以外のもの（プラ
ン１）

○

上記以外のもの（プラ
ン２）

○

オフィスタイプ

10Gbit/sまでの符号
伝送が可能なもの

○

上記以外 ○

ひかり電話（関門系ルータ交換機能を用いる場合） ○

ひかり電話ネクスト（関門系ルータ交換機能を用いる場合） ○

ビ ジ ネ ス
イーサワ
イド

MA設備まで利用する場合 ○

県内設備まで利用する場合 ○

Interconnected WAN（MA設備まで利用す
る場合）

○

Interconnected WAN（県内設備まで利用
する場合）

○

○ 指針に基づき、ＮＴＴ東日本・西日本においてサービスメニュー単位で利用者料金が接続料を上回っているか否かについて検証した結
果、全てのサービスメニューについて、利用者料金が接続料相当額を上回り、価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとは認められ
なかった。

赤枠内委員限り

（注） ○：スタックテストの要件を満たしていると認められるもの ×：スタックテストの要件を満たしていないと認められるもの
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25自己資本利益率の算定

○ 今次申請（実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の算定等及び加入光ファイバに係る令和４年度乖離額の調整）に用いる自己資本利益率については、将来原価方式に
基づく令和５年度の接続料の改定等において行った報酬の算定方法の見直し（※１）

・ β値について、直近のＮＴＴ持株会社（日本電信電話株式会社）の株式データを基にβ＝0.6からβ＝0.566に見直し

・ 令和３年度以降の主要企業の平均自己資本利益率の算定に当たって、長期安定的な指標である長期投資用エクイティ・リスク・プレ
ミアム（イボットソン・アソシエイツ・ジャパン株式会社の「Japanese Equity Risk Premia Report」の「Japan Long-Horizon Equity Risk Premia」（計測期間：1952年から））を採用

等の影響により、実績原価方式に基づく令和５年度の接続料の改定等で用いた自己資本利益率と比較して微減（4.40％ → 4.39％）。

Ｈ30 Ｈ31・Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

主要企業の自己資本利益率（①＋②） 9.29（※３） 7.15（※３） 5.04（※３） 8.89 9.00

リスクフリーレート（①）
（10年ものの国債利回り）

0.06 0.00（※４） 0.04 0.09 0.30

リスクプレミアム（②）
（Ｒ３以降：イボットソン社データ（※２））

9.23 7.15 5.00 8.80 8.70

期待自己資本利益率（①＋②×β）
（β＝0.566）

- - 2.87 5.07 5.22

■ 自己資本利益率の算出方法

※１ 将来原価方式に基づく令和５年度の接続料の改定等において行った報酬の算定方法の見直しは３条許可（令和５年７月31日付け総基料第161号）を受けて行われたものだが、電気通信事業法施行規則等の
一部を改正する省令（令和５年総務省令第99号）により当該見直しが接続料規則上の適正利潤の算定方法に反映されたため、今次申請においては、３条許可申請は行われていない。

■第一種指定電気通信設備接続料規則（抄）
（自己資本費用）

第12条 一般法定機能に係る自己資本費用の額は、次に掲げる式により計算する。
自己資本費用＝当該一般法定機能に係るレートベース×自己資本比率×自己資本利益率
２ （略）
３ 第一項の自己資本利益率は、次に掲げる式により計算される期待自己資本利益率の過去三年間（リスク（通常の予測を超えて発生し得る危険をいう。以下この条において同じ。）の低い金融商品の平均金利
が、主要企業平均自己資本利益率に比して高い年度を除く。）の平均値又は主要企業の平均自己資本利益率の過去五年間の平均値のいずれか低い方を上限とした合理的な値とする。
期待自己資本利益率＝リスクの低い金融商品の平均金利＋β×（主要企業の平均自己資本利益率－リスクの低い金融商品の平均金利）

４ 前項のβは、主要企業の実績自己資本利益率の変動に対する事業者の実績自己資本利益率の変動により計測された数値を基礎とし、他産業における同様の値を勘案した合理的な値とする。ただし、実績自己
資本利益率に代えて株式価格を採用することを妨げない。

５ （略）

逆算 逆算

7.87％

4.39％

５年間の平均値

３年間の平均値

いずれか
低い方を採用 4.39％

Ｒ６適用値

※２ Copyright © 2023 Ibbotson Associates Japan, Inc. イボットソンの事前の書面による承諾のない利用、複製等は、全部または一部を問わず、損害賠償、著作権法の罰則の対象となります
※３ ＮＥＥＤＳ（株式会社日本経済新聞社デジタル事業 情報サービスユニットの総合経済データバンク）の財務データより、全国４証券取引所に上場しており、７期連続で決算データを取得が可能な単体決算
開示企業（金融業及び外国企業を除く。）の平均値を使用。

※４ 日本銀行の金融政策の影響により、令和元年度４月期～３月期の当該国債の金利がマイナス金利となり、年間の平均値はマイナスの値となるが、これまでの申請では「0.00％」とされている。
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その他の変更・報告内容等
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① 令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P.５ ～ 12）

②実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等 （P. 14 ～ 16）

③その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請、スタックテスト、自己資本利益率） （P. 18 ～ 25）

①令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 28 ～ 31）

②実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等 （P. 33 ～ 44）

③加入光ファイバの未利用芯線について（P. 46 ～ 56）

主な変更内容 （P.５～ 25）

その他の変更・報告内容等 （P. 28 ～ 65）

参考資料 （P. 58 ～ 71）
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28分岐端末回線の接続料

○ 分岐端末回線の接続料については、実績原価方式により毎年度算定されている。

○ 加入光ファイバ全体のコストのうち分岐端末回線に係る部分を把握することができないことから、１回線あたりの創設費等を基礎とし
て、網改造料の算定式に準じて算定されている。

○ 令和６年度においては、報酬の上昇及び電柱の取得固定資産価額の上昇により、ＮＴＴ東日本で＋40円の増、ＮＴＴ西日本で＋23円の
増。

○ なお、接続料の算定に関する研究会第一次報告書（平成29年９月８日公表）で示された考え方を踏まえて、分岐端末回線における償却済み比
率を平均的に反映して算定（※５）されているところ、今次申請における償却済み比率（令和４年度実績値）は、ＮＴＴ東日本で0.05%、ＮＴ
Ｔ西日本で0.14%となっている。

※１ 減価償却費相当の算定にあたっては、工事費として回収する部分に関する創設費は除く。具体的には、ＮＴＴ東日本においてはクロージャ内接続及びキャビネットを除くほか、
単芯ケーブルについては、平日以外の日に設置する場合と平日設置の場合の差額を工事費として回収するため、平日設置の場合の創設費を用いている。

※２ 網改造料の算定式においては、除却費を個別に支払うものとそれ以外で別の設備管理運営費比率を適用しているところ、分岐端末回線については、少芯区間の保守運営費相当
についてのみ除却費を個別に支払う場合以外の比率を用いている。

※３ 引込線に係る電柱設備の取得固定資産価額（サンプル調査によって引込線に係る電柱数の比率を算定し、全電柱設備の取得固定資産価額に乗じることで算定）を引込線の総数
で除して求める。

※４ 自己資本利益率について、除却費を個別に支払う部分（単芯区間）については網改造料で用いる値、それ以外は網使用料で用いる値。
※５ 単芯ケーブル部分の減価償却費相当から当該比率分を除いている。

接続料 ＝ 分岐端末回線の創設費（※１） ÷ 耐用年数 ＋ 分岐端末回線の創設費 × 設備管理運営費比率（※２）

＋ １回線あたり電柱創設費相当（※３）÷ 耐用年数 ＋ １回線あたり電柱創設費相当（※３） × 設備管理運営費比率

＋ 利潤（他人資本費用、自己資本費用、利益対応税）（※４） ＋ 調整額

引込線
コスト

電柱
コスト

減価償却費相当 保守運営費相当

■ 接続料（ＮＴＴ東日本・西日本の屋内配線設備を用いず、接続事業者のキャビネットを用いる場合）

ＮＴＴ東日本（円／回線・月）

Ｒ２適用 Ｒ３適用 Ｒ４適用 Ｒ５適用 Ｒ６申請

１回線あたりコスト 418 383 373 345 360

調整額 ▲ 12 ▲ 28 ▲ 44 ▲ 18 ＋７

分岐端末回線接続料 406 355 329 327 367

ＮＴＴ西日本（円／回線・月）

Ｒ２適用 Ｒ３適用 Ｒ４適用 Ｒ５適用 Ｒ６申請

１回線あたりコスト 523 485 467 455 458

調整額 ＋14 ▲ 23 ▲ 54 ▲ 12 ＋８

分岐端末回線接続料 537 462 413 443 466116
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23,679 23,353 23,167 22,885 22,728

4,621 4,592 4,577 4,552 4,542

1,502 1,491 1,484 1,473 1,465

29,802 29,436 29,228 28,910 28,735

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

Ｈ30実績

Ｒ２適用

Ｒ元実績

Ｒ３適用

Ｒ２実績

Ｒ４適用

Ｒ３実績

Ｒ５申請

Ｒ４実績

Ｒ６申請

単芯区間（キャビネット）

単芯区間（クロージャ内接続）

単芯区間（単芯ケーブル）

1,614 
1,740 

1,902 
2,091 

2,276 

1,057 
1,097 

1,141 
1,192 

1,233 

0

200

400
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800

1000
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1400

0
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1000

1500

2000
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3000

3500

Ｈ30実績

Ｒ２適用

Ｒ元実績

Ｒ３適用

Ｒ２実績

Ｒ４適用

Ｒ３実績

Ｒ５申請

Ｒ４実績

Ｒ６申請

取得固定資産価額総額（億円）

引込線総数（万本）

2,449 
2,579 

2,761 

2,982 

3,220 

806 821 851
888 916

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

Ｈ30実績

Ｒ２適用

Ｒ元実績

Ｒ３適用

Ｒ２実績

Ｒ４適用

Ｒ３実績

Ｒ５申請

Ｒ４実績

Ｒ６申請

取得固定資産価額総額（億円）

引込線総数（万本）

16,112 16,173 16,192 16,218 16,283

4,647 4,669 4,675 4,688 4,708

1,592 1,569 1,547 1,528 1,518

7,609 7,762 7,864 7,968 8,073

29,960 30,173 30,278 30,402 30,582

0

5,000

10,000
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20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

Ｈ30実績

Ｒ２適用

Ｒ元実績

Ｒ３適用

Ｒ２実績

Ｒ４適用

Ｒ３実績

Ｒ５申請

Ｒ４実績

Ｒ６申請

少芯区間

単芯区間（キャビネット）

単芯区間（クロージャ内接続）

単芯区間（単芯ケーブル）

170 145 141 125 126

96
84 81 71 73

153
154 152 150 161

418
383 373

345 360
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Ｒ２実績
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Ｒ３実績

Ｒ５申請

Ｒ４実績

Ｒ６申請

電柱

少芯区間

単芯区間

分岐端末回線の接続料（原価構造）

■ 創設費相当（１回線あたり電柱）■ 創設費（引込線）

■ １回線あたりコスト

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本
単位：円 単位：円

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

Ｈ30実績
Ｒ２適用

Ｒ元実績
Ｒ３適用

Ｒ２実績
Ｒ４適用

Ｒ３実績
Ｒ５申請

Ｒ４実績
Ｒ６申請

１回線
当たり

15,26115,86416,66517,53918,463

Ｈ30実績
Ｒ２適用

Ｒ元実績
Ｒ３適用

Ｒ２実績
Ｒ４適用

Ｒ３実績
Ｒ５申請

Ｒ４実績
Ｒ６申請

１回線
当たり

30,39131,41232,429 33,58635,146

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本単位：円／回線・月
単位：円／回線・月

245 206 197 179 172

278
279 270 276 286

523
485 467 455 458
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Ｈ30実績

Ｒ２適用

Ｒ元実績

Ｒ３適用

Ｒ２実績

Ｒ４適用

Ｒ３実績

Ｒ５申請

Ｒ４実績

Ｒ６申請

電柱

単芯区間
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30分岐端末回線の接続料（残置回線の維持負担額）

○ シェアドアクセス方式の加入光ファイバとの接続において、分岐端末回線の利用を終了した場合、当該分岐端末回線の維持等に係る負
担額（残置回線の維持負担額）の請求が開始される。

○ これは、「接続事業者の個別の回線設置申込みに応じてＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本がその都度工事を実施し、かつ当該接続事業者
がその利用者のために専ら使用するものであるといった特殊な状況のものであることを考慮」（平成16年12月21日情報通信審議会答申「東日本電信電
話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更の認可（シェアドアクセス方式の接続料等の改定）について」）して設定されてい
るものである。

○ 残置回線の維持負担額は、分岐端末回線のうち、接続事業者の求めに応じて敷設される部分のコストを原価として算定されるほか、回
線管理運営費については、分岐端末回線のものが準用されている。

○ なお、残置回線の維持負担額による回収額については、接続会計において加入光ファイバ等の原価から控除されており、令和４年度接
続会計では、ＮＴＴ東日本で182億円、ＮＴＴ西日本で251億円（いずれも振替網使用料を含む。）が控除されている。

（ＮＴＴ東日本の場合）※１ （ＮＴＴ西日本の場合）※１
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※１ ＮＴＴ東日本・西日本で設備の構成が異なる。ＮＴＴ東日本では、単芯区間（１芯で引き込まれる区間）と少芯区間（複数芯を束ねた区間）により構成されるが、ＮＴＴ西日本では単芯区間のみ。
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光配線区画の見直し等

○ 「加入光ファイバに係る接続制度の在り方について」（平成27年９月14日情報通信審議会答申）において、ＮＴＴ東日本・西日本による既存の光
配線区画（加入光ファイバにおいて、主端末回線１芯線を共用することのできる地理的範囲）の統合・分割の取組の実施状況を注視することが適当であるとされた
ことを踏まえ、毎年の光配線区画の見直し等の状況を総務省に報告することを要請（平成27年９月18日付け総基料第176号）。

■ 既存の光配線区画の見直し等に関するＮＴＴ東日本・西日本の取組（ＮＴＴ東日本・西日本のこれまでの報告内容を整理）

・既存の光配線区画については、既存ユーザがおらず、カバー範囲が小さな光配線区画について、河川や鉄道を跨いでいる等の地理的条件や地下配線区間になってい
る等の物理的条件により統合できないケースを除いた上で、費用対効果等を踏まえ、隣接する光配線区画と統合する見直しを実施。

・加えて、光ケーブルの支障移転やユーザがいなくなったタイミング等を捉えて、光配線区画の見直しが可能なものは隣接する光配線区画との統合に取り組んでいる。
・また、光ケーブルの増設時や新規光エリア拡大の際には新配線方式を採用し、より広い光配線区画を設定するよう取り組んでいる（ＮＴＴ西日本のみ）。
・今後も引き続き、見直しが可能な光配線区画について同様の取り組みを継続していく考え。

光配線区画の状況（ＮＴＴ東日本） 光配線区画の状況（ＮＴＴ西日本）

第３章 加入光ファイバに係る接続制度の在り方 ３．３．光配線区画が事後的に分割・縮小される課題への対処の在り方
ＮＴＴ東西による光配線区画の分割・縮小は、様々な事情によって行われていると考えられるが、ＮＴＴ東西自身によって既存の光配線区画の統合の取組が今後と

も進められる予定であることや、「８収容」の原則が遵守されたとしても事後的に区画が分割される場合には、接続事業者の収容率に対する予見性が損なわれるおそ
れがあることに鑑み、ＮＴＴ東西において、光配線区画を分割・縮小する事例を類型化した上で、公表することが適当である。
また、ＮＴＴ東西においては、事後的に分割・縮小される光配線区画等について、接続事業者の意見も聴きつつ、接続事業者が利用する「光アンバンドルシステ

ム」の「回線原簿」上の光配線区画名を定期的に変更すること、工事の際に接続事業者の契約者を設計時とは異なる光配線区画で開通せざるを得ないことが判明した
場合にその是非について当該接続事業者に速やかに確認を行う手順を設けること、光配線区画の構成に変更があった場合に接続事業者に当該区画名を通知すること等、
接続事業者の予見性の向上や影響の緩和のための措置を検討し、総務省に報告するとともに、その内容を公表することが適当である。
総務省においては、光配線区画の分割・縮小が接続事業者の収容率や加入光ファイバの利用効率に大きな影響を与え得るものであることに鑑み、その合理的な運用

を確保する観点から、光配線区画の分割・縮小の状況やＮＴＴ東西による上記措置の実施状況について注視することが適当である。

■ 「加入光ファイバに係る接続制度の在り方について」（平成28年９月14日情報通信審議会答申）
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① 令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P.５ ～ 12）

②実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等 （P. 14 ～ 16）

③その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請、スタックテスト、自己資本利益率） （P. 18 ～ 25）

①令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 28 ～ 31）

②実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等 （P. 33 ～ 44）

③加入光ファイバの未利用芯線について（P. 46 ～ 56）

主な変更内容 （P.５～ 25）

その他の変更・報告内容等 （P. 28 ～ 65）

参考資料 （P. 58 ～ 71）

120



33専用線接続料の推移
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○ 令和６年度接続料の一般専用（3.4kHz）、ディジタルアクセス（64kbps）は、需要が減少傾向にある中で、設備の効率化等の取組みは
既に一巡しており、ＮＴＴ東日本では、それぞれ+10.1％、+10.0％上昇し、ＮＴＴ西日本では、ともに+19.1％上昇。
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34専用線の回線数の推移（一般専用（3.4kHz）、ディジタルアクセス（64kbps））
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○ 一般専用（3.4kHz）、ディジタルアクセス（64kbps）の回線数は減少傾向にあり、令和４年度は、

・ 前年度と比較して、ＮＴＴ東日本ではそれぞれ▲2.8％、▲22.5％、ＮＴＴ西日本ではそれぞれ▲4.1％、▲18.4％、

・ 平成22年度と比較して、ＮＴＴ東日本ではそれぞれ▲24.1％、▲87.5％、ＮＴＴ西日本ではそれぞれ▲24.9％、▲86.4％と減少した。

(▲2.5%)

(▲28.8%)

(▲28.4%)
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35中継光ファイバ及び局内光ファイバの接続料

○ 中継光ファイバは通信用建物間に設置された光ファイバであり、芯線単位で利用可能（一般光信号中継伝送機能）であるほか、ＷＤＭ（波長分割多
重）装置が設置されている区間においては波長単位で利用可能（特別光信号中継伝送機能）。

○ 芯線単位で利用する場合の接続料は芯・ｍ単価で設定されており、波長単位で利用する場合は、芯線単位の接続料を当該区間における
利用波長数で除した料額（にＷＤＭ装置のコストを網改造料の算定式に準じて算定した額を加えた額）で利用することができる。

○ 接続事業者は、接続事業者向けウェブサイトで中継光ファイバに係る情報（始点・終点、芯数、概算ケーブル長、空き情報等）を無償で閲覧可能。

中継光ファイバ
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原価・需要（ＮＴＴ東日本） 原価・需要（ＮＴＴ西日本） 中継光ファイバの接続料（芯線単位利用）

○ 局内光ファイバは通信用建物内に設置された光ファイバであり、芯線単価で接続料が設定され、芯線単位で利用可能。

局内光ファイバ
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（局内光ファイバのうち、同一敷地内にある別の通信用建物間に設置され
たものについても、利用形態を踏まえ、中継光ファイバと同額を適用）

単位：円

（局内光ファイバの平均ケーブル長に各種類（２芯～32芯）の
ケーブル１ｍ当たりの物品費・取付費を乗じて算定。）
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電柱及び管路・とう道の利用に係る料金

○ ＮＴＴ東日本・西日本が設置する電柱及び管路・とう道のうち、第一種指定電気通信設備との接続に必要不可欠な区間（義務的区間・義務的
提供）の利用に係る料金・提供条件等については、接続約款に規定されている（電気通信事業法施行規則第23条の４第２項第２号に規定する接続約款記載事項）。

○ ここで、義務的区間・義務的提供の考え方については、
・ 電柱については、通信用建物の敷地内の電柱及び電柱上にＰＯＩを設置する場合に最低限必要な１又は複数の電柱
・ 管路・とう道については、通信用建物から工事可能な最も近いＮＴＴ東日本・西日本が指定するマンホール等（第一マンホール）まで
とされている。

○ 電柱については取得固定資産価額（※１）、管路・とう道については正味固定資産価額を基礎として、接続料の算定方法に準じて料金を
定めることとされており、毎年度、改定が行われている（設備管理運営費比率については、県間設備に係る費用等を除外して算定したものを使用。）。

○ 令和６年度においては、電柱については物品費の増加等による取得固定資産価額の上昇により値上がり、管路・とう道については資産
の減価償却の進行等により値下がりとなっている。

電柱使用料
（単位：円／年・使用箇所）

管路・とう道に係る料金
（都道府県の区域毎に定められている料金の平均）

（単位：円／年・条・メートル）

（単位：円／年・メートル）

管路

とう道

40,838 40,486 

49,588 
55,664 

47,492 47,184 48,300 
52,636 53,875 

49,244 

36,187 33,855 
37,098 

45,579 40,988 

30,476 33,438 

47,547 45,412 43,935 

20,000
25,000
30,000
35,000
40,000
45,000
50,000
55,000
60,000

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ東日本・調整前

ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ西日本・調整前

※１ 自立柱（立地条件等で支線を設置することができない場合に採用される高強度の電柱）以外の電柱を新設する場合の建柱費と舗装破砕復旧費の実績を基に取得固定資産価額を算定し、添架可能ポイント数
（８。平成19年度11月8日の料金改定で６から変更。）で除する。
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区分 単位
令和６年度

（カッコ内は調整前）
令和５年度

（カッコ内は調整前）

一般番号ポータビリティ

実現機能
月額

10,416,667円

（10,166,667円）

9,333,333円

（9,750,000円）

区分
単位

(月額)

令和６年度
（カッコ内は調整前）

令和５年度
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

光信号電気信号

変換機能

〔メディアコンバー

タ〕※３

100Mb

/s

非集線型

<1MCタイプ>

１回線

ごと

681円

（551円）
－

579円

（493円）
－

１Gb/s
１回線

ごと

1,826円

（1,452円）

614円

（689円）

1,561円

（1,298円）

628円

（699円）

光信号分離機能

〔局内スプリッタ〕

※３

局内４分岐のもの
１回線

ごと

159円

(176円)

240円

(236円)

144円

(174円)

186円

(224円)

実績原価方式に基づく主な接続料 料金表①

区分
単位
(月額)

令和６年度
（カッコ内は調整前）

令和５年度
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

光信号中継伝送機能
〔中継ダークファイバ〕

１回線・
１メートルごと

0.916円
（1.010円）

1.295円
(1.304円)

0.956円
（1.051円）

1.330円
(1.303円)

①端末回線伝送機能

②端末系交換機能（東西均一料金）

③光信号電気信号変換機能及び光信号分離機能

④中継伝送機能

※１ タイプ1-1（保守対応時間が、土日祝日を除く毎日午前９時から午後５時までの時間であるもの）の場合。
※２ タイプ1-2（保守対応時間が、毎日午前９時から午後５時までの時間であるもの）の場合。

※３ タイプ1-2（保守対応時間が、毎日午前９時から午後５時までの時間であるもの）の場合。

区分
単位
（月額）

令和６年度
（カッコ内は調整前）

令和５年度
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

一般帯域透過端末
伝送機能

〔ドライカッパ〕※１

回線
管理
機能

１回線
ごと

46円
（40円）

68円
（55円）

32円
（33円）

48円
（42円）

回線
部分

１回線
ごと

1,671円
（1,560円）

1,628円
（1,535円）

1,525円
（1,491円）

1,526円
（1,480円）

帯域分割端末
伝送機能

〔ラインシェアリング〕
※１

回線
管理
機能

１回線
ごと

149円
(109円)

363円
（210円）

85円
(87円)

123円
（118円）

ＭＤＦ
部分

１回線
ごと

64円
（58円）

64円
（56円）

60円
（55円）

57円
（51円）

光信号伝送装置
〔ＧＥ－ＰＯN〕※２

１Gb/s 
１装置
ごと

1,372円
（1,398円）

1,269円
（1,309円）

1,341円
（1,403円）

1,176円
（1,310円）

通信路設定伝送機能を組
み合わされるもの※１

２線式
の
もの

１回線
ごと

1,625円
（1,516円）

1,583円
（1,495円）

1,483円
（1,449円）

1,484円
（1,442円）

光屋内配線を利用する
場合の加算額※２

１回線
ごと

196円
（190円）

187円
（182円）

189円
（187円）

179円
（179円）
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区分 単位

令和６年度
（カッコ内は調整前）

令和５年度
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

番号案内

サービス

接続機能

中継交換機等接続
１案内

ごと

323円

(256円)

402円

(272円)

360円

(260円)

426円

(277円)

番号情報データベース登録機能
１番号

ごと
－

9.46円

(9.46円)
－

11.31円

(9.34円)

番号情報

データ

ベース

利用機能

一括でデータ抽出
１番号

ごと
－

6.54円

(6.02円)
－

7.29円

(5.92円)

異動データのみを

データ抽出

１番号

ごと
－

9.32円

(9.62円)
－

10.67円

(9.33円)

区分 単位

令和６年度
（カッコ内は調整前）

令和５年度
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

公衆電話発信機能 １秒ごと
4.1057円
(3.2199円)

3.3852円
(2.6664円)

3.0723円
(2.6674円)

2.7360円
(2.3273円)

⑦番号案内機能等

⑧公衆電話機能

区分
単位
(月額)

令和６年度
（カッコ内は調整前）

令和５年度
（カッコ内調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

通信
路設
定伝
送機
能

一般専用に
係るもの
〔一般専用
サービス〕

3.4
kHz

同 一 Ｍ Ａ 内 の
場合

１回線
ごと

11,037円
（9,882円）

9,261円
(9,254円)

10,028円
（9,340円）

7,776円
(8,706円)

上記以外の場合
１回線
ごと

13,159円
（11,479円）

11,529円
(11,106円)

12,252円
（10,945円）

10,173円
(10,491円)

10kmを超える
場合の10kmご
との加算料

１回線
ごと

2,070円
（1,490円）

820円
（640円）

2,090円
(1,420円)

1,040円
(680円)

高速デｨジ
タル伝送に
係るもの
〔ディジタル
アクセス〕
<エコノミー
クラス>※

64
kb/s

同 一 Ｍ Ａ 内 の
場合

１回線
ごと

10,440円
（9,346円）

8,766円
(8,761円)

9,492円
（8,836円）

7,360円
(8,240円)

上記以外の場合
１回線
ごと

12,440円
（10,855円）

10,904円
(10,506円)

11,589円
（10,350円）

9,621円
(9,923円)

10kmを超える
場合の10kmご
との加算料

１回線
ごと

1,950円
（1,410円）

770円
（600円）

1,970円
（1,340円）

980円
（640円）

1.536
Mb/s

同 一 Ｍ Ａ 内 の
場合

１回線
ごと

128,161円
（111,951

円）

157,461円
(115,578円)

124,885円
（107,363

円）

150,627円
(109,991円)

上記以外の場合
１回線
ごと

176,161円
(148,167円）

208,773円
(157,458円)

175,213円
(143,699円）

204,891円
(150,383円)

10kmを超える
場合の10kmご
との加算料

１回線
ごと

46,800円
（33,840円）

18,480円
（14,400円）

47,280円
（32,160円）

23,520円
（15,360円）

⑥通信路設定伝送機能（主な品目のみ）

※ タイプ1-1（保守対応時間が、土日祝日を除く毎日午前９時から午後５時までの時間であるもの）の場合。

実績原価方式に基づく主な接続料 料金表②

※ 番号案内機能についても、固定電話網のＩＰ網への移行に伴い、合わせてＩＰ網への移行が進められており、こ
れまでＰＳＴＮを経由して番号案内設備にアクセスされていたところ、ＩＰ網を経由してアクセスする形態への移行
が、
・ 令和４年５月～ ＮＴＴ東日本・西日本の光ＩＰ電話発の移行
・ 令和５年８月～ 接続事業者発の移行
・ 令和５年９月～ ＮＴＴ東日本・西日本の固定電話発の移行
と進められ、令和７年１月に移行完了予定。
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③個別負担の接続料（網改造料）等の算定に用いる諸比率の改定

（ⅰ）取得固定資産価額相当額の算定に係る比率

（ⅱ）年額料金の算定に係る比率

（ⅲ）電力設備に係る取付費比率及び設備管理運営費比率

個別負担の接続料（網改造料）については、取得固定資産価額が個別に把握できない場合に、
物品費及び設備区分ごとの諸比率を用いて取得固定資産価額相当額を算出（※２）した上で、設
備管理運営費を算出（※３）している。

※２ 取得固定資産価額相当額＝物品費＋取付費(物品費×取付費比率）＋諸掛費((物品費＋取付費）×諸
掛費比率）＋共通割掛費((物品費＋取付費＋諸掛費）×共通割掛費比率）

※３ 設備管理運営費＝保守運営費(取得固定資産価額相当額×設備管理運営費比率)＋減価償却費(取得
固定資産価額相当額を基に算定)

区分
単位
（年額）

令和６年度平均料金
（カッコ内は調整前）

令和５年度平均料金
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

管路
1条当たり

1メートルごと
254円

（256円）
208円

（202円）
285円

（259円）
215円

（193円）

とう道 1メートルごと 49,244円
（49,781円）

43,935円
（42,786円）

53,875円
（50,727円）

45,412円
（40,903円）

土地
1平方メートル

ごと
1,199円

（1,159円）
668円

（635円）
1,112円

（1,123円）
628円

（622円）

建物
1平方メートル

ごと
33,022円

（32,466円）
24,609円

（24,071円）
29,068円

（30,932円）
23,110円

（22,991円）

区分
単位

（年額）

令和６年度料金
（カッコ内は調整前）

令和５年度料金
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

電柱使用料 １使用箇所数ごと
1,113円

（951円）

1,023円

（869円）

905円

（830円）

775円

（745円）

①工事費・手続費の算定に用いられる作業単金の改定

②管路・とう道等の料金の改定

(ⅰ)管路・とう道、土地・通信用建物の料金の改定

（ⅱ）電柱使用料の改定

※４ 網改造料の算定対象設備に係る除却費が網改造料に含まれる場合。

主な工事費・手続費・コロケーション料金等 料金表

区分
令和６年度数値 令和５年度数値

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

取付費比率

交換機械設備 0.273 0.319 0.266 0.323
電力設備 0.949 0.814 0.919 0.781
伝送機械設備 0.161 0.244 0.159 0.241
無線機械設備 0.703 0.265 0.703 0.265

諸掛費比率
土地及び通信用建物 0.089 0.093 0.066 0.099
土地及び通信用建物以外 0.004 0.002 0.004 0.004

共通割掛費比率 0.052 0.099 0.034 0.088

区分
令和６年度数値 令和５年度数値

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

取付費比率

受電設備 1.379 1.103 1.312 1.051
発電設備 1.671 1.041 0..352 0.742

電源設備及び

蓄電池設備
0.918 0.782 0.909 0.769

空気調整設備 1.538 2.141 1.507 2.113

設備管理

運営費比率

電力設備及び

空気調整設備
0.016 0.017 0.013 0.018

単位
令和６年度単金 令和５年度単金

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

平日昼間・一人当たり・１時間ごと 6,444円 6,121円 6,369円 6,073円

平日夜間・一人当たり・１時間ごと 7,383円 7,067円 7,305円 7,018円

平日深夜・一人当たり・１時間ごと 8,458円 8,149円 8,375円 8,098円

土日祝日昼夜間・一人当たり

・１時間ごと
7,654円 7,337円 7,573円 7,287円

土日祝日深夜・一人当たり

・１時間ごと
8,727円 8,419円 8,643円 8,368円

区分
令和６年度数値 令和５年度数値

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

設備管理

運営費比率※4

端末回線伝送機能 0.027 0.024 0.027 0.025

端末系交換機能 0.051 0.048 0.048 0.046

中継系交換機能 0.042 0.043 0.041 0.040

中継伝送機能 0.043 0.045 0.042 0.041

通信料対応設備合計 0.050 0.048 0.047 0.045

データ系設備合計 0.118 0.100 0.110 0.094

※１ 「土地」「通信用建物」については、通信用建物毎の料金の平均値。
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4040コロケーション電気料の改定頻度の見直しに係る報告

■ 総務省からの要請（「令和５年度の接続料の改定等に関して講ずべき措置について（要請）」（令和５年３月31日付け総基料第70号））

○ コロケーション費用のうち、電気料（通信用建物に設置した機器で利用する電気に係る費用。以下「コロケーション電気料」という。）については、他の接続料と同
様、年度ごとに改定（前年度の電力料金及び前々年度の調整額に基づく。）を行っていたところ、令和５年度の接続料の改定等（令和５年３月24日答申・認可）にお
いて、電力料金における燃料調整費（電気料金において、その時々の平均燃料価格により毎月変動する調整額）の変動をコロケーション電気料に適時に反映し、
コロケーション電気料の大幅な変動を抑止するため、改定頻度を四半期毎に変更した。

○ コロケーション費用の変動については、その予見可能性の確保のため、料金の試算値等の事前開示等の取組が実施されてきた（※１）と
ころ、令和５年度の接続料の改定等における意見募集結果を踏まえ、当該見直しにかかわらず、予見性の確保のための所要の措置を引
き続き講じていくことが必要であるという観点から、総務省からＮＴＴ東日本・西日本に講ずべき措置の検討・報告を要請。

○ 令和５年９月末にＮＴＴ東日本・西日本から報告があり、その後、報告のあったとおり情報開示の内容・時期の見直しが行われた。

コロケーション電気料の改定頻度の見直しについて、見直し後におけるコロケーション費用の予見性の確保のために講ずべき措置につい
て、接続事業者との協議を踏まえて検討し、本年９月末までに総務省にその検討結果を報告すること

■ ＮＴＴ東日本・西日本からの報告（令和５年９月29日付け東相制第000200000129-01号及び相制第155500000131-01号）の概要

・ コロケーションの利用実績が多い接続事業者４社（ ）と協議を実施し、それを踏まえて情報開
示の運用の見直しを検討。検討結果をコロケーションを利用している全接続事業者に提案し、反対意見がなかったことから見直しを実
施する考え。〔注：報告時点。報告後、令和５年度第４四半期に係る開示より見直しを実施済〕

・ 情報開示の見直しの内容は次のとおり。

見直し前
見直しの内容

情報開示項目
（参考）改定頻度
見直し前の開示時期 開示時期

電気料の平均値の試算値の開示 変更半年前 変更４ヶ月前下旬 維持（見直しなし）

東京・神奈川（ＮＴＴ東日本）／大阪・愛知（ＮＴＴ西日本）
の数箇所の通信用建物における単価の開示

変更４ヶ月前 変更前月上～中旬 廃止

東京・神奈川（ＮＴＴ東日本）／大阪・愛知（ＮＴＴ西日本）
の全ての通信用建物における単価の開示

変更３ヶ月前 変更前月上～中旬 廃止

全ての通信用建物における単価の開示 変更前月下旬 変更前月中旬 開示時期を前倒し
〔注：現在、１週間程度前倒し〕

赤枠内委員限り

※１ 平成30年度の接続料の改定等（平成30年３月23日諮問・５月25日答申、６月16日認可）における意見募集の結果及びそれを踏まえた行政指導（「平成30年度の接続料の新設及び改定等に関して講ずべき
措置について（要請）」（平成30年５月25日付け総基料第109号））に基づくＮＴＴ東日本・西日本における自主的な対応。
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4141固定電話網のＩＰ網への移行等に係る見直し

○ 固定電話網のＩＰ網への移行等を踏まえた法定機能等の見直しに係る省令等の改正（電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令（令和５年総務
省令第99号）等。令和５年12月27日公布）が行われたところ、当該改正に適合させるための規定整備等が行われている。

（１）優先接続機能（マイライン）の廃止

・ マイラインは、ＮＴＴ東日本・西日本の加入電話の利用者が、事前に登録することで事業者識別番号をダイヤルしなくても「市内」「市外」「県外」
「国際」の区分ごとに中継電話を選択できるサービスであったが、固定電話網のＩＰ網への移行に伴い、ＮＴＴ東日本・西日本加入電話発の接続ルート切
替（令和６年１月）時に廃止。

・ ＮＴＴ東日本・西日本はマイラインを実現するために加入者交換機で優先接続機能を提供するとともに、関係する手続等を行う「マイラインセンタ」（Ｎ
ＴＴ西日本で運営。ＮＴＴ東日本は利用数に応じてＮＴＴ西日本に委託費を支払い）を運営してきたところ。今般、優先接続機能について、省令改正により法定機能から削除
されたことを踏まえ、優先接続機能を廃止するとともに、接続約款上の関連する規定（優先接続受付手続費、マイライン事業者に対する契約者情報の提供手続（第98条の２）、事前調査申込
書様式における優先接続機能関係欄、技術的条件）を削除するとともに、令和６年度以降に行う手続費の遡及精算等を行うための経過措置を規定（令和６年３月１日以降、ＮＴＴ東日
本・西日本の準備が整った日に実施）。

（２）廃止機能に係る技術的条件の削除等

・ 令和５年度の接続料の改定等に係る接続約款の変更（令和５年１月20日諮問、３月24日答申・認可）において、固定電話網のＩＰ網への移行等やメタルサービスの需要縮
小等の固定通信分野における状況変化に起因し、長期間にわたって接続事業者の利用がない状態にあり、将来的な利用意向がないことも確認された機能に
ついて、３条許可を受けて接続料を設定しない取扱い等が行われた。

・ これら機能について省令等の改正により法定機能から削除され、合わせて、当該機能に係る標準的な接続箇所が削除されたことから、省令から削除され
た標準的な接続箇所等における技術的条件を削除。

① き線点（地下ケーブルと架空ケーブルの接続点）近傍の電柱等に設置される端子盤の技術的条件 … 法定機能から削除された特別帯域透過端末回線伝送機能（ドライ
カッパのサブアンバンドル（ＦＴＴＲ））の利用するために設定されていたもの

② ＩＳＭ（Ｉインタフェース加入者モジュール）交換機の端末回線側の技術的条件 … 法定機能から削除された折返し通信路設定機能（ＩＳＭ折返し）を利用するために
設定されていたもの

③ 地域ＩＰ網のＲＡＳ（リモートアクセスサーバ）の技術的条件（ＩＳＤＮ一次群速度ユーザ・網インタフェース） … 第一種指定電気通信設備の範囲から除外された地域ＩＰ
網の交換等設備について設定されていたもの

利用者宅
き線点近傍の電柱

下部回線
（メタル）

上部回線（加入光ファイバ等）

MDF

FTM

他社IP網

局舎
利用者宅

ISDN
DSU ISM

交換機

MDF/IDF

RAS 地域IP網

網終端
装置

インターネット

局舎（収容局）

折返し通信路設定機能

ISM折返し接続機能

＜ＦＴＴＲの利用イメージ（①関係）＞ ＜ＩＳＭ折返し・地域ＩＰ網の利用イメージ（②及び③関係）＞

省令等の改正に伴う見直し
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4242固定電話網のＩＰ網への移行等に係る見直し

○ 電話ユニバーサルサービス制度においてＮＴＴ東日本・西日本が負担する負担金のうち、公衆電話に係る電気通信番号に係るものにつ
いては、公衆電話機能の接続料に「加算料」として加味し、公衆電話からの発信トラヒックに応じて接続事業者にも負担を求めている。
当該加算料については、公衆電話に係るトラヒック、電話ユニバーサルサービス制度における合算番号単価等が確定した後の毎年度１月
に再算定を行い、遡及適用・精算する取扱いがなされており、その方法等について接続約款に定められていた。

○ 固定電話網のＩＰ網への移行完了後においては、公衆電話機能の利用の大宗がＮＴＴ東日本・西日本利用部門となる（※１）ことから、
令和６年度以降、算定の簡素化等の観点から当該加算料の取扱いを見直し、実績原価方式により算定される他の網使用料と同様に、当年
度における接続料収入と費用の乖離額を調整額により翌々年度の接続料で調整することする見直しが行われている。

○ なお、令和５年度に係る遡及適用及び令和４年度に係る全額精算については、従前どおり行われている。

公衆電話機能の加算料の見直し

※１ 接続事業者が利用者料金を設定する通話は、事業者設備識別番号（00XY）により中継事業者・国際通話事業者を選択した際の通話、着信課金・統一番号等の付加的役務に係る通話（サービス呼）に限ら
れることとなる。

（参考：諮問対象外） 接続形態の追加（届出） ※２ 電気通信事業法第33条第３項及び電気通信事業法施行規則第23条の６に基づく届出事項

○ 接続事業者との協議の結果を踏まえ、固定電話網のＩＰ網への移行後における接続に係る接続形態を追加。

＜追加する接続形態＞

発信事業者 着信事業者 利用者料金設定事業者 利用者料金請求事業者 網使用料支払事業者 概要

協定事業者 ＮＴＴ東日本・西日本 協定事業者 ＮＴＴ東日本・西日本 協定事業者

協定事業者の提供する着信課金サービスにおいて、Ｎ
ＴＴ東日本・西日本に着信する場合に、ＮＴＴ東日
本・西日本が当該サービスに係る利用者料金の請求を
行う場合の接続形態

※３ ＩＰ網移行後の接続形態においては、中継事業者等が存する場合でも、ＮＴＴ東日本・西日本と直接接続のある２者間の接続形態のみを記載。
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4343光ＩＰ電話接続機能に係る乖離額の状況について

○ 光ＩＰ電話接続機能については、令和３年度の接続料の改定（令和３年６月２日認可）において３年９ヶ月間の将来原価方式（第２号長期将来原価方
式）により算定した接続料を認可したところ、現行算定期間中に生じた乖離額については、令和７年１月以降に調整される（※１）。

○ 算定期間が長期にわたるため、予測と実績の差の状況によっては大きな乖離額が発生する可能性もあることから、接続事業者における
予見性確保のため、ＮＴＴ東日本・西日本において、令和３年度実績以降における毎年度の乖離額の発生状況を接続約款認可申請時に
事業者説明会等の場で自主的に情報提供する旨が示されているところ、総務省においても当該取組を注視していくことが必要であると
されている（※２）。ＮＴＴ東日本・西日本は、令和６年度の接続料の改定等に係る事業者説明会（令和６年１月25日）において状況を説明。

○ 令和３・４年度実績における累計乖離額は、ＮＴＴ東日本で＋9.3億円、ＮＴＴ西日本で▲3.8億となっている。

※１ 現行算定期間の算定方式が第２号長期将来原価算定方式、前算定期間の算定方式が第１号将来原価方式であるため、次期算定期間においては、現行算定期間の実績収入と実績
原価の差分（の見込み額）が調整額となる（接続料規則第12条の２）。

※２ 令和３年度の接続料の改定等に係る情報通信行政・郵政行政審議会答申（令和３年５月28日）再意見11（ＮＴＴ東日本・西日本）及び考え方11。

■ 需要の予測・実績差

■（参考）光ＩＰ電話接続料

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

光ＩＰ電話
接続機能

１通信あたり 0.0019864円 0.0029948円

１秒あたり 0.83421円 0.74220円

３分あたり※２ 1.19円 1.28円

※２ 中継交換機能（光ＩＰ電話接続機能組合せ用）・一般県間中継系ルータ交換伝送機能の接続料を除く。

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

予測 実績 差分 予測 実績 差分

通信回数
（百万回）

Ｒ３ 7,615 7,419 ▲196（▲2.6%） 7,213 7,340 ＋127（＋1.8%）

Ｒ４ 7,466 7,416 ▲50（▲0.7%） 7,037 7,406 ＋368（＋5.2%）

計 15,081 14,835 ▲246
（▲1.6％）

14,251 14,746 ＋496
（＋3.5％）

通信時間
（百万時間）

Ｒ３ 225 230 ＋５（＋2.2%） 197 210 ＋13（＋6.8%）

Ｒ４ 221 227 ＋７（＋3.0%） 192 210 ＋18（＋9.3%）

計 446 457 ＋12
（＋2.6％）

389 421 ＋31
（＋8.1％）

■ 収入の予測・実績差

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

予測 実績 差分 予測 実績 差分

Ｒ３収入 7,959 7,831 ▲128（▲1.6%） 7,475 7,714 ＋239（＋3.2%）

Ｒ４収入 7,808 7,813 ＋５（＋0.1%） 7,298 7,765 ＋467（＋6.4%）

収入計 15,767 15,644 ▲123
（▲0.8%）

14,773 15,479 ＋706
（＋4.8%）

回数比例分 12,581 12,375 ▲206（▲1.6%） 10,577 10,945 ＋368（＋3.5%）

時間比例分 3,186 3,269 ＋83（＋2.6%） 4,196 4,535 ＋339（＋8.1%）

Ｒ３原価 8,554 8,537 ▲17（▲0.2%） 7,548 7,612 ＋64（＋0.8%）

Ｒ４原価 8,608 9,433 ＋825（＋9.6%） 7,824 8,086 ＋262（＋3.3%）

原価計 17,162 17,970 ＋808
（＋4.7%）

15,372 15,698 ＋326
（＋2.1%）

回数比例分 13,811 14,722 ＋911（＋6.6%） 11,042 11,536 ＋494（＋4.5%）

時間比例分 3,351 3,248 ▲103（▲3.1%） 4,330 4,162 ▲168（▲3.9%）

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

乖離額 ＋931
（Ｒ３：＋111、Ｒ４：＋820）

▲380
（Ｒ３：▲175、Ｒ４：▲205）

（単位：百万円、かっこ内は差分の対予測比）
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資本構成比の算定方法

○ ＮＴＴ東日本・西日本はレートベースの構成資産に基づく資本構成比を算定するに当たって、「レートベースが接続機能の提供に真に
必要な範囲での資産に限定されていることから、貸借対照表の数値を圧縮してレートベースの価額と貸借対照表の総額を一致させて算
定」（接続料の算定に関する研究会第４回会合 ＮＴＴ東日本・西日本資料）している。

○ 具体的には、ＮＴＴ東日本・西日本の財務会計における貸借対照表の簿価について、レートベースに含まれない流動資産等を、
・ 「投資その他の資産」のうち繰延税金資産（※１）については、自己資本から、
・ それ以外（繰延税金資産以外の「投資その他の資産」、流動資産）については、他人資本のうち「有利子負債以外の負債」から、
圧縮して資本構成比を算定している。

※１ 接続料の算定に関する研究会第一次報告書（平成29年９月８日公表）において「『繰延税金資産』については、税効果会計の適用により『繰延税金資産』を計上することによって、自己資本比率が上
昇することになるから、『繰延税金資産』は自己資本から圧縮することが適当」との考え方が示されたことを踏まえ、他人資本（のうち有利子負債以外の負債）から圧縮していた扱いを見直した。

左：会社の資本構成、右：圧縮後の資本構成
（ＮＴＴ東日本）

左：会社の資本構成、右：圧縮後の資本構成
（ＮＴＴ西日本）

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

繰延税金資産の
扱い見直し

繰延税金資産の
扱い見直し

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４
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① 令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P.５ ～ 12）

②実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等 （P. 14 ～ 16）

③その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請、スタックテスト、自己資本利益率） （P. 18 ～ 25）

①令和６年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 28 ～ 31）

②実績原価方式に基づく令和６年度の接続料の改定等 （P. 33 ～ 44）

③加入光ファイバの未利用芯線について（P. 46 ～ 56）

主な変更内容 （P.５～ 25）

その他の変更・報告内容等 （P. 28 ～ 65）

参考資料 （P. 58 ～ 71）
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●接続料の算定に関する研究会第四次報告書（令和２年９月）

第４章 「加入光ファイバの未利用芯線及び報酬額の算定方法」

１．加入光ファイバの未利用芯線

（３）考え方

加入光ファイバの未利用芯線については、第三次報告書において示されたとおり、今後も調査を行い時系列のデータを蓄
積することにより投資の合理性に関する検証を継続することが必要であり、そのため当該データ及び当事者による評価分析
が総務省に定期的に提供され、かつ、認可申請時などにできる限り一般公表されることが適当である。

この時系列データは、サンプル数を増やしたとしても、直ちに定量的な結論を導き出せるものではないと考えられるものの、
他方で、未利用芯線の実態をより明らかにする観点からは、より多くの事例を収集し、類似の事例を整理することで、投資の合
理性に関する検証の精度を高めることが可能になると考えられる。

したがって、NTT東日本・西日本においては、現行のNTT東日本・西日本それぞれ大規模・中規模・小規模ビルの計６ビル
における時系列データの収集に加え、更なるサンプル数の増加を検討するなど、実態把握の強化に向けた取組を継続するこ
とが適当である。

加入光ファイバの未利用芯線について

○ 加入光ファイバの未利用芯線（※１）については、「接続料の算定等に関する研究会」（※２）の議論を踏まえ、ＮＴＴ東日本・西日本に
おいて時系列の芯線利用率等に関するデータを総務省に定期的に提供し、かつ、（総務省において）認可申請時においてできる限り一般公表
することとされている。

○ これは、「能率的な経営のもとでの適正原価・適正利潤という接続料算定の考え方に照らすと、確かに、光ファイバ設備を含む事業用
資産の保有は、現用・予備を含め、事業につき真に必要なものとすることが合理的であり、またレートベースの算定に用いる正味固定資
産価額も事業全体の真実かつ有効な資産のものに限定されることが適切と考えられる」（接続料の算定に関する研究会第二次報告書）こと等を踏ま
え、未利用芯線の実態を把握するとともに、ＮＴＴ東日本・西日本の行うケーブル敷設の投資時点における需要予測等の合理性等を検証
するためのものである。

※１ ＮＴＴ東日本・西日本の加入光ファイバ（及びメタル回線）については、ケーブル単位で敷設・保守・管理されており、芯線単位で除却・撤去を行うことができないため、利
用されていない芯線が存在する。

※２ 令和元年12月に「接続料の算定に関する研究会」から名称を変更。
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47サンプルビルの選定・調査について

○ これまでサンプル調査したビル（箇所）において、令和５年10月末における芯線使用率について調査を実施。

○ 地下光ケーブルは、調査対象ビルの全数を調査。架空光ケーブルは、複雑に枝分かれしており、ルートの特定を全ての架空光ケーブル
に実施することは困難であることから、調査対象ビルの一部をサンプル調査。サンプルの選定においては、投資の合理性を確認する観点
から、複数の種別のケーブルが存在する箇所を選定。

○ ＮＴＴ東日本・西日本それぞれにおいて、地下光ケーブルに関して３ビル、架空光ケーブルに関して３箇所の調査を実施。

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

架空
光ケーブル

■調査対象箇所（ルート）

■調査実施時期
平成30年10月【ルート１】及び平成31年４月【ルート２】
（第１回）※ルート３に関しては実施せず
令和元年12月【ルート１及び２】（第２回）※同上
令和２年12月（第３回）、令和３年10月（第４回）、
令和４年10月（第５回）、令和５年10月（第６回）

■調査対象箇所（ルート）

■調査実施時期
平成30年10月【ルート１】及び平成31年４月【ルート２】
（第１回）※ルート３に関しては実施せず
令和元年12月【ルート１及び２】（第２回）※同上
令和２年12月（第３回）、令和３年10月（第４回）、
令和４年10月（第５回）、令和５年10月（第６回）

地下
光ケーブル

■調査対象ビル

■調査実施時期
平成30年10月（第１回）、令和元年12月（第２回）、
令和２年12月（第３回）、令和３年10月（第４回）、
令和４年10月（第５回）、令和５年10月（第６回）

■調査対象ビル

■調査実施時期
平成30年10月【中規模及び小規模】及び平成31年４月【それ以外】
（第１回）、
令和元年12月（第２回）、令和２年12月（第３回）、
令和３年10月（第４回）、令和４年10月（第５回）、
令和５年10月（第６回）

大規模 中規模 小規模

新宿ビル
（東京都）

山形ビル
（山形県）

角館ビル
（秋田県）

大規模 中規模 小規模

大阪日本橋ビル
（大阪府）

岡山今村ビル
（岡山県）

指宿ビル
（鹿児島県）

ルート１ ルート２ ルート３

新宿ビル
（東京都）

新宿ビル
（山形県）

八戸三沢ビル
（青森県）

ルート１ ルート２ ルート３

名古屋栄ビル
（愛知県）

大阪日本橋ビル
（大阪府）

金沢松任ビル
（石川県）
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○ 「最小限投資合理性」の考え方等を踏まえ、主に以下の①～③に該当するケーブルについて、個別事情を調査・分析。

① 経済的耐用年数経過後で、かつ下位ロットの収容率を下回るケーブル

② 経済的耐用年数経過前で、かつ下位ロットの収容率を下回り、芯線使用率が低下しているケーブル

③ 上記以外で、芯線使用状況が特徴的なケーブル

個別事情の調査・分析について

■ 下位ロットの収容率を下回る芯線使用率
※シェアドアクセス方式及びシングルスター方式に利用されている芯線のほか、故障予備用を含む保守用芯線等を
含め、芯線使用率を算定

（参考）接続料の算定に関する研究会 第三次報告書

第６章 加入光ファイバとの接続 ２．加入光ファイバの未利用芯線 （２）考え方
イ 令和２年度以降の加入光ファイバ接続料算定
一方で、仮に過去の投資判断が基本的には合理的であったという想定に立つのであれば、どのケーブルも、現在は芯線利用率が低いように見えたと
しても、基本的には、少なくとも経済的耐用年数が経過するまでには、より小容量のケーブルでは対応できない需要を収容するに至るはずという考え
（以下「最小限投資合理性」という。）が成り立つ。
そのため、令和２年度以降の加入光ファイバ接続料の算定に当たっては、（将来原価方式が採用される場合には）この最小限投資合理性の考え方を
踏まえ、さらに未利用芯線の実態の調査を深めるとともに、その後、それによって判明した具体的数値等を勘案して将来原価方式による需要の予測の
合理性をより高めていくという取組※を行うことが求められる。
※ 合理性の確認は最終的には総務省により認可プロセスで行われるものであるが、実態調査の方法等は必要に応じ本研究会で検討することが考えられる。

■ 経済的耐用年数
※直近の調査時点である令和５年10月に
採用していた耐用年数を用いる。
※かっこ内は経済的耐用年数を経過している
光ケーブルの敷設年度

架空光ケーブル 25年（平成13年度以前）

地下光ケーブル 30年（平成５年度以前）

（地下光ケーブルの場合）

40％
以下 50％

以下 50％
以下

1000芯 400芯 200芯 100芯

（架空光ケーブルの場合）

200芯 100芯 40芯

50％
以下 40％

以下
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架空光ケーブルに関する調査結果 （１/４）

き線点

き線点から最も近いクロージャ（接続点）
（き線点から当該クロージャまでの区間の芯線利用率を計測）

東日本ルート１：新宿ビル（東京都）
（調査対象ルート）

○ 個別事情の調査・分析として①～③に該当するケーブルはなし。

（調査結果） ■：利用芯線 ■：未利用芯線

（１）200芯ケーブル（ 年敷設）（２）100芯ケーブル（ 年敷設）

（３）100芯ケーブル（ 年敷設）（４）40芯ケーブル（ 年敷設）

赤枠内委員限り
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架空光ケーブルに関する調査結果 （２/４）

東日本ルート２：新宿ビル（東京都）
（調査対象ルート） （調査結果） ■：利用芯線 ■：未利用芯線

（１）100芯ケーブル（ 年敷設）（２）100芯ケーブル（ 年敷設）

（３）100芯ケーブル（ 年敷設）（４）40芯ケーブル（ 年敷設） （５）40芯ケーブル（ 年敷設）

赤枠内委員限り

き線点 き線点から最も近いクロージャ（接続点）
（き線点から当該クロージャまでの区間の芯線利用率を計測）
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○ 個別事情の調査・分析として①～③に該当するケーブルはなし。
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架空光ケーブルに関する調査結果 （３/４）

○ 個別事情の調査・分析として①～③に該当するケーブルはなし。

東日本ルート３：八戸三沢ビル（青森県）

西日本ルート１：名古屋栄ビル（愛知県）
（調査対象ルート） （調査結果） ■：利用芯線 ■：未利用芯線

（１）100芯ケーブル（ 年敷設）（２）100芯ケーブル（ 年敷設）（３）40芯ケーブル（ 敷設）

（調査対象ルート） （調査結果） ■：利用芯線 ■：未利用芯線

（１）100芯ケーブル（ 年敷設） （２）40芯ケーブル（ 年敷設）

赤枠内委員限り

き線点 き線点から最も近いクロージャ（接続点）
（き線点から当該クロージャまでの区間の芯線利用率を計測）
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架空光ケーブルに関する調査結果 （４/４）

○ 個別事情の調査・分析として①～③に該当するケーブルはなし。

西日本ルート２：大阪日本橋ビル（大阪府）

西日本ルート３：金沢松任ビル（石川県）

（調査対象ルート）

（調査対象ルート）

（調査結果） ■：利用芯線 ■：未利用芯線

（１）100芯ケーブル（ 年敷設）（２）40芯ケーブル（ 年敷設） （３）40芯ケーブル（ 年敷設）

（調査結果） ■：利用芯線 ■：未利用芯線

（１）100芯ケーブル（ 年敷設）（２）40芯ケーブル（ 年敷設）

赤枠内委員限り

き線点 き線点から最も近いクロージャ（接続点）
（き線点から当該クロージャまでの区間の芯線利用率を計測）
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53地下光ケーブルに関する調査結果 （１/４）

耐用年数経過後のケーブル 下位ロットの収容率を下回るケーブル凡例

東日本・大規模：新宿ビル（東京都）

○ 個別事情の調査・分析として①～③に該当するケーブルはなし。

赤枠内委員限り
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54地下光ケーブルに関する調査結果 （２/４）

耐用年数経過後のケーブル 下位ロットの収容率を下回るケーブル凡例

○ 個別事情の調査・分析として①、③に該当するケーブルはなし。

○ ②（経済的耐用年数経過前で、かつ下位ロットの収容率を下回り、芯線使用率が低下しているケーブル）として、

・ １方面（1000芯ケーブル（平成29年敷設））において、新興住宅地の宅地造成により架空光ケーブル工事が発生し、それに伴い局側にある地下光ケーブルを
確保する必要があるため、一時的に芯線数が増加していたが、新興住宅地の宅地造成による工事の完了に伴い芯線使用率が減少しているものがある。

東日本・中規模：山形ビル（山形県）

○ 個別事情の調査・分析として①～③に該当するケーブルはなし。

東日本・小規模：角館ビル（秋田県）

耐用年数経過後のケーブル 下位ロットの収容率を下回るケーブル凡例

赤枠内委員限り
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55地下光ケーブルに関する調査結果 （３/４）

耐用年数経過後のケーブル 下位ロットの収容率を下回るケーブル凡例

○ 個別事情の調査・分析として①、②に該当するケーブルはなし。

○ ③芯線使用状況が特徴的なケーブルとして、

・ ３方面（いずれも100芯ケーブル（昭和63年敷設））において、撤去予定の旧規格ケーブルのため、芯線使用率が増えていないものがある。

西日本・大規模：大阪日本橋ビル（大阪府）

赤枠内委員限り
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56地下光ケーブルに関する調査結果 （４/４）

耐用年数経過後のケーブル 下位ロットの収容率を下回るケーブル凡例

○ 個別事情の調査・分析として①、②に該当するケーブルはなし。

○ ③（芯線使用状況が特徴的なケーブル）として、下位ロットの収容率を下回る１方面（1000芯ケーブル（平成10年敷設））において、芯線使用
率に大きな変動はないが、大手企業のデータセンタ移転に起因して利用芯線が減少。

西日本・中規模：岡山今村ビル（岡山県）

○ 個別事情の調査・分析として①～③に該当するケーブルはなし。

西日本・小規模：指宿ビル（鹿児島県）

耐用年数経過後のケーブル 下位ロットの収容率を下回るケーブル凡例

赤枠内委員限り
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（参考資料）
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接続会計の整理・公表

（１年毎）
接続料を再計算
（１年毎）

網機能提供計画の
届出・公表義務

接続会計の
整理・公表義務

接続約款の作成・
公表義務（認可制）

通常の認可プロセス

接
続
約
款
変
更
認
可
申
請

（
必
要
に
応
じ
て
３
条
許
可
申
請
等
）

第一種指定電気通信設備

に関する接続関連規制

接続約款変更の認可に至る流れ

○ 第一種指定電気通信設備に関しては、電気通信事業法（以下「法」という。）第33条第４項の規定に基づき接続約款の変
更の認可をするときは、審議会への諮問が義務付けられている（法第169条）。

○ 審議会（※１）においては、接続料の算出根拠を含む申請内容を公表して意見募集を２回実施（※２）（２回目の意見
募集では、１回目の意見募集で提出された接続事業者等からの意見に対する意見を募集）。意見募集を２回実施する
ことにより、ＮＴＴ東日本・西日本の反論等の機会が設けられるとともに、１回目で提出された意見に賛同又は反対
する他の接続事業者等の意見が明らかになるなどして、論点・事実関係等がより明確化。
※１：電気通信事業法施行令第12条により情報通信行政・郵政行政審議会と定められ、同審議会議事規則により、法第169条に基づく諮問については下部に設けられ
た電気通信事業部会の専決によることとされている。

※２：接続に関する議事手続規則（平成20年９月30日電気通信事業部会決定第６号）による。

○ 意見募集及び審議の結果（答申）を踏まえ、総務省では、必要に応じ、申請内容の補正を待っての認可、ＮＴＴ東
日本・西日本に対する要請、制度上の検討などを実施。

接続料原価の算定方法

接続料原価

第一種指定設備
管理運営費

＋

自己資本費用

他人資本費用

調整額

利益対応税

＋

＋

＋

✓実績原価方式
✓将来原価方式

✓LRIC方式

算定方式
審
議
会
へ
の
諮
問

（
電
気
通
信
事
業
部
会
）

意
見
募
集
手
続
（
２
回
）

接
続
委
員
会
で
調
査
・
検
討

審
議
会
の
答
申

（
電
気
通
信
事
業
部
会
）

接
続
約
款
変
更
認
可
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事業者Ａの
利用者（a）

事業者Ｂの
利用者（b）

■ 携帯電話（音声通信）の例

下図（a）から（b）の通信の場合、事業者Ａは、事業者Ｂの携帯電話網の接続料を支払う。

○ 電気通信事業者は、他の電気通信事業者から、電気通信回線設備との接続の請求を受けたときは、原則としてこれ
に応じる義務を有する（接続応諾義務、電気通信事業法第32条）。

電気通信事業分野における接続

事業者Ａの携帯電話網 事業者Ｂの携帯電話網

接続

接続料

■ 固定ブロードバンド（データ通信）の例

事業者Ｘの
利用者（x）

下図（x）からインターネットへの通信の場合、事業者Ｘは、事業者Ｙの伝送路（加入光ファイバ等）の接続料を支払う。

事業者Ｙの伝送路
（加入光ファイバ等）

インターネット

通話料等

接続

接続料

事業者ＸのＩＰ網

通信料等
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 固定通信では、加入者回線系の設備（光ファイバ等）を経由して通信することが不可欠。

 移動通信では、高いシェアを占める事業者が、他の事業者に対し強い交渉力を保持。

 このため、電気通信事業法では、主要なネットワークを保有する特定の事業者に対して、接続料等の公平性・
透明性、接続の迅速性を担保するための規律（指定電気通信設備制度）等を課している。

加入者回線（銅線・光ファイバ）

業務区域ごとの５０％超の加入者回線シェア

⇒ ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本
指定要件

固定系（第一種指定電気通信設備制度） 移動系（第二種指定電気通信設備制度）

接続約款（接続料・接続条件）の認可制

接続会計の整理義務

網機能提供計画の届出・公表義務

接続関連規制

業務区域ごとの１０％超の端末シェア

⇒ ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、沖縄セルラー、ソフトバンク、

WCP、UQ

指定要件

接続約款（接続料・接続条件）※の届出制

接続会計の整理義務
接続関連規制

接続 接続

接続

固定電話、光ブロードバンドサービス等

※光ファイバ等と
接続するケー
スもあり

接続料 接続料

インターネット 主要携帯事業者
のネットワーク

※ＭＶＮＯとの接続の場合

インターネット
他事業者の
ネットワーク

ＮＴＴ東西の
ネットワーク

携帯電話、モバイルデータ通信サービス等

特定移動端末設備

※ アンバンドル機能、接続料の算定方法等を省令で規定

指定電気通信設備制度の概要
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6161

ＮＴＴ東日本・西日本の加入
者回線等を第一種指定設備
として指定（平成９年・13年）

指定要件：業務区域において50％超のシェアを占める加入者回線を有すること [第33条第1項]

対象設備：加入者回線及び当該伝送路設備を用いる電気通信役務を提供するために設置される設備であって、
他の電気通信事業者との接続が利用者の利便の向上及び電気通信の総合的かつ合理的な発達に
欠くことができない電気通信設備 [同上]

接続料、接続条件（接続箇所における技術的
条件等）について接続約款を定め、総務大臣
の認可を受けること。 [第33条第2項]

第一種指定設備の機能に対応した費用等や
第一種指定設備との接続に関する収支の状
況を整理し、公表すること。 [第33条第13項]

第一種指定設備の機能を変更等する場合に
は事前に設備改修日程等の計画を届出・公表
すること。 [第36条]

【接続約款の認可の要件 [第33条第4項]】

 機能ごとの接続料、標準的な接続箇所における技術的条件等が適正・明確に定められていること。

 接続料が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えた金額を算定するものとして総務省令（第一種指定電気通信設備接続料規

則）で定める方法により算定された金額に照らし公正妥当なものであること。 （総括原価方式による算定）

 接続条件が、第一種指定設備に自己の電気通信設備を接続することとした場合の条件に比して不利なものでないこと。

 特定の事業者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。

接続料は、機能ごとに当該接続料に係る収入（接続料×通信量等（需要））が、当該接続料の原価に一致するように定めなければならない。
[第一種指定電気通信設備接続料規則第14条]

第一種指定設備を設置する事業者に対する規律

①接続約款の策定・公表義務
（認可制）

②接続会計の整理・公表義務 ③網機能提供計画の届出・公表義務

指定

「機能」は総務省令で規定⇒「法定機能」

認可を受けた接続約款に定める接続料・接続条件で接続協定を締結することが原則 [第33条第9項]

第一種指定電気通信設備に係る接続制度の概要

○ 固定通信は、加入者回線を経由しなければ利用者同士の通信が成り立たないネットワーク構造となっている。

○ 電気通信事業法では、他の事業者の事業展開上不可欠な設備（加入者回線等）を「第一種指定電気通信設備」として総務
大臣が指定し、当該設備との接続に関する接続料及び接続条件の公平性・透明性や、接続の迅速性を確保するため、接続約
款を総務大臣の認可制にする等の規律を課している。
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加入者交換機

相互接続点（POI: Point of Interface）

収容局間
伝送路

中継局
（IC）

収容局
(GC）

SIPサーバ等

収容ルータ

FTTH

中継ダーク
ファイバ

網終端装置

県内中継ルータ

固定電話網
（PSTN）※

加入者回線
（光ファイバ）

収容局－中継局
間伝送路

信号用中継交換機

中継
交換機

信号用伝送路

加入者回線
（メタル回線）

○ 第一種指定電気通信設備制度においては、加入者回線（光ファイバ、メタル回線）、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）、固定電話網（Ｐ
ＳＴＮ）等について、総務省令で定める機能（法定機能）の単位で接続料が設定することとされている。

○ 法定機能は、第一種指定電気通信設備との接続に係る機能のうち、他の電気通信事業者が必要とする機能のみを細分化して使用できるよ
うにした機能であり、「アンバンドル機能」とも呼称する。

第一種指定電気通信設備制度における接続料算定の対象機能

次世代ネットワーク
（ＮＧＮ）

FTTH

ＧＷルータ
（ＩＰｏＥ）

※Public Switched Telephone Network。
令和７年１月までにＩＰ網に移行
（ＰＳＴＮマイグレーション）。

光信号
伝送装置等

県間中継ルータ

ＧＷルータ
（ＩＰ音声）
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■接続料が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを算定するものとして総務省令で定める方

法により算定された金額に照らし公正妥当なものであること。

接続料の認可基準
（電気通信事業法

第33条４項２号）

算定方式 算定概要 主な対象機能

長期増分費用方式
（ＬＲＩＣ）

・仮想的に構築された効率的なネットワークのコストに基づき算定
・前年度下期＋当年度上期の通信量を使用

・電話網（加入者交換機等）

実際
費用
方式

将来原価方式
・新規かつ相当の需要増加が見込まれるサービス及び接続料の急激
な変動を緩和する必要があるサービスに係る設備に適用
・原則５年以内の予測需要・費用に基づき算定

・加入者回線（光ファイバ）
・ＮＧＮ

実績原価方式
・前々年度の実績需要・費用に基づき算定
・当年度の実績値が出た段階で、それにより算定した場合との乖離分
を翌々年度の費用に調整額として加算

・加入者回線（ドライカッパ、ラインシェアリング）
・中継光ファイバ回線
・専用線、・公衆電話
・ＩＰ関連装置

■ 接続料は、法定機能ごとに、当該接続料に係る収入（接続料×通信量等）が、当該接続料の原価及び利潤の合計額

に一致するように定めなければならない。

接続料 接続料原価通信量等× ＝

＝

第一種指定設備
管理運営費
（設備コスト）

利益対応税自己資本費用他人資本費用 ＋＋＋

法定機能ごとの通信量等の直近の実績値（※）

（ 将来原価方式の場合：将来の合理的な通信量等の予測値）

＋ 調整額

接続料算定の原則
（接続料規則第14条第1項）

＝

※ 接続料の体系は、当該接続料に係る第一種指定設備管理運営費の発生の態様を考慮し、回線容量、回線数、通信回数、通信量、距離等を単位とし、社会的経済的にみて合理的

なものとなるように設定するものとする。（接続料規則第14条第３項）

接続料原価
（接続料規則第８条第１項）

接続料

通信量等(需要)
（接続料規則第14条第２項）

（適正報酬額）

接続料算定の原則と対象機能
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6464（参考）ＩＰ網への移行による音声通信の接続形態の変化

光メタル

光IP電話メタルIP電話

IP網

収容ルータ

ＧＷ
ルータ

収容装置
メタル
収容装置

変換
装置

サーバ等
SIP
サーバ等

中継ルータ

他事業者
ＰＯＩビル
での接続

メタル

光IP電話

光

加入電話等

IP網PSTN

サーバ
SIP
サーバ

収容ルータ
加入者
交換機

変換
装置

相互接続
交換機

信号
交換機

中継
交換機

中継ルータ

他事業者
ＩＣ接続

（ＩＧＳ接続）ＧＣ接続

○ ＮＴＴ東日本・西日本は令和３年１月から順次、ＰＳＴＮ（公衆交換電話網）からＩＰ網への移行を予定。

○ ＩＰ網へ移行後、ＮＴＴ東日本・西日本と他事業者との接続は、ＰＯＩビル（東京、大阪の２箇所）における発着二者間の直接接続（双

方向接続）となる。

○ この場合、メタルＩＰ電話と光ＩＰ電話は、それぞれメタル収容装置と収容ルータを通じて同一のコア網に収容され、他事業者とのＰ

ＯＩも同一となる。

ＩＰ網へ移行後現状

加入電話等と光ＩＰ電話は
別々のコア網を使用。

他事業者との接続方法も
それぞれ異なる。

メタルＩＰ電話と光ＩＰ電話
はコア網を共有。

同じＰＯＩビルで他事業者と
接続。

加入電話 光ＩＰ電話

他事業者との接続方法 ＧＣ接続（３００か所以上）
ＩＣ接続（約１００か所）

ＩＧＳ接続
（ＩＣ接続の附随機能）

メタルＩＰ電話 光ＩＰ電話

他事業者との接続方法 ＰＯＩビルでの接続
（東京、大阪の２か所）

出典： ＮＴＴ東日本・西日本資料を基に総務省作成
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6565ＮＧＮにおける法定機能等と適用接続料の関係

○ ＮＧＮにおける法定機能等と適用接続料の関係等は、以下のとおり。

UＮＩ

優先転送
事業者

ＩＳＰ事業者

UＮＩ UＮＩ UＮＩ UＮＩ UＮＩUＮＩ

ＶＰＮ
ユーザ

ＧＷルータ
（ＩＰｏＥ接続）

網終端
装置

（PPPoE接続）

ＩＧＳ

メディア
ゲートウェイ

網終端装置
（PPPoE接続）

ＧＷルータ
(中継局接続)

関門系ルータ
交換機能

ＳＩＰサーバ
機能

音声パケット
変換機能

中継系ルータ
交換伝送機能

優先パケット
識別機能

端末系ルータ
交換機能

優先転送
サービス・

フレッツ光ネクスト
プライオ※４

（優先）

フレッツ 光ネクスト等
（ベストエフォート：ＢＥ）

フレッツ・
ＶＰＮ

中
継
ル
ー
タ

及
び
伝
送
路

県
間

伝
送
路

※

１

一
般
収
容

局
ル
ー
タ

網終端装置
（VPN）

ＩＰｏＥ接続
事業者※５

ＮＮＩ◎

接続事業者

ＮＮＩ ＮＮＩ◎◎※２ ＮＮＩ◎ ＮＮＩ◎

Ｓ
Ｎ
Ｉ
ル
ー
タ

（
Ｉ
Ｐ
電
話
）

イーサネット
ユーザ

◎ＮＮＩ

：第一種指定電気通信設備利用部門がコスト総額を負担

：収容局接続 ：光IP電話接続

：網改造料として回収

：中継系ルータ交換伝送機能（優先クラス）

※１ 県間通信用設備については、ＩＰ音声接続・優先パケット・ＩＰoE接続に係るもののみ第一種指定電気通信設備。

※２ 網終端装置の接続用インタフェース相当のコストは、網改造料としてＩＳＰ事業者が負担

※３ ＧＷルータ（中継局接続）の接続用インタフェース相当のコストは、網改造料として中継局接続事業者が負担

※４ 接続点のない網内折返し通信は、接続機能にはならない

※５ ＩＰｏＥ接続事業者が自ら優先転送事業者となることも可能

※６ 県間伝送路を疎通する場合もあり

※７ 収容局接続機能利用事業者のユーザとイーサネットユーザ間でＩＰ電話により通信する場合もあり

：優先パケット識別機能（優先クラス）

：県間通信用設備（非指定）

：関門系ルータ交換機能（ＩＰｏＥ接続）

※３

※６ ※６
※７

※７

UＮＩUＮＩUＮＩUＮＩ

ひかり電話・データコネクト
（最優先・高優先）

※６

※６

UＮＩ SＮＩ SＮＩ

地デジ
再送信等
（高優先）

フレッツ・
キャスト等

ＳＮＩ
ルータ
（ＢＥ）

フレッツ 光ネクスト等
（ＢＥ）

一
般
収
容

局
ル
ー
タ

ＳＮＩ
事業者

ＳＮＩ
ルータ
（高優先）

ＮＮＩ◎

UＮＩ

SIP信号変換機能
番号管理機能
ドメイン管理機能

ＧＷルータ
（新設）

ＰＯＩ設置県
－東：7
－西：30

ＰＯＩ設置県
－東：17
－西：30

ＰＯＩ設置県
－東：2
－西：2

ＰＯＩ設置県
－東：17
－西：30

セッションボーダコントローラ、ENUMサーバ、IP電話用DNSサーバ

ＳＩＰサーバ

IP通信網県間区間伝送
機能（IPoE、IP音声及び

優先パケット）

※８

※８ トラヒック種類によっては使用しない場合もあり

ＰＯＩ設置県
－東：17
－西：30

ＰＯＩ設置県
－東：2
－西：2

：県間中継系ルータ交換伝送機能（IPoE接続、IP音声接続、優先クラス）153



6666（参考）固定電話網のＩＰ網への移行工程

① ひかり電話のＩＰ相互接続は2021年１月よりNTT東日本・西日本間において接続試験を開始し、同年５月より接続を開始。

他事業者とのIP相互接続についても順次開始している状況。

② 加入電話着は2022年度（2022年6月）から接続ルート切替を開始。

③ 加入電話発は2023年度（2024年1月）から接続ルート切替を開始予定。

（2023年度（2024年１月）にNTT東日本・西日本の加入電話・INSネットの料金・提供条件の一部変更が行われる予定（契約の移行は伴わない）。）

④ 2024年度（2025年１月）にＩＰ網への接続ルート切替が完了する予定。

令和元年度
（２０１９年度）

令和２年度
（２０２０年度）

令和３年度
（２０２１年度）

令和４年度
（２０２２年度）

令和５年度
（２０２３年度）

令和６年度
（２０２４年度）

令和７年度
（２０２５年度）

ひかり電話の
相互接続
（東西間接続
試験）

加入電話着の接続ルート切替

加入電話発の接続ルート切替

①ひかり電話接続
ルート切替開始
・2021年１月
（東西間接続試験開始）
・2021年５月
（東西間接続開始）

加入電話・INSネットの
料金・提供条件の
一部変更

2024年１月

ＰＯＩビル環境構築等

出典： ＮＴＴ東日本・西日本資料を基に総務省が作成

④接続ルート
切替完了
2025年１月

②加入電話着の接
続ルート切替開始
2022年6月

NTT東西の
IP相互接続を開始
他事業者とのIP相互接続を開始

③加入電話発の接
続ルート切替開始
2024年１月
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6767法定機能と接続料算定方式の対応関係①
法定機能の区分

機能の概要
法定機能の区分（第一種指定電気通信設備接続料規則第４条） 通称

端末回線伝送機能

1.帯域透過端末回線伝送機能 ドライカッパ 電話用加入者回線と同等の設備を帯域分割することなく提供し、通信を伝送する機能

2.帯域分割端末回線伝送機能 ラインシェアリング 電話用加入者回線と同等の設備を帯域分割して提供し、通信を伝送する機能

3.光信号端末回線伝送機能 加入光ファイバ 加入光ファイバにより通信を伝送する機能

4.総合デジタル通信端末回線伝送機能 INS1500（キャリアズレート） ＩＳＤＮ加入者回線により通信を伝送する機能

5.その他端末回線伝送機能 ＯＬＴ等 ＯＬＴ及び接続専用線の端末回線部分等により伝送を行う機能

端末系交換機能

6.端末系ルータ交換機能 ＮＧＮの収容ルータ
収容ルータにより通信の交換を行う機能（一般収容ルータ優先パケット識別機能を除
く）

7.一般収容ルータ優先パケット識別機能 ＮＧＮの優先パケット識別 収容ルータにおいて特定のパケットを識別する機能

8.メタル回線収容機能 メタル収容装置
メタル回線収容装置及びＰＳＴＮのメディアゲートウェイ（関門系ルータ接続用）に
より音声信号とパケット相互間の変換を行う機能

9.加入者交換機能 ＧＣ交換機 ＧＣ等により通信の交換を行う機能

10.信号制御交換機能 加入者交換機機能メニュー
フリーダイヤル等の特定の電気通信番号を用いたサービスを利用する際に、通話料を
受け手が支払うこと等を実現するためにＧＣを制御する機能

11.番号ポータビリティ機能 番号ポータビリティ
ＮＴＴ東日本・西日本の加入者交換機において、電気通信番号により、他事業者が設
置する固定端末系伝送路設備又は交換等設備を識別する機能

12.加入者交換機専用トランクポート機能 ＧＣ－ＰＯＩ間トランクポート ＧＣの回線対応部にＧＣ接続回線を収容する機能

13.加入者交換機共用トランクポート機能 ＧＣ－ＩＣ間トランクポート ＧＣの回線対応部にＧＣと市外ＩＣとの間の伝送路設備を収容する機能

14.光信号電気信号変換機能 メディアコンバータ 光信号電気信号変換装置により光信号と電気信号との変換を行う機能

15.光信号分離機能 局内スプリッタ 局内スプリッタにより光信号の分離を行う機能

16.市内伝送機能 ＧＣ－ＧＣ間回線
市内ＩＣとＧＣとの間の伝送路設備、ＧＣ相互間の伝送路設備、市内ＩＣにより、同
一ＭＡ内に終始する通信の交換及び伝送を行う機能

中継系交換機能

17.関門系ルータ交換機能 ＮＧＮの網終端装置、ＧＷルータ 関門系ルータ（網終端装置、ＧＷルータ）により通信の交換を行う機能

18.中継交換機能 ＩＣ交換機 市外ＩＣにより通信の交換を行う機能

19.中継交換機専用トランクポート機能 ＩＣ－ＰＯＩ間トランクポート ＩＣの回線対応部にＩＣ接続回線を収容する機能

20.中継交換機共用トランクポート機能 ＩＣ－ＩＣ間トランクポート ＩＣの回線対応部にＧＣと市外ＩＣとの間の伝送路設備を収容する機能

21.音声パケット変換機能 ＮＧＮのメディアゲートウェイ
メディアゲートウェイ（関門交換機接続用）により音声信号とパケットの相互間の変
換を行う機能
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6868法定機能と接続料算定方式の対応関係②

法定機能の区分
機能の概要

法定機能の区分（第一種指定電気通信設備接続料規則第４条） 通称

中継伝送機能

22.中継伝送共用機能 ＧＣ－ＩＣ間共用回線
ＧＣと市外ＩＣとの間の伝送路設備をＮＴＴ東日本・西日本及び接続事業者が共用し
て通信を行う機能

23.中継伝送専用機能 ＧＣ－ＩＣ間専用回線 ＧＣ－ＩＣ間の伝送路設備を接続事業者が専用線として利用する機能

24.中継交換機接続伝送専用機能 ＩＣ－ＰＯＩ間専用回線 ＧＣと市外ＩＣとの間の伝送路設備を専ら接続事業者が利用して通信を伝送する機能

25.一般光信号中継伝送機能 中継光ファイバ等 中継光ファイバを波長分割多重装置を用いることなく伝送を行う機能

26.特別光信号中継伝送機能 ＷＤＭを用いた中継光ファイバ 中継光ファイバを波長分割多重装置を用いて１波長にて伝送を行う機能

ルーティング

伝送機能

27.一般中継系ルータ接続伝送機能
メタルＩＰ電話に係るＮＧＮの中
継伝送路

メディアゲートウェイ（関門系ルータ接続用）と中継ルータ間の通信の交換及び伝送
を行う機能

28.一般中継系ルータ交換伝送機能 ＮＧＮの中継ルータ及び伝送路
中継ルータ、収容ルータ～中継ルータ間、中継ルータ～関門系ルータ間の通信の交換
及び伝送を行う機能

29.一般県間中継系ルータ交換伝送機能. ＮＧＮの県間通信用設備
県間中継ルータ、中継ルータ～県間中継ルータ間、県間中継ルータ間、県間中継ルー
タ～関門系ルータ間の通信の交換及び県間伝送を行う機能

30. イーサネットフレーム伝送機能 イーサネット イーサネットスイッチ及び伝送路設備により通信路の設定及び伝送を行う機能

31.通信路設定伝送機能 専用線
通信路の設定の機能を有する電気通信設備及び伝送路設備により通信路の設定及び伝
送を行う機能

32.信号伝送機能 共通線信号網
共通線信号網を利用して、ＰＨＳ事業者のＰＨＳ端末の位置登録や位置情報取得等を
行う機能

33.SIPサーバ機能 ＮＧＮのＳＩＰサーバ 収容ルータと連携してパケットの制御や固定端末系伝送路設備の認証等を行う機能

34.SIP信号変換機能
ＮＧＮのセッションボーダコント
ローラ

ＳＩＰサーバと連携して、事業者の網内で流通するＳＩＰ信号を終端し、事業者と他
の電気通信事業者の網間で流通可能なＳＩＰ信号に変換する機能

35.番号管理機能 ＮＧＮのＥＮＵＭサーバ
ＳＩＰサーバと連携して、入力された電気通信番号の一部又は全部に対応してドメイ
ン名を出力する機能

36.ドメイン名管理機能 ＮＧＮのＩＰ電話用ＤＮＳサーバ
入力されたドメイン名の一部又は全部に対応してアイ・ピー・アドレスを出力する機
能

37.番号案内機能 番号案内データベース・装置 電気通信番号の案内を行う機能

38.公衆電話機能 公衆電話機 公衆電話の電話機等により通信の発信を行う機能

39.端末間伝送等機能 専用線（キャリアズレート）
端末間の伝送等に係る電気通信役務の提供に当たって一体的に用いられているものと
同等の機能

40.クロック提供機能 クロック提供装置
デジタル交換機や伝送装置等を同期させ、通信品質を維持するための同期クロックを
供給する機能

＊接続料の算定方式

：実績原価方式 ：将来原価方式（加入光ファイバ） ：将来原価方式（ＮＧＮ） ：長期増分費用（ＬＲＩＣ)方式 ：キャリアズレート※

※ 上記表中の２つの機能について、いわゆるキャリアズレート方式により接続料が設定されているが、変更がないため、申請の対象にはなっていない。
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6969報酬の算定方法

○ 報酬（適正な利潤）は、第一種指定電気通信設備の機能の提供に用いられる資産の資本調達コストと位置づけられるものであり、機能

ごとに他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税を合計して算定される。

適正報酬額

レートベース 他人資本比率 他人資本利子率

レートベース 自己資本比率 自己資本利益率

レートベース

自己資本比率 自己資本利益率

有利子負債以外の
負債比率

＝

＝

＝

（設備毎の正味固定
資産価額から算定）

×

×

×

（全社の資本構成比率から算定）

×

×

有利子負債以外の
負債の利子相当率

×

×

＋ 利益対応税率×

（法人税、事業税及びその他所得に
課せられる税の税率から算定）

＝

期待自己資本利益率

期待自己資本利益率の過去３年間の平均値又は主要企業の過去５年間の平均
自己資本利益率のいずれか低い方を上限とした合理的な値

リスクの低い
金融商品の
平均金利

1-β × β＋ ×

他産業における
主要企業の平均
自己資本利益率

（「ＣＡＰＭ的手法」により算定）

（国債10年ものの利回り
※マイナスの場合は０）

他人資本費用
（第11条）

自己資本費用
（第12条）

利益対応税
（第13条）

＝
＋

＋

■ ＣＡＰＭ的手法

○ 資本試算評価モデル（ＣＡＰＭ：Capital Asset Pricing Model）は、資産市場で成立する一般均衡状
態において、合理的な期待形成を行う投資家のポートフォリオは市場ポートフォリオと無リス
ク資産との組み合わせになるという考え方に基づくもの。

○ 接続料の算定においては、事業の安定性とリスクとを織り込んだ指標を用いて客観的な基準
を設定する観点から、この考え方に基づき算出されたものを期待自己資本利益率としている。

○ ＣＡＰＭの考え方によれば、ある株式のリスクを表す数値「β」が分かれば、その株式の期
待利益率（右図の𝑟ா  ）は、市場自己資本利益率（右図の𝑟 ）とリスクフリーレート（右図の
𝑟 ）をパラメータとした、βの一次関数により推定できる。（市場自己資本利益率とリスクフリーレー
トの差は全企業で共通であると仮定。）

○ βは、市場収益率が変化したときに、ある株式の収益率がどのくらい変化するかを表す値で
ある。当該企業の価値と市場価値の相関が強いとき、βは高くなる。 𝛽0

𝑟

1

𝑟

𝑟ா 𝑟ா ൌ 𝑟  𝛽 ൈ 𝑟 െ 𝑟

※ 第一種指定電気通信設備の接続料算定においては、（第一次）接続料の算定に関する研究会報告書での議論を踏ま
え、平成11年の「指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則」（平成９年郵政省令第92号。現在の第一種指定
電気通信設備接続料規則の一部に相当。）の改正により、自己資本利益率の算定にＣＡＰＭ的手法が導入された。

157



70調整額の概要

○ 調整額は、過去の接続料収入と費用の差額を当年度の接続料原価に含めることにより、収入と費用を均衡させる仕組み（※１）。

○ その算定方式は、接続料の当年度及び過去の算定方式によって異なるが、代表的には以下のとおり。（当年度・過去ともに実績原価等の場合）

○ 第１号将来原価方式・ＬＲＩＣ方式による算定期間に生じた収支の差額については、調整額として算入しないことが原則。

※１ コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備について（平成19年３月30日情報通信審議会答申）により、事後精算方式（接続料適用年度の実績原価・収入が判明し
た後に遡及的に精算を行う方式）を廃止するとともに導入されたもの。なお、現在においても工事費・手続費等については、遡及適用・事後精算を行っている。

＝ 前々算定期間における費用
前々算定期間接続料
に算入した調整額

＋前々算定期間における接続料収入
（＝ 前々算定期間の接続料 × 前々算定期間の需要）

－調整額

■ 加入光ファイバ接続料における調整額の扱い（第１号将来原価方式における特例許可による調整額）

・ 第１号将来原価方式（接続料規則第８条第２項第１号の規定による将来原価方式）は、基本的に申請者であるＮＴＴ東日本・西日本が自らの経営情報や経営判断
等に基づき、需要と費用を予測して接続料を算定する方式であり、予測と実績の乖離が事後的に発生した場合は、予測を行った申請者が自ら責任を負
うべきものと考えられている（→接続料規則第12条の２第１項において、第１号将来原価方式の調整額は０と規定）。

・ 加入光ファイバについては、複数年度の将来原価方式（算定期間３～４年）により接続料の算定を行っており、予測と実績の乖離が外的要因により
生じる可能性があるところ、その場合の実績費用と実績収入の乖離額を申請者であるＮＴＴ東日本・西日本のみに負担させることは適当ではないこと
から、ＮＴＴ東日本・西日本からの申請により事後的な「乖離額調整」を認めている（→接続料規則第３条ただし書きの規定による許可）。

■ ＩＰ網への移行期間中のＮＧＮ接続料における調整額の扱い（第２号将来原価方式における接続料規則の規定に基づく調整額）

・ 固定電話網のＩＰ網への移行期間中におけるＮＧＮの接続料については、移行期間における接続料の急激な変動を緩和するため、第２号長期将来原
価方式により接続料を算定しているところ、（次算定期間において第１号将来原価方式又はＬＲＩＣ方式を採用しない場合、）接続料規則の規定に基づけば、次算定
期間において移行期間中に生じる費用と収入の乖離額（の見込み値）を調整額として算入することとなる。

・ なお、移行期間前のＮＧＮの接続料は第１号将来原価方式により算定していたため、今次算定期間において、調整額は算入していない。

調整額の反映のイメージ

実績原価方式の例

加入光ファイバの例

（３条許可による乖離額調整を
実施した場合）

Ｎ－１年度 Ｎ年度 Ｎ＋１年度 Ｎ＋２年度

接続料 接続料

接続料 接続料 接続料

前々年度実績
に基づき

単年度の接続料
を算定・申請

合理的な将来の予測
に基づき

複数年度の接続料
を算定・申請

Ｎ年度実績判明後、
乖離額をＮ＋２年度
の接続料に反映（認可接続料を毎月支払い）

（認可接続料を毎月支払い） 変更Ｎ年度実績判明後、
乖離額をＮ＋２年度
以降の接続料に反映
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１ 電気通信事業法第33条第14項の規定に基づく認可接続料の再計算時

２ 電気通信事業法第33条第２項の規定に基づく接続約款の認可の申請時
検証時期

検証方法

検証区分等

①～⑥：利用者料金による収入と、その利用者料金が設定されているサービスの提供に用いられる機能ごとの振替接続料
（当該機能の利用のために第一種指定設備利用部門が負担すべき認可接続料その他の接続料）及び他事業者接続料総額を比較し、
その差分が利用者料金で回収される営業費に相当する基準額（20％）を下回らないものであるかを検証

⑦ ：検証対象のサービスメニューに設定されている利用者料金が、当該サービスメニューの提供に用いられる振替接続
料及び他事業者接続料の合計を上回っているかを検証

「固定通信分野における接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」の概要

⑤ その他総務省が決定するサービスメニュー

（第１号将来原価方式に基づき接続料が算定された機能を利用して提供されるサービスに属するもの
を基本とする。）

（参考）
・令和４年11月改定においてフレッツ・ＡＤＳＬを削除
・令和５年11月改定において加入電話・ＩＳＤＮ基本料・通話料及びフレッツ光ライトを削除し、ひかり電話ネクストを追加

① フレッツ光ネクスト

② ひかり電話

③ ひかり電話ネクスト

④ ビジネスイーサワイド

○ スタックテストは、第一種指定電気通信設備に係る接続料の水準の妥当性を検証するため平成11年から開始。

○ 具体的な運用方法について、情報通信審議会答申「コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備につ
いて」（平成19年３月30日）を踏まえ、総務省は、平成19年７月に「接続料と利用者料金との関係の検証（スタックテス
ト）の運用に関するガイドライン」を策定・公表し、省令上の根拠規定を整備（接続料規則第14条第４項）。

○ 接続料の算定に関する研究会第一次報告書（平成29年９月８日公表）を踏まえ、平成30年２月に、上記ガイドラインに代わ
る「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」（令和４年11月に「固定通信分野における接続料と利用者料金の
関係の検証に関する指針」に名称を変更）を策定・公表し、省令上の根拠規定も改正（接続料規則第14条第４項を削り、規則第14条
の２を新設）。

・ 利用者料金との関係により不当競争性を判断する旨の明確化。
・ 県間通信用設備が指定設備と一体的に利用される場合はその接続料も上記関係の判断において考慮すべきことの明定。
・ 利用者料金など他の原因により不当競争性の排除が困難な場合については、接続料は適正原価・適正利潤の範囲内で最低水準に
設定することを規定。
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審 査 結 果 
（令和６年度の接続料の改定等について） 

  

 電気通信事業法施行規則（昭和 60年郵政省令第 25号。以下「施行規則」という。）、第一

種指定電気通信設備接続料規則（平成 12年郵政省令第 64号。以下「接続料規則」という。）

及び電気通信事業法関係審査基準（平成 13年１月６日総務省訓令第 75号。以下「審査基準」

という。）の規定に基づき、以下のとおり審査を行った結果、認可することが適当と認められ

る。 

審査事項 審査結果 事由 

１ 施行規則第 23 条の４第１項で定める箇所にお

ける技術的条件が適正かつ明確に定められてい

ること。（審査基準第 15条(1)ア） 適 

本件による技術的条件の変更は、固定電話

網の IP 網への移行等を踏まえた法定機能等

の見直し等に伴い、規定等を削除・改定する

ものであり、本件による変更後も技術的条件

は適正かつ明確に定められていると認めら

れる。 

２ 接続料規則第４条で定める機能ごとの接続料

が適正かつ明確に定められていること。（審査基

準第 15 条(1)イ） 
適 

接続料は、接続料規則第４条に規定する機

能ごとに定められており、かつ、接続料は適

正かつ明確に定められていると認められる。 

３ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信

事業者及び当該指定電気通信設備とその電気通

信設備を接続する他の電気通信事業者の責任に

関する事項が適正かつ明確に定められているこ

と。（審査基準第 15条(1)ウ） 

－ 

変更事項なし 

４ 電気通信役務に関する料金を定める電気通信

事業者の別が適正かつ明確に定められているこ

と。（審査基準第 15条(1)エ） 
－ 

 変更事項なし 

５ 施行規則第 23 条の４第２項で定める事項が適

正かつ明確に定められていること。（審査基準第

15条(1)オ） 

 

 

適 

【同項第２号に係る事項】 

他事業者が接続に必要な装置の設置若し

くは保守又は東日本電信電話株式会社及び

西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日

本・西日本」という。）の建物、管路、とう道

若しくは電柱等を接続に関して利用する場

合等に負担すべき金額について、接続料の原

価及び利潤の算定方法に準じて計算されて

おり、適正かつ明確に定められていると認め

られる。 

【同項第３号に係る事項】 

ＮＴＴ東日本・西日本が現に設置する屋内

配線設備※を他事業者が利用する場合におけ

る事項が適正かつ明確に定められていると

認められる。 
※共同住宅等（一戸建て以外の建物をいう。）に設置さ

れる設備（主として一戸建ての建物に設置される形態
により設置するものを除く。）に限る。 

【同項第４号に係る事項】 

 他事業者が負担すべき工事費、手続費等に

ついて、接続料規則第３章から第５章までに

規定する算定方法に準じて計算されており、

能率的な経営の下における適正な原価に適正

な利潤を加えた金額に照らし公正妥当な金額
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が適正かつ明確に定められていると認められ

る。 

【同項第７号に係る事項】 

 固定電話網の IP 網への移行等を踏まえた

法定機能等の見直しに伴い、他事業者が接続

の請求及び当該請求に対して行う回答におい

て用いるべき様式を改定するが、様式は、適

正かつ明確に定められていると認められる。 

【同項の他の号に係る事項】 

 変更事項なし 

６ 接続料が接続料規則に定める方法により算定

された原価に利潤を加えた金額に照らし公正妥

当なものであること。（審査基準第 15条(2)） 

適 

本件申請中の料金表に定める接続料は、接

続料規則第３章から第６章までの規定に基

づいて算定された原価・利潤に照らし、公正

妥当なものと認められる。 

なお、特設公衆電話に係る費用、実績需要

が無い機能に係る接続料及び光信号端末回

線伝送機能に係る乖離額調整については、そ

れぞれ別記１から別記３までのとおり。 

また、接続料と利用者料金の関係の検証の

結果については、補足資料のとおり。 

７ 接続の条件が、第一種指定電気通信設備を設置

する電気通信事業者がその第一種指定電気通信

設備に自己の電気通信設備を接続することとし

た場合の条件に比して不利なものでないこと。

（審査基準第 15条(3)） 

適 

 自己の電気通信設備を接続することとし

た場合の条件に比して不利なものとする旨

の記載は認められない。 

８ 特定の電気通信事業者に対し不当な差別的取

扱いをするものでないこと。（審査基準第 15 条

(4)） 
適 

特定の電気通信事業者に対し不当な差別

的取扱いをする旨の記載は認められない。 

 

（別記） 

１．特設公衆電話に係る費用の扱いについて 

公衆電話機能について、特設公衆電話に係る費用（※）を含めて接続料原価を算定するこ

とについては、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条ただし書の

許可を求める申請が本件申請と併せて行われている。 

特設公衆電話に係る費用を公衆電話機能の接続料原価に算入する措置を実施すること

については、特設公衆電話に係る負担方法の在り方に関して、以下の点に鑑み、一定の合

理性が認められる。 

（１）（平時にも発生する）特設公衆電話に係る費用を、需要（災害時等に発生するトラヒ

ック）で除して特設公衆電話に係る接続料を算定する考え方もあるものの、その場合、

災害時等に、それまで長年にわたり積み重なった巨額の費用を接続事業者が突発的に負

担することとなるおそれがあるため、接続事業者の予見性を確保するためにも、負担の

平準化が必要であること。 

（２）特設公衆電話は、災害時等にのみ提供されるものではあるが、災害時等における常

設の公衆電話を補完する役割を果たすものであること。 

（３）平成 25 年度接続料改定の際の情報通信行政・郵政行政審議会答申を踏まえ、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本が関係事業者と協議を行った結果、特設公衆電話に係る費用を公衆電

話機能の接続料原価に算入する措置に替わる案が複数示されたものの、いずれの案も従
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来の接続料算定の考え方との親和性が低い点や、安定的かつ継続的な負担を実現すると

いう面で適切でないという点に課題があるとされ、全事業者による合意は困難という結

論に達したため、引き続き、公衆電話接続料での負担を継続するということで全事業者

の意見が合致したこと。 
 

※ 端末回線コスト及び第一種指定加入者交換機に係る設備区分のうち回線数の増減に応じて当該設

備に係る費用が増減するもののコスト（特設公衆電話に係る電話機から発信される通信に係るもの

に限る。） 

 

２．実績需要が無い機能に係る接続料の扱いについて（ＮＴＴ東日本のみ） 

ＮＴＴ東日本が提供する通信路設定伝送機能（高速ディジタル伝送に係るもの）の６．

１４４Ｍｂｉｔ／ｓの符号伝送が可能なものであって、エコノミークラスのもののうち、

単位料金区域を跨ぐ場合の「専用線ノード装置～専用線ノード装置伝送路」及び「専用線

ノード装置～相互接続点伝送路」に係る接続料について、令和４年度の実績需要をもとに

実績原価方式によって算定されるところ、令和４年度の実績需要が０であったことから、

令和５年度適用接続料額を準用する措置がとられている。 

当該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条ただ

し書の許可を求める申請が本件申請と併せて行われている。 

令和４年度の需要実績をもとに接続料算定を行うことができないことは明らかであり、

当該措置を実施することには一定の合理性があるものと認められる。 

 

３．光信号端末回線伝送機能に係る乖離額調整について 

接続料規則第 12 条の２第１項において、接続料規則第８条第２項第１号に基づく将来

原価方式によって接続料原価を算定する際の調整額は０と規定されており、乖離額調整は

原則として認められていない。 

これは、将来原価方式においては、申請者であるＮＴＴ東日本・西日本が自らの経営情

報や経営判断等に基づき接続料原価を算定するとともに、将来の合理的な需要の予測値を

用いて接続料を算定することとされており、予測と実績の乖離が事後的に発生した場合は

予測を行った申請者が自ら責任を負うべき等の考え方に基づくものである。 

一方、本件申請では、令和４年度における費用と収入の見込み値と実績値の差額を算定

し、令和６年度の接続料原価に算入することについて、接続料規則第３条ただし書の許可

を求める申請が併せて行われている。 

 

当該接続料については、 

 ・ 将来原価方式は一定の予測に基づく算定方式であり、原価・需要の実績は今後のサー

ビス・技術動向や経済情勢、消費動向、接続事業者の営業戦略等により変動すること。 

 ・ ＩＰブロードバンド通信市場は技術の変化や市場における競争環境の変化が激しいこ

と。 

を踏まえれば、正確な原価・需要の予測は困難であり、第 14条（接続料設定の原則）に規

定される実績収入と実績原価の一致がなされなくなるおそれがあることから、実績原価と

実績収入の差額を補正する仕組みが必要であることに鑑み、当該措置を実施することに一

定の合理性があるものと認められる。 
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補足資料 

固定通信分野における接続料と利用者料金の関係に関する確認の結果 

 

１．目的 

本資料では、第一種指定電気通信設備接続料規則（平成 12年郵政省令第 64号）第 14条

の２の規定を踏まえ、東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」という。）及び西日

本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。）（以下「ＮＴＴ東日本」及び「ＮＴ

Ｔ西日本」を「ＮＴＴ東日本・西日本」という。）から申請のあった接続料の水準が、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本の提供する電気通信役務（卸電気通信役務を除く。）に関する料金（以下

「利用者料金」という。）の水準との関係により、第一種指定電気通信設備とその電気通信

設備を接続する電気通信事業者との間に価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとな

らないかについて確認した結果を示す。 

 

２．結果 

ＮＴＴ東日本・西日本において、「固定通信分野における接続料と利用者料金の関係の検

証に関する指針」（平成 30年２月 26日策定。令和５年 11月 22日最終改定）に従い、接続

料と利用者料金の関係の検証を行った結果については、別紙１から別紙４までのとおり。

両社の全ての検証対象サービスについて、利用者料金収入と接続料総額の差分が営業費相

当基準額（利用者料金収入の 20％）を上回ったため、価格圧搾による不当な競争を引き起

こすものとは認められなかった※。 

※ 検証対象サービスのうち、「その他総務省が決定するサービスメニュー」については、

利用者料金収入が接続料総額を上回ったため、価格圧搾による不当な競争を引き起こ

すものとは認められなかった。 
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日邑］
接続料と利用者料金の関係の検証結果

①利用者 ③差分
④利用者料金収入

サー ビス
料金収入

②接続料相当
（① ー ②）

に占める差分の

比率（③封①）

フレッツ光ネクスト 5,031 2,233 2,798 55.6% 

移動体着等を含む場合 1,138 177 961 84.4% 

ひかり電話

移動体着等を除く場合 908 84 824 90.7% 

ひかり電話ネクスト 14 5 ， 64.3% 

ビジネスイーサワイド 389 281 108 27.8% 

（注1)利用者料金収入は、2022年度の実績

（フレッツ光ネクストマンションタイプのうちVDS口う式については、VDSL装濫の利用料を含みません）

（注2)接続料相当は、各サー ビスで使用する機能に応じた2022年度の実績需要に2024年度適用接続料を乗じて算定しています

（加入光ファイバ等の収容率は接続料設定上の予測値）

（単位：億円）

接続料相当の算定方法

（以下の接続料等に需要を乗じて算定）

回線管理運営費、端末回線伝送機能（光屋内配線・光信号主端末回線・光信号端末回
線・光信号分岐端末回線・光信号伝送装置）、光信号多重分離機能、光信号電気信号変
換機能、NGN（収容局接続機能・端末系ルータ交換機能・一般中継系ルータ交換伝送機
能・一般収容局ルータ優先パゲ）卜識別機能・一般IP)直信網県間中継系ルータ交換伝送機
能、関門系ルータ交換機能）、回線終端装置

NGN（光IP雷話接続機能）、中継交換機能、一般IP通信網県間中継系ルータ交換伝送
機能、加入電話・メタルIP電話接続機能、中継交換機接続用伝送装置利用機能 、中継
交換機回線対応部専用機能、他事業者接続料

回線管理運営費、端末回線伝送機能（光屋内配線・光信号主端末回線・光信号端末回
線・光信号分岐端末回線・光信号伝送装置）、光信号多重分離機能、光信号電気信号変
換機能、NGN（端末系ルータ交換機能、光IP電話接続機能）、回線終端装置、中継交換機
能、一般IP通信網県間中継系ルータ交換伝送機能、加入電話・メタルIP電話接続機能、
中継交換機接続用伝送装置利用機能 、中継交換機回線対応部専用機能、他事業者接
続料

イーサネットフレーム伝送機能、端末回線伝送機能（光信号端末回線）

（注3)ひかり電話における移動体着等を除く場合については、移動体・PHS・050•国際着及びフリ ー アクセス・ひかりワイド着に相当する利用者料金収入と接続料相当をトラヒック比（通信時間比）等 ※を用いて除外

※勘定科目で把握可能なものについては、個別に金額を把握した上で除外
（注4)ひかり電話ネクストは、2022年度期末時点では実績需要がなかったため、直近の需要を勘案して2023年度の利用者料金収入及び接続料相当を推計したもの
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別紙2
接続料と利用者料金の関係の検証結果

(単位:億円)

①利用者
料金収入

②接続料相当
③差分

(①－②)

④利用者料金収入
に占める差分の
比率(③÷①)

接続料相当の算定方法
(以下の接続料等に需要を乗じて算定)

3,780 1,924 1,856 49.1%

回線管理運営費、端末回線伝送機能(光屋内配線・光信号主端末回線・光信号端末回
線・光信号分岐端末回線・光信号伝送装置)、光信号多重分離機能、光信号電気信号変
換機能、NGN(収容局接続機能・端末系ルータ交換機能・一般中継系ルータ交換伝送機
能・一般収容局ルータ優先パケット識別機能、関門系ルータ交換機能)、回線終端装置

移動体着等を含む場合 1,058 158 900 85.1%

移動体着等を除く場合 830 78 752 90.6%

ひかり電話ネクスト 9 4 5 55.6%

回線管理運営費、端末回線伝送機能(光屋内配線・光信号主端末回線・光信号端末回
線・光信号分岐端末回線・光信号伝送装置)、光信号多重分離機能、光信号電気信号変
換機能、NGN(端末系ルータ交換機能、光IP電話接続機能)、回線終端装置、中継交換機
能、一般IP通信網県間中継系ルータ交換伝送機能、加入電話・メタルIP電話接続機能、
中継交換機接続用伝送装置利用機能 、中継交換機回線対応部専用機能、他事業者接
続料

404 291 113 28.0% イーサネットフレーム伝送機能、端末回線伝送機能(光信号端末回線)

NGN(光IP電話接続機能）、中継交換機能、一般IP通信網県間中継系ルータ交換伝送
機能、加入電話・メタルIP電話接続機能、中継交換機接続用伝送装置利用機能 、中継
交換機回線対応部専用機能、他事業者接続料

ビジネスイーサワイド

(注1)　利用者料金収入は、2022年度の実績
     (フレッツ光ネクストマンションタイプのうちVDSL方式については、VDSL装置の利用料を含みません)

(注2)　接続料相当は、各サービスで使用する機能に応じた2022年度の実績需要に2024年度適用接続料を乗じて算定しています
　　　(加入光ファイバ等の収容率は接続料設定上の予測値)

(注3)　ひかり電話における移動体着等を除く場合については、移動体・PHS・050・国際着及びフリーアクセス・ひかりワイド着に相当する利用者料金収入と接続料相当をトラヒック比(通信時間比)等※を用いて除外
※勘定科目で把握可能なものについては、個別に金額を把握した上で除外

(注4)  ひかり電話ネクストは、2022年度期末時点では実績需要がなかったため、直近の需要を勘案して2023年度の利用者料金収入及び接続料相当を推計したもの

サービス

フレッツ光ネクスト

ひかり電話

1
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接続料と利用者料金の関係の検証結果
(総務省が決定するサービスメニュー)

検証結果(注)検証に用いた接続料等品目

○
回線管理運営費、端末回線伝送機能(光屋内配線・光信号分岐端末回線・光信号主端末回線・光信号
伝送装置)、光信号多重分離機能、NGN(端末系ルータ交換機能・一般収容局ルータ優先パケット識別機
能・一般中継系ルータ交換伝送機能、関門系ルータ交換機能)、回線終端装置

①10Gbit/sまでの
符号伝送が可能なもの

（フレッツ光クロス）(1) ファミリータイプ

1．フレッツ光ネクスト

〇回線管理運営費、端末回線伝送機能(光屋内配線・光信号分岐端末回線・光信号主端末回線・光信号
伝送装置)、光信号多重分離機能、NGN(収容局接続機能)、回線終端装置②①以外のもの

○回線管理運営費、端末回線伝送機能(光信号端末回線・光信号伝送装置)、光信号多重分離機能、
NGN(収容局接続機能)、回線終端装置(2) ビジネスタイプ

○回線管理運営費、端末回線伝送機能(光信号端末回線)、光信号電気信号変換機能、NGN(収容局接続
機能)、回線終端装置

①ミニ
②プラン1
③プラン2

(3) マンションタイプ
(VDSL方式

/LAN配線方式)

○
回線管理運営費、端末回線伝送機能(光信号端末回線・光信号伝送装置)、光信号多重分離機能、
NGN(端末系ルータ交換機能・一般収容局ルータ優先パケット識別機能・一般中継系ルータ交換伝送機能、
関門系ルータ交換機能)、回線終端装置

①10Gbit/sまでの
符号伝送が可能なもの

（フレッツ光クロス）
(4) マンションタイプ
(光配線方式) ○回線管理運営費、端末回線伝送機能(光信号端末回線・光信号伝送装置)、光信号多重分離機能、

NGN(収容局接続機能)、回線終端装置②①以外のもの（ミニ）

○回線管理運営費、端末回線伝送機能(光信号端末回線・光信号伝送装置)、NGN(収容局接続機能)、回
線終端装置

③①以外のもの（プラン1）
③①以外のもの（プラン2）

○

回線管理運営費、端末回線伝送機能(光屋内配線・光信号分岐端末回線・光信号主端末回線・光信号
伝送装置)、光信号多重分離機能、NGN(収容局接続機能・一般収容局ルータ優先パケット識別機能(優
先クラスを識別するもの)・一般中継系ルータ交換伝送機能(優先クラス)・ IP通信網県間区間伝送機能(優
先クラス)、回線終端装置

(5) プライオ

○
回線管理運営費、端末回線伝送機能(光屋内配線・光信号分岐端末回線・光信号主端末回線・光信号
伝送装置)、光信号多重分離機能、NGN(端末系ルータ交換機能・一般収容局ルータ優先パケット識別機
能・一般中継系ルータ交換伝送機能、関門系ルータ交換機能)、回線終端装置

①10Gbit/sまでの
符号伝送が可能なもの

（フレッツ光クロス）(6) オフィスタイプ

○回線管理運営費、端末回線伝送機能(光屋内配線・光信号分岐端末回線・光信号主端末回線・光信号
伝送装置)、光信号多重分離機能、NGN(収容局接続機能)、回線終端装置②①以外のもの

○
NGN(光IP電話接続機能）、中継交換機能、一般IP通信網県間中継系ルータ交換伝送機能、加入電話・
メタルIP電話接続機能、中継交換機接続用伝送装置利用機能 、中継交換機回線対応部専用機能、他事
業者接続料

2．ひかり電話（関門系ルータ交換機能を用いる場合）

○

回線管理運営費、端末回線伝送機能(光屋内配線・光信号主端末回線・光信号端末回線・光信号分岐
端末回線・光信号伝送装置)、光信号多重分離機能、光信号電気信号変換機能、NGN(端末系ルータ交
換機能、光IP電話接続機能)、回線終端装置、中継交換機能、一般IP通信網県間中継系ルータ交換伝送
機能、加入電話・メタルIP電話接続機能、中継交換機接続用伝送装置利用機能 、中継交換機回線対応
部専用機能、他事業者接続料

3．ひかり電話ネクスト（関門系ルータ交換機能を用いる場合）

○イーサネットフレーム伝送機能、端末回線伝送機能(光信号端末回線)(1) MA設備まで利用する場合

4. ビジネスイーサワイド
○イーサネットフレーム伝送機能、端末回線伝送機能(光信号端末回線)(2) 県内設備まで利用する場合

○イーサネットフレーム伝送機能、端末回線伝送機能(光信号端末回線)(3) Interconnected WAN（ＭＡ設備まで利用する場合）

○イーサネットフレーム伝送機能、端末回線伝送機能(光信号端末回線)(4) Interconnected WAN（県内設備まで利用する場合）

(注) ○:利用者料金が接続料の合計を上回っているもの ×:利用者料金が接続料の合計を下回っているもの
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接続料と利用者料金の関係の検証結果
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検証結果(注)検証に用いた接続料等品目

○
回線管理運営費、端末回線伝送機能(光屋内配線・光信号分岐端末回線・光信号主端末回線・光信号伝
送装置)、光信号多重分離機能、NGN(端末系ルータ交換機能・一般収容局ルータ優先パケット識別機能・
一般中継系ルータ交換伝送機能、関門系ルータ交換機能)、回線終端装置

①10Gbit/sまでの
符号伝送が可能なもの

（フレッツ光クロス）(1) ファミリータイプ

1．フレッツ光ネクスト

〇回線管理運営費、端末回線伝送機能(光屋内配線・光信号分岐端末回線・光信号主端末回線・光信号伝
送装置)、光信号多重分離機能、NGN(収容局接続機能)、回線終端装置②①以外のもの

○回線管理運営費、端末回線伝送機能(光信号端末回線・光信号伝送装置)、光信号多重分離機能、
NGN(収容局接続機能)、回線終端装置(2) ビジネスタイプ

○回線管理運営費、端末回線伝送機能(光信号端末回線)、光信号電気信号変換機能、NGN(収容局接続
機能)、回線終端装置

①ミニ
②プラン1
③プラン2

(3) マンションタイプ
(VDSL方式

/LAN配線方式)

○
回線管理運営費、端末回線伝送機能(光信号端末回線・光信号伝送装置)、光信号多重分離機能、
NGN(端末系ルータ交換機能・一般収容局ルータ優先パケット識別機能・一般中継系ルータ交換伝送機能、
関門系ルータ交換機能)、回線終端装置

①10Gbit/sまでの
符号伝送が可能なもの

（フレッツ光クロス）
(4) マンションタイプ
(光配線方式) ○回線管理運営費、端末回線伝送機能(光信号端末回線・光信号伝送装置)、光信号多重分離機能、

NGN(収容局接続機能)、回線終端装置②①以外のもの（ミニ）

○回線管理運営費、端末回線伝送機能(光信号端末回線・光信号伝送装置)、NGN(収容局接続機能)、回
線終端装置

③①以外のもの（プラン1）
③①以外のもの（プラン2）

○
回線管理運営費、端末回線伝送機能(光屋内配線・光信号分岐端末回線・光信号主端末回線・光信号伝
送装置)、光信号多重分離機能、NGN(端末系ルータ交換機能・一般収容局ルータ優先パケット識別機能・
一般中継系ルータ交換伝送機能、関門系ルータ交換機能)、回線終端装置

①10Gbit/sまでの
符号伝送が可能なもの

（フレッツ光クロス）(5) オフィスタイプ

○回線管理運営費、端末回線伝送機能(光屋内配線・光信号分岐端末回線・光信号主端末回線・光信号伝
送装置)、光信号多重分離機能、NGN(収容局接続機能)、回線終端装置②①以外のもの

○
NGN(光IP電話接続機能）、中継交換機能、一般IP通信網県間中継系ルータ交換伝送機能、加入電話・
メタルIP電話接続機能、中継交換機接続用伝送装置利用機能 、中継交換機回線対応部専用機能、他事
業者接続料

2．ひかり電話（関門系ルータ交換機能を用いる場合）

○

回線管理運営費、端末回線伝送機能(光屋内配線・光信号主端末回線・光信号端末回線・光信号分岐端
末回線・光信号伝送装置)、光信号多重分離機能、光信号電気信号変換機能、NGN(端末系ルータ交換
機能、光IP電話接続機能)、回線終端装置、中継交換機能、一般IP通信網県間中継系ルータ交換伝送機
能、加入電話・メタルIP電話接続機能、中継交換機接続用伝送装置利用機能 、中継交換機回線対応部
専用機能、他事業者接続料

3．ひかり電話ネクスト（関門系ルータ交換機能を用いる場合）

○イーサネットフレーム伝送機能、端末回線伝送機能(光信号端末回線)(1) MA設備まで利用する場合

4. ビジネスイーサワイド
○イーサネットフレーム伝送機能、端末回線伝送機能(光信号端末回線)(2) 県内設備まで利用する場合

○イーサネットフレーム伝送機能、端末回線伝送機能(光信号端末回線)(3) Interconnected WAN（ＭＡ設備まで利用する場合）

○イーサネットフレーム伝送機能、端末回線伝送機能(光信号端末回線)(4) Interconnected WAN（県内設備まで利用する場合）

(注) ○:利用者料金が接続料の合計を上回っているもの ×:利用者料金が接続料の合計を下回っているもの
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